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第１部 基本計画の基本的考え方

  

１ 計画改定の趣旨 

 

暴力は、その対象の性別や加害者、被害者の間柄を問わず、決して許され

るものではなく、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。特に、配偶

者暴力は、「配偶者」という親密な間柄において、家庭という人目に触れにく

い場所で起こることから、長年、被害者の救済を困難にしてきました。 

都は、平成 12 年３月に制定した東京都男女平等参画基本条例において、「性

別による権利侵害の禁止」として、家庭内等における配偶者暴力の禁止や、

あらゆる場におけるセクシュアル・ハラスメントの禁止等について定め、以

降その対策に取り組んできました。 

その後、配偶者暴力対策については、平成 13 年４月に、「配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下「配偶者暴力防止法」という。）

が制定され、配偶者暴力の防止や被害者保護に係る国や地方自治体の責務が

初めて明示されました。 

都は、こうした流れを受け、平成 14 年度に、「男女平等参画のための東京

都行動計画」で「家庭内等における暴力の防止」を重点課題のひとつに掲げ

るとともに、配偶者暴力相談支援センターを設置しました。 

また、平成 16 年の法改正で都道府県による基本計画の策定が定められ、都

道府県基本計画の指針となるべき「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策に関する基本的な方針」（以下「基本方針」という。）が定め

られました。 

このことを受け、都では、平成 18 年３月に「東京都配偶者暴力対策基本計

画」（以下「基本計画」という。）を策定しました。 

平成 19 年度の法改正では、区市町村における基本計画策定及び配偶者暴力

相談支援センター機能整備が努力義務とされるとともに、被害者の自立支援

に関する関係機関の連携強化などが掲げられました。 

その後、都は、平成 21 年３月及び平成 24 年３月に基本計画の改定を行い、

関係機関の連携のもと、総合的、計画的に施策を推進してきました。 

平成 25 年度には、３度目の法改正により、生活の本拠を共にする交際相手

からの暴力について法が準用されることとなり、法の名称が「配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に改められました。また、同

法に基づき平成 26 年１月に基本方針が改正されました。 

一方、男女間の暴力の防止に向け、配偶者暴力対策以外の取組も進んでき

ています。 

平成 12 年 11 月には「ストーカー行為等の規制等に関する法律」（以下「ス

トーカー規制法」という。）が施行され、被害の未然防止・拡大防止に大きな

役割を果たしてきました。 
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第１部基本計画の基本的考え方

  

しかしその後も、被害者の命が奪われるなどの深刻な被害が発生したこと

から、被害の実情等を踏まえ、平成 25 年の法改正で電子メールを送信する行

為が規制され、平成 29 年の法改正でＳＮＳなどインターネット上でのつきま

とい等が規制対象に加わるなど、対策の強化が図られています。 

また、平成 25 年 10 月に起きたストーカー殺人事件では、加害者が女性の

性的画像をネット上で拡散したことが社会問題になりました。これをきっか

けに同様の行為を規制するよう求める声が高まり、平成 26 年 11 月に「私事

性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律」（いわゆる「リベンジ

ポルノ法」）が制定されました。 

都では、平成 27 年７月に、性犯罪・性暴力の被害者に対し、被害直後から

相談・医療・精神的ケア等の支援をワンストップで行うための取組を、民間

支援団体等との連携により開始しています。 

このように、配偶者暴力をはじめとする男女間の暴力の防止に向けた対策

は着実に前進してきましたが、今なお積極的に取り組むべき課題、また、法

改正や社会情勢の変化等により生じる新たな課題などへの取組が求められて

います。 

このような状況から、平成 28 年７月、都は知事の附属機関である「東京都

男女平等参画審議会」に対して、基本計画の改定に当たっての基本的考え方

を諮問し、平成 29 年１月に答申を受けました。そして、審議会答申及び前基

本計画の成果・課題等を踏まえて、今回の改定を行いました。 

本基本計画は、新たに策定した「東京都女性活躍推進計画」と合わせ、「東

京都男女平等参画推進総合計画」（以下「総合計画」という。）として、東京

都男女平等参画基本条例に基づく行動計画に位置付けられています。 

また、性暴力やストーカー被害者への支援、性・暴力表現への対応など、

配偶者暴力と近接する課題を合わせて掲載しています。 

今後、この基本計画に基づき、施策を着実に推進するとともに、連携体制

の強化に努め、暴力のない社会の実現を目指して更に前進していきます。 
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２ 計画の性格 

 

(1) この基本計画は、配偶者暴力防止法第２条の３第１項に基づき、国の基

本方針に即し、都における配偶者暴力対策を体系的に示す基本計画です。 

 

(2) 「性暴力被害者に対する支援」「ストーカー被害者に対する支援」「性・

暴力表現等への対応」など、男女平等参画を阻害する様々な暴力への対策

を合わせて掲載しています。 

 

(3) この基本計画は、「東京都女性活躍推進計画」と共に総合計画を構成する

ものです。なお、総合計画は男女共同参画社会基本法第 14 条に基づく都道

府県男女共同参画計画及び東京都男女平等参画基本条例第８条に基づき策

定する行動計画に位置付けられるものです。 

 

(4) この基本計画は、学識経験者、関係機関・団体代表等で構成される「東

京都男女平等参画審議会」における諮問、答申を経て改定したものです。 

 

(5) 都と区市町村をはじめとする関係機関は、相互に連携・協力して、基本

計画で示した施策を推進していきます。 

 

(6) 都は、基本計画に基づく施策を実施する上で、都民及び民間団体に対し、

理解と協力を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

●○●ドメスティック・バイオレンス（Domestic Violence）●○● 「ＤＶ」と略されることが多く、

一般的には「配偶者や恋人などの親密な関係にある、又はあった人から振るわれる暴力」という意味で使

われることが多いようです。ドメスティック・バイオレンスを直訳すると、「家庭内の暴力」となり、親やその他

の親族が子供に対して振るう暴力など、高齢者や子供などに家庭内で振るわれる暴力を含めて使用さ

れる場合もあります。人によって異なった意味に受け取られるおそれがあるため、この計画では、固有名

詞を除き「ＤＶ」という言葉は使いません。 

 

●○●配偶者・配偶者等●○● 配偶者暴力防止法が定めている「配偶者」には、婚姻の届出をしてい

ないいわゆる「事実婚」の場合や、離婚後（事実上離婚したと同様の事情に入ることを含みます。）も引き

続き暴力を受ける場合も含みます。また、平成 25 年度の配偶者暴力防止法の改正により、生活の本拠

を共にする交際相手や元交際相手からの暴力を受ける場合も、法が準用されるようになりました。なお、

都では、法律の根拠を必要としない様々な施策については、恋人など親密な間柄にあるパートナーも含

め対応しています。この基本計画では法の対象となっていない恋人などを含む場合には「配偶者等」と

表記します。 

 

●○●配偶者等暴力の形態●○● 「殴る」、「蹴る」といった身体への暴力だけでなく、「人格を否定す

るような暴言を吐く」、「無視する」、「わざと相手が大切にしているものを壊す」、「生活費を渡さない」など

の精神的暴力や、「性的行為を強要する」、「避妊に協力しない」などの性的暴力も含まれます。 
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第１部基本計画の基本的考え方

  

３ 計画改定に当たっての考え方 

 

配偶者等暴力、性暴力、ストーカー行為やセクシュアル・ハラスメント等

は、その形態の如何を問わず男女平等参画社会の実現を阻害する要因となり

ます。これら加害行為は、極めて自己中心的な目的で行われることが少なく

ありません。一方、被害に遭った者は、恐怖や不安を与えられるばかりか、

その身体や心に一生かかっても回復できない傷を受ける場合も多く見られま

す。深刻な人権侵害であるこれらの加害行為を防止し、人権を守るために、

都は、区市町村、民間団体、警察など関係機関と力を合わせて取り組んでい

きます。 

特に、配偶者等暴力対策においては、暴力の特性を踏まえ、被害者が暴力

から逃れ、将来に向けて安全で安心できる生活が送れるよう、状況に応じ、

かつ被害者本人の意思を尊重した支援を行うことが必要であり、そのために

は、様々な機関の緊密な連携が欠かせません。また、配偶者等暴力の未然防

止に向けて、社会全体で取り組むことが必要です。 

配偶者暴力防止法が制定されてから 15 年が経ち、その間、都内では、東京

都はもとより、区市町村においても配偶者暴力相談支援センターなど専門相

談窓口の整備が進むなど、被害者やその子供を対象者とした様々な取組が、

関係機関の連携により行われてきました。法の改正により、平成 25 年度から

は生活の本拠を共にする交際相手からの暴力も法の対象となりました。この

ように配偶者等暴力対策が新たな段階に入ってきていることも考慮に入れ、

今後の取組を積極的に推進していく必要があります。 

また、暴力表現や配慮を欠いた性表現を防ぐなど、メディア等における人権

の尊重を確保することも重要です。 

男性も女性も各人が、互いの特質を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ相

手に対する思いやりをもつことは、男女平等参画社会形成の前提であり、あら

ゆる暴力の根絶につながっていきます。 

なお近年は、同性同士のストーカー行為、性暴力、親密な間柄にあるパート

ナーからの暴力による被害も起きています。 

人権尊重の観点から、それぞれの被害者の状況に配慮した支援を行っていく

必要があります。 

都は、こうした考え方に基づき、男女平等参画を阻害するあらゆる暴力の根

絶に向け、これまでの施策を引き続き着実に推進するとともに、今後求められ

る施策を積極的に展開していきます。 
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第１部 基本計画の基本的考え方

  

４ 計画期間 

  

(1) この基本計画の期間は、平成 29年度から 33年度までの５年間とします。 

 

(2) 法令の改正等により、新たに基本計画に盛り込むべき事項が生じた場合

は、必要に応じて見直しを行います。 
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第１部基本計画の基本的考え方

５ 計画の体系

領域Ⅳ 配偶者暴力対策

（３）被害者の状況に応じた相談機能
の充実

（１）都の配偶者暴力相談支援セン
ター機能の充実

① 都における普及啓発の実施

② 区市町村における普及啓発の
支援

③ 学校での人権教育の推進
④ 若年層向け啓発事業の推進

① 配偶者暴力相談支援センター
の相談機能の充実

② インターネットによる情報の提
供

③ 被害者支援プログラムの活用

④ 都の配偶者暴力相談支援セ
ンターの中核としての機能の
充実

（１） 暴力を許さない社会形成のため
の教育と啓発の推進

① 外国人被害者への対応

② 障害のある被害者や高齢の
被害者等への対応

③ 人権擁護機関と関係機関の連
携強化

④ 男性被害者への対応
⑤ 多様化する相談等への対応

１ 暴力を許さない社会形成のための啓発と早期発見

２ 多様な相談体制の整備

（２） 早期発見体制の充実 ① 医療機関における適切な対応

② 保健所や保健センターにおけ
る適切な支援

③ 学校、幼稚園、保育所等職員
に対する意識啓発等

④ 民生委員・児童委員への研修
の実施

⑤ 警察における通報への対応

（２）身近な地域での相談窓口の充実 ① 警察における対応

② 区市町村における配偶者暴力
相談支援センター機能整備等
への支援

具体的施策施策目標
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第１部 基本計画の基本的考え方

① 一時保護体制の充実
② 同伴児童への対応の充実

（１） 保護体制の整備

３ 安全な保護のための体制の整備

（２） 安全の確保と加害者対応 ① 警察署長等による援助

② 学校・幼稚園・保育所等との連
携の強化

③ 加害者対応

① 総合的な被害者支援のため
の質の充実

② 配偶者暴力相談支援センター
の自立支援機能の拡充

③ 福祉事務所等との連携強化
④ ひとり親家庭の支援の充実

（１） 総合的な自立支援の展開

４ 自立生活再建のための総合的な支援体制の整備

（２） 安全で安心できる生活支援 ① 住民票の取扱い等適切な運
用

② 医療保険に関する適切な情報
提供

③ 年金等各種制度に関する適切
な情報管理及び情報提供

④ 就学の支援

⑤ 学校、幼稚園、保育所等職員
に対する意識啓発等

⑥ 自助グループへの参加支援

⑦ 配偶者暴力相談支援センター
における法的支援

① 職業訓練の充実

② 東京しごとセンター等における
就労支援

③ 東京ウィメンズプラザにおける
就労支援

（３） 就労支援の充実
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第１部基本計画の基本的考え方

① 都営住宅を活用した住宅の確
保

② 一時保護施設等退所後の支
援

③ 家賃債務保証制度に関する国
への要望

（４） 住宅確保のための支援の充実

（５） 子供のケア体制の充実 ① 子供のケア体制の徹底
② 子供家庭支援センターの拡充
③ 子供の心のケアの充実

④ 保護者とその子供に対する講
座の実施

① 都と区市町村の役割分担に基
づく連携の促進

② 区市町村における配偶者暴力
対策基本計画の策定・改定支
援

③ 区市町村における配偶者暴力
相談支援センター機能整備へ
の支援

④ 配偶者暴力対策のためのネッ
トワーク会議の充実

⑤ 被害者支援基本プログラムの
活用

（１） 広域連携と地域連携ネットワーク
の強化

５ 関係機関・団体等の連携の推進

（２）民間団体との連携・協力の促進 ① 民間団体との連携の促進

② 配偶者暴力被害者支援民間
人材の養成

① 職務関係者研修の充実

② 配偶者暴力被害者支援民間
人材の養成

（１） 人材の育成

６ 人材育成の推進と適切な苦情対応

（２） 二次被害防止と苦情への適切か
つ迅速な対応

① 二次被害防止のための研修
の充実

② 相談機関における苦情処理担
当の設置と手順の明確化

① 配偶者暴力被害に関する調査研
究

② 加害者対策のあり方検討

７ 調査研究の推進
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第１部 基本計画の基本的考え方

領域Ⅴ 男女平等参画を阻害する様々な暴力への対策

① 被害者等への支援
② 都における普及・啓発

１ 性暴力被害者に対する支援

① 被害者等への支援
② 都における普及・啓発

２ ストーカー被害者に対する支援

① 相談・普及啓発

② 都庁内におけるセクシュアル・ハラ
スメントの防止対策

３ セクシュアル・ハラスメントの防止

① メディアへの対応
② 被害者への支援等
③ 普及・啓発

４ 性・暴力表現への対応
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暴
力
対
策

 

 

 

 

領域Ⅳ 

 

 

配偶者暴力対策 

 

 

  

配偶者暴力は、外部からその発見が困難な家庭内において行われるため、潜在化

しやすく、しかも加害者に罪の意識が薄いという傾向があります。このため、周囲

も気付かないうちに暴力がエスカレートし、時には生命に危険が及ぶこともあるな

ど被害が深刻化しやすい特性があります。 

 

配偶者暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に

対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を傷つけるだけでなく、男女平等

参画社会の実現を妨げるものです。 

 

重大な被害や影響を広範にわたって及ぼす配偶者からの暴力を防止し、被害者の

安全確保をすることは、被害者本人を含め誰もが安全で安心して暮らせる社会の実

現のために重要です。 
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第１章 配偶者暴力をめぐる現状 

 

１ 配偶者暴力の現状 

 

(1) 配偶者暴力についての相談の状況 

① 東京都 

●配偶者暴力相談支援センター※１ 

○ 都の配偶者暴力に関する相談件数は、平成 13 年度は 3,334 件でした

が、配偶者暴力防止法に基づき配偶者暴力相談支援センターが開設さ

れた平成 14 年度には 7,300 件と約 2.2 倍増となりました。その後は

8,000～10,000 件前後で推移しており、平成 27 年度には 9,917 件とな

っています（図１）。 

○ 平成 27 年度の相談件数 9,917 件のうち、被害者本人からの相談は、

8,261 件でした。内訳は、女性 8,084 件（97.9％）、男性 177 件（2.1％）

となっています。 

 

 

図１ 都の配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 配偶者暴力相談支援センター  配偶者暴力防止法により、配偶者暴力被害者を保護するため、相

談・一時保護や自立生活促進のための就労・住宅等に関する情報提供等の支援を行う機関。都では、

現在、東京ウィメンズプラザと東京都女性相談センターが配偶者暴力相談支援センター機能を担って

います。 
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○ 東京ウィメンズプラザの平成 27 年度の配偶者暴力の相談件数は

5,625 件であり、このうち被害者本人からの相談件数は、4,755 件でし

た。 

相談内容についてみてみると、最も多かったのは、「別れたものの本

当にこれでよかったのか」、「精神的に不安定なので、カウンセリングを

受けた方がよいか」など、心の悩みや精神的な問題に関するもので 899

件（全体の 15.0％）でした。平成 24 年度の 420 件（7.5％）と比較する

と、件数とともに相談内容の割合も２倍以上に増加しています。 

次に多かったのが、「配偶者間で起きている問題（暴力を含む）にど

う対応したらよいかわからない」で、852 件（14.4％）でした。このう

ち「配偶者暴力の認識がある」ものは 778 件、「認識がない」ものは 74

件でした。 

続いて「離婚」に関することが多く、770 件（13.0％）でした。 

 

●警視庁 

〇 警視庁の総合相談センターや警察署に寄せられた相談件数は、平成 14

年度の 904 件が平成 27 年度には 5,260 件と約 5.8 倍に増加しています

（図２）。 

○ 内訳は、女性 4,746 件（90.2％）、男性 514 件（9.8％）となっていま

す。 

 

 

② 区市町村  

  ○ 都の調査では、区市町村における相談件数は年々増加しており、平成

15 年度の 11,164 件が平成 27 年度には 34,652 件と、約 3.1 倍の増加と

なっています（図２）。 

  ○ 区市町村では、配偶者暴力相談支援センターのほか、男女平等参画セ

ンターや福祉事務所、保健所・保健センター、子供家庭支援センターな

ど様々な相談窓口で配偶者暴力相談を受け付けています。 

  ○ 区市町村の相談件数は一貫して増加しています。区市町村の支援セン

ター整備をはじめとする、地域における相談体制の充実や、相談窓口の

周知により、身近なところで相談する人が増加していることが伺えます。 

  ○ 区市町村の相談件数を、平成 24 年度と平成 27 年度で比較すると、 

   8,105 件増加しています。このうち、区部での増加は 8,007 件、市部は

98 件となっており、特に区部において相談件数が増加しています。 
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  ○ 区部の増加数のうち、平成 27 年度までに配偶者暴力相談支援センタ

ーを整備した９区で 5,751 件（71.8％）を占めており、配偶者暴力相談

支援センター機能整備が、相談件数の増加につながっていることが伺え

ます。 

  ○ 配偶者暴力相談支援センター機能を整備した区からは、「相談体制が

充実し、スムーズな支援ができるようになった」、「相談先が明確になっ

たので広報がしやすくなり、区民からの相談も増えた」などの声が寄せ

られています。 

 

図２ 都内各相談機関における相談件数の推移 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ このように、都の配偶者暴力相談支援センター、警視庁、区市町村 

で受け付けた全体の相談件数は、増加傾向にあり、特に区部と警視庁

の件数増が顕著になっています。 
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(2) 一時保護※２件数 

○ 都が実施した一時保護件数は、平成 27 年度は 560 件でした。配偶者暴

力防止法が完全施行された平成 14 年度以降、一時保護所への入所者は、

母子の割合が高くなっています（図３）。 

○ 区市町村における独自の一時的な保護は増加しており、平成 27 年度は

551 件となっています。 

○ このほか都内の民間シェルター※３においても、独自に一時的な保護が

行われています。 

 

図３ 都の配偶者暴力相談支援センターにおける一時保護件数の推移  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＊母子、単身の別は、入所時の状況による区分となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

※２ 一時保護  暴力から逃れ、家を出た被害者や子供の安全を確保するため、緊急に保護することが

必要であると認められる場合等に、被害者本人の申請に基づく緊急の避難場所として、一時保護所が

あります。 

※３ 民間シェルター  民間の団体等が自主的に運営し、暴力から避難する必要がある被害者とその子

供などの保護を行っている施設 
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(3) 保護命令※４件数 

○ 東京地方裁判所管内で保護命令が発令された件数は、毎年 100 件前後

で推移し、配偶者暴力防止法が施行された平成 13 年 10 月から 28 年３月

末までの合計では 1,561 件となりました（図４）。 

○ 保護命令の内訳は、被害者への保護命令のみ発令されたのが 686 件で、

このうち「接近禁止命令のみ」は 300 件、「接近禁止命令」と「退去命令」

や「電話等禁止命令」が併せて発令されたのは 381 件でした。 

○ 「子への接近禁止命令」の発令件数は 600 件でした。また、「親族等へ

の接近禁止命令」の発令件数は 87 件、「子への接近禁止命令」と「親族

等への接近禁止命令」が同時に発令された件数は 188 件でした。 

 

 

図４ 保護命令発令件数の推移（東京地方裁判所管内）   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊平成 13 年度分は、同年 10 月 13 日以降の件数 

 

※４ 保護命令  配偶者暴力防止法が定める、被害者の生命又は身体に危害が加えられることを防止

するための制度です（ただし、身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けており、更なる暴力で生

命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きい場合に限ります。保護の対象には、被害者本人のほか、

被害者と同居する未成年の子、危害を受けるおそれのある被害者の親族、知人等も含まれます。）。被害者

が裁判所に申立てを行うことにより、裁判所は暴力を振るったとされる配偶者から言い分を聴き、申立て

の内容を審理します。保護命令には、暴力を振るった者に対し、被害者につきまとったり、住居、勤務先

などの近くをはいかいしたりすることを禁止する「被害者への接近禁止命令」（６か月間）と、加害者に対

して家から出て行くよう命令する「退去命令」（２か月間）のほか、被害者への接近禁止命令と併せて発令

される「被害者への電話等禁止命令」、「被害者の同居の子への接近禁止命令」、「被害者の親族等への接近

禁止命令」の五つの類型があります。 
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1.4%

20.3%

29.7%
32.4%

9.5%

6.8%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳以上

45.9%

24.3%

12.2%

5.4% 10.8%

1.4%

無職（主婦）

パート・アルバイト

会社員・正規職員

自営業

その他

回答なし

(4) 「被害者の面接相談」からみた配偶者暴力被害の傾向※５ 

 ① 被害者（本人）の状況 

  ア 年代・職業等 

○ 被害者の年代は、40 歳代が最も多く 32.4％で、続いて 30 歳代が

29.7%、20 歳代が 20.3％となっています（図５）。 

○ 被害者の職業は、「無職（主婦）」が 45.9％、「パート・アルバイト」

が 24.3％、「会社員・正規職員」が 12.2％、「自営業」が 5.4％となっ

ています（図６）。 

○ 被害者の 78.4％に子供がいます。子供の人数は２人が最も多く

43.1％、続いて１人が 37.9％となっています（図７）。 

○ 子供の年代については、小学生の子供を持つ被害者が 41.4％で最も

多く、０～２歳の乳児を持つ被害者も 32.8％に上ります。 

○ 被害者の多くは子育て世代であり、その多くが「無職（主婦）」や

「パート・アルバイト」であることから、被害者が加害者から逃れて

生活する上では生活基盤が脆弱な状況であることが伺えます。 

 

図５ 被害者の年代             

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 被害者の職業 

 

 

 

 

 

 

 

 

※５ (4) 「被害者の面接相談」からみた配偶者暴力被害の傾向として本文中に使用しているデー

タは、平成 26 年度に東京都生活文化局が実施した「配偶者暴力被害の実態と関係機関の現状に

関する調査」のうち面接相談（件数 74 件）から出たデータを使用 
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図７ 被害者の子供の有無と人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 暴力と被害の状況 

○ 配偶者暴力には、大きく分けて身体的暴力、精神的暴力、性的暴力

があります。 

○ 調査では、被害者の 81.1％が身体的暴力を、86.5％が精神的暴力を

受けています。身体的暴力としては、「殴る」（60.8％）、「蹴る」（50.0％）、

「物を投げつける」（29.7％）、精神的暴力としては、「怒鳴る」（67.6％）、

「脅す」（43.2％）、「バカにする」（40.5％）が主なものとなっていま

す。 

○ 暴力による具体的被害としては、「打撲・あざ」（44.6％）や「顔が

腫れる・あざ」（24.3％）といった身体的なもののほか、「怯え」（37.8％）

や「自己評価の低下」（28.4％）、「不眠」（25.7％）など、精神的被害

の割合が高くなっています。 

○ 暴力を受けた人の 55.4％に病院等の来院歴があり、そのうち約半数

の人が精神科を受診しています。 

 

ウ 暴力を受けていた期間 

○ 最初の暴力は、「結婚前から」が 21.6％、「結婚１年未満」が 37.8％

と、結婚前後の時期から始まった人で約６割を占めています（図８）。 

○ 結婚している、又はしていた人の婚姻期間は、「10年以上」が36.7％、

「５～10 年未満」が 28.3％となっており、暴力が始まった時期と結

婚期間を考え合わせると、長期間暴力を振るわれ続けている状況も伺

えます（図９）。 

○ また、暴力を受けながら、暴力から逃げられなかった理由としては、

「子供のためひとり親は避けたい」（21.6％）、「逃げる気力がなかっ

た（無力感）」（14.9％）、「経済的な不安」（12.2％）が多く挙げられ

ています（図 10）。 

子供あり

78.4％

子供なし

18.9％

不明

2.7％

１人

37.9％ ２人

43.1％

３人

15.5%４人以上

3.4％
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21.6%

37.8%

17.6%
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2.7% 10.8%

4.1%

結婚前から

結婚１年未満

結婚１年～５年未満

結婚５年～10年未満

結婚10年以上

不明

回答なし

1.7%

16.7%

10.0%

28.3%

36.7%

1.7% 5.0%

１年未満

１～３年未満

３～５年未満

５～１０年未満

10年以上

不明

回答なし

12.2

21.6

10.8

1.4

6.8

4.1

14.9

1.4

12.2

2.7

10.8

5.4

8.1

6.8

25.7

0 10 20 30

経 済 的 な 不 安

子 供 の た め ひ と り 親 は 避 け た い

子 供 を 転 校 さ せ た く な い

逃げてもみつかり、よりひどい暴力を受ける

離 婚 は よ く な い

加 害 者 が 自 分 を 必 要 と し て い る

逃 げ る 気 力 が な か っ た （ 無 力 感 ）

自 分 が 逃 げ る と 身 内 に 暴 力 が 及 ぶ

暴 力 と い う 認 識 が な か っ た

暴 力 が 問 題 だ と 思 わ な か っ た

加 害 者 が 立 ち 直 る と 思 っ た

普 段 は よ い 人 だ か ら

わ か ら な い

そ の 他

不 明

(%)

図８ 最初の暴力の時期          図９ 婚姻期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 暴力から逃げられなかった理由（複数回答） 
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エ 被害者が不安に思っていること 

○ 被害者が不安に思っていることとしては、「加害者の追跡」（47.3％）

が最も多く、「今後の生活・将来」（35.1％）、「経済的なこと」（29.7％）

などの不安が多く見られます（図 11）。 

○ 子供のいる被害者が子供に関して不安に思っていることとしては、

「子供の心」（34.5％）が最も多く、「子供の親権」（25.9％）、「子供

の安全」（24.1％）などが続きます（図 12）。 

 

図 11 被害者本人が不安に思っていること（複数回答） 

1.4
2.7

4.1
4.1

6.8
9.5

13.5
17.6

18.9
21.6
21.6

29.7
35.1

47.3

0 10 20 30 40 50

財 産

加害者本人の生活

Ｐ Ｔ ＳＤ 等

そ の 他

健 康

暴 力 の 再 発

住 宅

加害者 の 嫌がらせ

不 明

仕 事 に つ い て

離 婚 に つ い て

経 済 的 な こ と

今 後 の 生活 ・将来

加 害 者 の 追 跡

(%)

 

 

図 12 子供のいる被害者が子供に関して不安に思っていること（複数回答） 

5.2

22.4

24.1

25.9

34.5

0 10 20 30 40

そ の 他

子供の学校・保育園

子 供 の 安 全

子 供 の 親 権

子 供 の 心

(%)
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② 被害者から見た子供の状況 

  ア 子供への暴力 

○ 加害者から子供への直接的暴力は 39.7％あり、直接ではないが、「見

ているところでの暴力」（15.5％）を合わせると、５割を超えていま

す（図 13）。 

○ 直接的暴力の内容では、「殴る」（43.5％）や「怒鳴る」（60.9％）

が多くなっています。 

○ 被害者から子供への暴力も 10.3%あり、それらの中には、身体的暴

力や精神的暴力のほか、育児放棄も見られます（図 14）。 

 

図 13 加害者から子供への暴力の有無 

39.7%

15.5%

34.5%

10.3%
あり

見ているところでの

暴力

なし

回答なし

 

 

図 14 被害者から子供への暴力の有無 

10.3%

75.9%

13.8%

あり

なし

不明

 

イ 配偶者暴力が子供に与える影響 

○ 子供への影響について気付いている被害者は多くはありませんが、

「加害者への憎悪・恐れ」（15.5％）、「被害者への憎悪・恐れ」（5.2％）、

「性格・情緒のゆがみ」（5.2％）などが挙げられています。また、被

害者に対し子供自身が暴力を振るう例も見られます。 
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２ 配偶者暴力対策に係る各機関・団体の役割と取組状況 
 

被害者の保護と支援は、被害の発見に始まり、生命等に危険のある場合に

暴力から逃れるための一時保護や新たな生活を始めるための支援まで様々な

段階があり、その領域も広い範囲に及んでいます。 

  このため、配偶者等暴力対策には、多くの機関や団体が関わることとなり

ます。 

  配偶者等暴力に対する社会的関心の高まりを背景に、配偶者暴力防止法の

改正を経て、各機関・団体の取組の充実が図られてきたところですが、今後、

これらの機関・団体がそれぞれの役割と機能を十分に果たしながら、一層連

携を強化していくことが必要です。 

 
(1) 東京都 

   
   都では、東京ウィメンズプラザと東京都女性相談センターが、配偶者暴

力防止法に基づく「配偶者暴力相談支援センター」としての機能を担って

います。 

   配偶者暴力相談支援センターは、被害者支援のための拠点施設として、

相談、一時保護、就労や住宅等自立して生活するために必要な情報の提供

など、被害者の救済と生活再建に向けた支援を一貫して行っています。 

   東京ウィメンズプラザは、総合相談窓口としての機能を担っています。

東京都女性相談センターは相談機能のほかに、主に一時保護機能を担って

おり、被害者の保護・支援に関係機関と連携して取り組んでいます。 

 
① 東京都配偶者暴力相談支援センター 

ア 東京ウィメンズプラザ 

○ 弁護士・精神科医による専門相談を含め、総合的な相談を実施してい

ます。男性からの相談にも対応しています。相談の一環として、必要に

応じて、各種情報提供、助言、関係機関の紹介等も行っています。 

○ 保護命令の申立てに関する援助を行っています。 

○ 被害者の自立を支援する講座を実施し、自助グループ※６等の活動を支

援しています。 

○ 配偶者等暴力対策に係る区市町村担当者や職務関係者への研修を行

っています。 

○ 都内配偶者暴力相談支援センターの中核として、センター間の連携を

図るとともに、区市町村のセンター整備に向けて技術的支援を行っています。 
※６ 自助グループ  同じ心の悩みを抱えた人々が集まり、互いに語り合い励まし合うためのグループ 
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イ 東京都女性相談センター 

○ 電話相談、面接相談を実施し、必要に応じて、各種情報提供、助言、

関係機関の紹介等を行っています。 

○ 加害者の暴力から一時的に避難するための一時保護に関する業務を

行っています。 

○ 保護命令の申立てに関する援助を行っています。 

 
② 警視庁 
  警察は、被害者の安全を確保する上で重要な役割を担っています。近年、

警察への相談・通報の件数が増加しています。 

 

  ○ 警視庁総合相談センターや各警察署の生活安全課で被害の通報、相談

に対応し、必要に応じて一時保護へつなぎます。 

  ○ 保護命令違反行為の取締り、本人からの申出に応じた警察本部長等（警

視庁は警視総監又は警察署長）による援助※７等の支援を行っています。 

  ○ 元交際相手等からのつきまとい等に対しては、ストーカー規制法によ

る対応を行っています。 

  ○ 他の機関では対応が困難な緊急時には、被害者に対する安全確保を行

います。 

 
 ③ 庁内関係局 

○ 生活文化局及び福祉保健局が中心となり、配偶者等暴力対策に関する

総合的な取組を行っています。  

○ 被害者の生活再建に向けて福祉、保健・医療、就労や住宅等の施策を

所管する各局が、組織横断的に被害者の状況に応じた取組を行っていま

す。 

 
 
 
 
 
 
※７ 警察本部長等による援助  配偶者暴力防止法第８条の２により、被害者から、被害を自ら防止す

るため警察本部長等の援助を受けたい旨の申出を受けた場合、警察は、その申出が相当であると認め

るときは、状況に応じて避難その他の措置を教示する等、被害の発生を防止するために必要な援助を

行うこととされています。 
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(2) 区市町村 

 
   区市町村は、被害者とその家族が生活する身近な地域であり、被害の発

見や相談への対応、被害者の自立支援において重要な役割を担っています。 

   区市町村への相談は年々増加し、平成 27 年度には約 34,600 件となって

います。 

また、平成 19 年度の配偶者暴力防止法の改正により、地域に根ざしたき

め細かい支援策の充実が求められるようになり、区市町村においても、配偶

者暴力対策基本計画を策定し、配偶者暴力相談支援センター機能を整備する

よう努めなければならないとされました。 

 

○ 配偶者暴力相談支援センターや男女平等参画センター、福祉事務所を中

心に、関係機関と連携して相談やサービスの提供を行っています。 

○ 一時保護を要する被害者については、東京都配偶者暴力相談支援センタ

ーと連携して保護を行うほか、独自に緊急一時保護事業を実施している区

市町村も増加しており、平成 27 年度には 50 区市町に及んでいます。 

○ 住民登録、保険、年金、子供の就学等生活全般にわたる支援を継続的に

行っています。 

〇 平成 27 年度には、47 区市で配偶者暴力に関する情報交換や被害者支援

体制の強化等について検討する連絡会議が設置されています。 

○ 区市町村配偶者暴力相談支援センターの機能整備の促進に向けた取組

は、以下のようになっています。 

・ 平成 28 年８月現在、12 区が配偶者暴力相談支援センター機能を整備

済みです。 

整備年度 センター整備の自治体 整備年度 センター整備の自治体 

平成 21 年度 港区 平成 26 年度 葛飾区・練馬区 

平成 23 年度 板橋区 平成 27 年度 台東区・荒川区 

平成 25 年度 江東区・中野区・豊島区 平成 28 年度 北区・江戸川区・杉並区 

・ 都の調査（平成 28 年度）では、配偶者暴力相談支援センターの機能

整備について、３区が検討中、７区７市３町村が今後検討するとしてい

ます。また、機能整備に当たり困難だと思う点について、半数以上の区

市町村が、人員・予算の問題と相談体制及び対応への不安を挙げていま

す。 

○ 区市町村における基本計画の策定については、平成 28 年８月現在、47

区市が策定済み、２区市が策定中であり、平成 28 年度中に全ての区市に

おいて策定される予定です。 
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(3) 地方裁判所 

 
配偶者暴力防止法では、被害者の生命又は身体に重大な危害が及ぶおそ 

れがあるときに、加害者が被害者やその関係者に近寄らないよう命ずる「保

護命令」について定めています。 

また、配偶者暴力防止法やストーカー規制法で対応のできない被害者や関

係者への接近や暴力脅迫等を防ぐため、民事保全法に基づく仮処分命令の制

度があります。 

   これらは、被害者の申立てに基づき、地方裁判所で決定を行います。 

 

○ 被害の深刻さに鑑み、保護命令の対象となる行為や関係者は法改正のた

びに拡大されており、平成 27 年の保護命令発令件数は、全国で 2,400 件

となっています。 

○ 保護命令に必要な「申立書」を被害者が作成する際には、配偶者暴力相

談支援センターや警察が助言等の支援を行っています。 

○ 保護命令が出された場合、裁判所は速やかに配偶者暴力相談支援センタ

ーや警察等に通知することとなっており、被害者の生命、身体の保護のた

めの連携を図っています。 

 
(4) 民間団体 

 
  配偶者等暴力問題に関連して、様々な民間団体が活動しています。 

 

○ 被害者支援のための豊富なノウハウを持って積極的に被害者支援に取

り組んでいる民間支援団体は、多くの被害者を支えています。その取組と

しては、相談、民間シェルターやステップハウス※８の運営、被害者の同行

支援、就労のための講座開催、自助グループ活動等があり、被害者の立場

に立った幅広いものとなっています。 

○ 近年、民間支援団体の中には、国や自治体からの委託や助成を受けて被

害者支援を行う団体も増加しており、連携した取組が進んできています。 

○ 弁護士会、医師会、民生・児童委員協議会等、それぞれ専門性の高いこ

うした団体は、その活動の一環として、配偶者等暴力の早期発見や被害者

の自立支援に関わる普及啓発など、行政との連携を図っています。 

 

※８ ステップハウス  一時保護施設等を退所した後、すぐに自立生活に移れない被害者が、心のケア

や自立に向けた準備をするための中間施設 
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(5) 支援関係機関・団体との連携 

 
  都は、配偶者暴力対策の関係機関を構成員とした会議を設置・運営してい

ます。 

 

○ 東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議 

庁内関係各局、警視庁、区市町村の男女平等参画担当部署及び福祉・児

童等関係部署、地方裁判所、地方検察庁、入国管理局、弁護士会、医師会、

法テラス（日本司法支援センター）、人権擁護委員連合会、民生・児童委

員連合会、民間支援団体等、配偶者暴力対策に係る幅広い関係機関・団体

を構成員とした会議です。この会議において、施策を着実に推進するため

の協議や中長期的な課題の検討を行い、関係機関・団体がそれぞれの役割

を果たしつつ連携することで、切れ目のない被害者支援を目指しています。 

  また、「推進部会」と「連携部会」の二つの部会を設けて、施策の推進

を図るとともに、連携した取組のための課題の検討等を行っています。 

 

○ 東京都配偶者暴力相談支援センター連携会議 

東京ウィメンズプラザにおいて、都と区市町村の配偶者暴力相談支援セ

ンター等が一堂に会する、連携会議を設置・運営しています。 

 都内の支援センター同士が、課題を共有し、検討することにより、広域

連携の強化を図っています。 

  

○ 配偶者暴力対策に係る民間支援団体との連携会議 

東京ウィメンズプラザにおいて、配偶者暴力被害者支援を行う民間団体

との連携会議を設置・運営しています。 

各団体の支援情報の情報交換等を行うことにより、東京都と民間団体の

連携のみならず、民間団体相互の連携を図っています。 
 

－ 28 －



第

１

章

配
偶
者
暴
力
を
め
ぐ
る
現
状

第２部事業計画

３
配

偶
者

暴
力

被
害

者
支

援
体

系
図

配
偶
者
か
ら
の
暴
力
等
に
つ
い
て
の
相

談
等

民
間

団
体

（
民

間
ｼ
ｪﾙ

ﾀ
ｰ
等

）

配
偶

者
暴

力
相

談
支

援
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

東
京
ｳ
ｨﾒ
ﾝ
ｽ
ﾞﾌ
ﾟﾗ
ｻ
ﾞ

総
合

相
談

東
京

都
女

性
相

談
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

一
般

相
談

・
一
時
保
護

相
談

･被
害

申
告

・
通

報
相

談
･通

報
相
談

（
社

会
福

祉
制

度
の

利
用

）
相
談

相
談

･避
難

保
護

命
令

の
申

立
て

仮
処
分
命
令
の
申
立
て

地
方

裁
判

所

受
診

(ケ
ガ
等

を
し
た
場

合
）

病
院

等
医

療
機

関

・
被
害
者
の
発
見

・
治
療

・
診
断
書
の
作
成

・
支

援
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
に

つ
い
て
の
情
報

提
供

・
通
報

保
護

命
令

に
対

す
る
書

面
提

出

自
立
支
援

生
活

拠
点

の
確

保
社

会
福

祉
施
設

等
公

営
住

宅
民
間
ア
パ
ー
ト
等

そ
の

他
の

支
援

就
職

活
動

子
供

の
転

校

子
供
を
預
け
る

自
助
グ
ル
ー
プ
活
動

法
的
支
援

相
談
･弁

護
士
の
紹
介
依
頼

家
庭
裁
判
所

離
婚
調
停
申
立
て

弁
護
士
会

法
テ
ラ
ス

相
談
･援

助
の
申
込

東
京

し
ご
と
セ
ン
タ
ー
等

へ
相

談

教
育

委
員

会
へ

相
談

東
京

ウ
ィ
メ
ン
ズ
プ
ラ
ザ

･民
間

団
体

（
民

間
シ
ェ
ル

タ
ー
等

）

福
祉

事
務

所
へ

相
談

保
育
所
等

生
活
保
護
の
受
給
決
定
・
児
童
扶
養

手
当
等

受
給

決
定
な
ど

連
携

子
供
の
相
談
を
す
る

児
童

相
談

セ
ン
タ
ー
・
児

童
相

談
所

・
子

供
家

庭
支

援
セ
ン
タ
ー

区
市
町
村
配
偶
者
暴
力

相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

一
時

保
護

依
頼

区
市
町
村

福
祉
事
務
所

女
性

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
等

保
健

所
･保

健
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

一
時
保
護

委
託
の
場

合
あ
り

緊
急

保
護

依
頼

一
時

保
護

依
頼

･保
護
命
令

接
近
禁
止
命
令

退
去
命
令

電
話
等
禁
止 命
令

・
仮
処
分
命
令

・
被

害
者

の
保
護

・
相

談
・
加

害
者

の
検
挙

・
ス
ト
ー
カ
ー
規
制

法
に
基

づ
く
警

告
等 ・
警

察
署

長
等
の

援
助

配
偶

者
か

ら
の

暴
力

被
害

者
暴

力
被

害
発

見
者

（
夜

間
休

日
）

通
報

連
携
等

連
携

警
察

－ 29 －



第

２

章

施
策
実
施
に
当
た
っ
て
の
視
点
と
目
標

第２部 事業計画

  

第２章 施策実施に当たっての視点と目標 

 

１ 視点 

 

本計画では、配偶者暴力防止法及び基本方針の趣旨を踏まえ、都の配偶者

等暴力対策を推進していくために、次の三つを施策推進上の中心的視点とし

て取り組んでいきます。  

 

(1)暴力の背景の正しい認識と暴力を許さない社会の形成に向けた啓発 

配偶者等暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、暴力を

生み出す背景についても広く認識し、暴力の防止に向けて、社会全体で取り

組まなければなりません。 

また、児童虐待や高齢者虐待など家庭で生まれる様々な暴力との関係にも

配慮しながら取組を進めることが求められます。 

さらに、暴力を許さない社会形成のためには、広く都民に対して啓発を行

っていく必要があり、特に、若いうちから暴力を伴わない人間関係を構築す

る観点からの教育・啓発を行っていくことが重要です。 

都においては、配偶者等暴力の未然防止や暴力を許さない社会形成のため

の啓発、被害者の早期発見のための取組を進めていきます。 

 

(2)被害者等の安全確保と本人の意思を尊重した継続的な支援 

配偶者等暴力を早期に発見し、被害者の安全と安心の確保を図るととも 

に、被害者が暴力によるダメージから立ち直り、精神的、経済的に自立する

ための継続的な心のケアや就労など、本人の意思を踏まえた多岐にわたる生

活再建のための支援と、その仕組みづくりを進めていくことが重要です。 

また、被害者に子供がいる場合には、身体的暴力や精神的暴力などの虐 

待が及んでいることも多いことから、状況に応じて児童相談所等との連携に

より、迅速かつ適切な対応を行う必要があります。 

被害者が、暴力から逃れ本人の意思に沿った自立に至るまでには、相談か

ら保護、生活再建まで、様々な機関からの支援が必要になります。被害者や

家族の安全を確保することを最優先に、被害者の視点に立った切れ目のない

支援を行うために、より一層の支援体制の強化を図っていきます。 
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（3)都と区市町村、民間団体等関係機関の相互連携と役割分担 

被害者やその子供への支援は、多くの機関や団体がそれぞれの場面に応 

じて、連携しながら適切に対応していく必要があります。 

特に被害者の生活再建までを視野に入れ、身近な地域できめ細かい支援 

を迅速、円滑に進めるためには、区市町村の役割が重要です。 

今後も、都と区市町村がそれぞれの役割を明確にしつつ、相互に補完し、

協働して取り組んでいきます。 

一方、民間団体は、被害者支援等について先進的に取り組んでいる実績が

あります。特にシェルター運営や同行支援など、被害者に寄り添った支援を

行っています。都は、民間団体がその特性や経験を十分に発揮できるよう支

援し、また連携を図りながら被害者支援を行っていきます。 

 

２ 基本目標 

 

配偶者等暴力対策の具体的施策を展開するに当たって、分野別の目標を次

のとおり七つの基本目標として掲げます。 

 

(1) 暴力を許さない社会形成のための啓発と早期発見 

 

(2) 多様な相談体制の整備 

 

(3) 安全な保護のための体制の整備 

 

(4) 自立生活再建のための総合的な支援体制の整備 

 

(5) 関係機関・団体等の連携の推進 

 

(6) 人材育成の推進と適切な苦情対応 

 

(7) 調査研究の推進 
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３ 数値目標 

 

施策を着実に推進していくため、具体的な目標を以下のとおり定めます。 

 

目標項目 現状（28.８.１現在） 33 年度目標 

区市町村における配偶者暴力 

相談支援センター機能整備団体数 
12 団体 20 団体 

目標項目 年間目標 

配偶者暴力相談支援センター整備

促進等に向けて、訪問して働きかけ

を行う区市町村数 

        20 団体 

 

 

４ 推進体制  

 

この基本計画により、配偶者暴力対策を総合的に推進するために、都、区

市町村の関係機関及び医療・司法の関係団体、民間の支援団体等の委員で構

成された「東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議」において計画の進捗状

況を確認し、課題と施策の検討を行います。 
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第３章 具体的施策 

 

 

 

 

 

 

 

■ 現状・課題 

○ 配偶者暴力防止法の制定以降、都では配偶者暴力防止のパンフレットやカードの

作成による周知、講演会の開催、都の広報媒体を活用した啓発などを行ってきまし

た。 

○ 配偶者暴力に対する認識は社会的に広がってきており、都内における配偶者暴力

の相談件数は、年々増えています。 

○ しかしながら、配偶者暴力は、家庭という人目に触れにくい場所で起きているこ

とから、被害者本人の気付きが遅れたり、被害が潜在化する傾向が見られます。内

閣府調査によれば、女性の約４人に１人が配偶者から被害を受けたことがあり、そ

の約 45％がどこにも相談をしていません。 

○ また、都の「男女平等参画に関する世論調査（平成 27 年 11 月調査）」（以下「都

世論調査」という。）で「被害者にも暴力を振るわれる原因があるはずだ」という

考えを４割強が肯定しているなど、いまだに「被害者が悪い」とする周囲の認識不

足が残っています。配偶者等暴力を無くし、暴力の防止への理解を広く促すには、

多くの都民に向け、これまでの啓発に加え、対象者に応じた多様な媒体を活用する

など充実を図り、幅広い普及啓発を行う必要があります。 

○ また、前記内閣府調査では、被害を受けた時に「別れたいと思ったが、別れなか

った」と回答した女性の別れなかった理由の１位が「子供がいるから、子供のこと

を考えたから」で、約７割に上っています。 

○ 都世論調査でも、「子供がいる家庭では多少なら我慢して夫婦関係を保つべきだ」

とする割合は４割に上ります。しかし、平成 16 年の「児童虐待の防止等に関する

法律」の改正で、家庭内で配偶者暴力を目撃することにより著しい心理的外傷を与

えることは児童虐待であると定義されてから、警察から児童相談所へ通告された児

童数は増え続け、平成27年には全体の通告の約45％を占めるようになっています。 

○ 配偶者暴力を目の当たりにすることが子供へ心理的悪影響を与えていることに

ついて啓発が必要です。 

基本目標 １  暴力を許さない社会形成のための啓発と早期発見 

施策目標（１）暴力を許さない社会形成のための教育と啓発

の推進 
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○ さらに、平成 25 年に配偶者暴力防止法が改正され、生活の本拠を共にする交際

相手からの暴力が同法の適用を受けることとなりました。 

○ 近年、元交際相手による悲惨な事件も後を絶ちません。ストーカー行為や性暴力、

いわゆるリベンジポルノなどの犯罪を伴うこともあります。また、インターネット

等のデジタル技術を悪用した暴力、いわゆるデジタル暴力※を伴うことも少なくあ

りません。 

○ 内閣府調査によれば、暴力の被害により、命の危険を感じたことのある女性の割

合は、配偶者暴力で 11.4％、交際相手からの暴力で 25.4％、ストーカー行為で

28.9％と、配偶者暴力に比べ、交際相手からの暴力やストーカー行為の方が危険を

感じる割合が高くなっています。 

○ 一方、被害を受けて相談しなかった理由として、配偶者暴力について「ＤＶとは

認識していなかった」と答えた女性の割合が 12.8％に対し、交際相手からの暴力

について「デートＤＶとは認識していなかった」女性の割合が 26.5％に上るなど、

交際相手からの暴力については、自分の受けている行為が暴力であるとの認識がな

い人も多いのが現状です。 

○ 都では、若年層に対して、相談先周知カードを都内大学や短期大学、専修学校等

の学生に配布するなどの取組を行ってきました。今後は、交際相手からの暴力等に

ついての正しい知識や対応策を含めた啓発を若年層がよく利用する媒体を利用し

て行うことが必要です。 

○ さらに、暴力を許さない社会形成のためには、若いうちからお互いを尊重するな

どの適切な人間形成に向けた取組を行うなど、発達段階に合わせた教育を計画的に

行うことが必要です。 

（※電子メールを繰り返し送ることやチェックすること、インターネット等を使って居場所

を監視すること、リベンジポルノなど） 

 

 

■ 取組の方向性 

○ 引き続き、多くの都民に向けて様々な機会を捉えて、配偶者等からの暴力に関す

る幅広い啓発を実施し、都民の理解を深めるとともに、子供のいる家庭や若年層な

ど対象を絞った啓発も併せて行っていきます。 

○ 子供のいる家庭をはじめ広く都民に、子供の面前での配偶者暴力が児童虐待に当

たり、子供の精神に悪影響を及ぼすことを、様々な機会を通じて広報していきます。 

○ 若年層に対しては、スマートフォンのサイトなど若者がよく利用する媒体を活用

して、交際相手からの暴力をはじめとして、性暴力、ストーカー行為や若年層が遭

いやすい性に関わる被害についても併せて啓発していくことや、若年層が相談しや

すい環境整備等についても行います。 
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○ 学校教育においては、学習指導要領に基づき、人権教育を引き続き推進していき

ます。小学校、中学校、高校等において、配偶者や交際相手に暴力を振るうことの

ないよう、男女が互いの人格を尊重し、望ましい人間関係を築く教育を発達段階に

合わせて推進していきます。 

○ 学校以外の若年層の自立を支援する場においても、上記のような教育を行いま

す。 

 

■ 具体的施策 

① 都における普及啓発の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 都の広報紙やテレビやラジオ番組、ホームページやＳＮＳ等を活用

するほか、「女性に対する暴力をなくす運動」期間等の機会を捉えて、

広く都民への啓発を行います。 

生活文化局 

○ 配偶者等暴力に関する講演会やセミナー等の内容を充実させ、実施

方法なども工夫します。 

生活文化局 

○ 配偶者等暴力の防止に係るパンフレットやＰＲカード等の啓発資

料に、子供の面前での配偶者暴力が児童虐待に当たるとの記述を加え

るなど、内容を充実させ、様々な機会を活用して広く配布するなど、

都民及び関係機関の理解を深めていきます。 

生活文化局 

○ 人権問題への正しい理解と認識を深めるため、社会教育関係指導者

を対象とした人権啓発学習資料に配偶者等暴力について掲載すると

ともに、内容の充実を図ります。 

教育庁 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○一般都民向け講演会の実施 

○パンフレット・ＰＲカードの作成・配布 

○広報東京都、ホームページにおける広報展開 

○人権啓発資料「みんなの幸せをもとめて」の作成・配布（社会教育関係者向け）
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② 区市町村における普及啓発の支援 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 区市町村が、広報紙等により地域住民・地域団体等に配偶者等暴力

に関する理解と防止に向けた普及啓発を行うよう、働きかけます。 

生活文化局 

○ 区市町村における配偶者等暴力に関する講演会やセミナー、シンポ

ジウムの開催において、必要に応じて情報提供を行い、取組を促しま

す。  

生活文化局 

○ 区市町村でも活用できるよう、都の啓発資料の配布や東京ウィメン

ズプラザの図書資料室に所蔵する資料の貸出しを積極的に行ってい

きます。 

生活文化局 

 

 

③ 学校での人権教育の推進 

  

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 人権教育研究協議会を通じて、家庭において配偶者暴力が行われる

ことが児童・生徒への虐待に当たることなど、配偶者暴力や児童虐待

等についての知識や対応等について、園長・校長をはじめ教諭等に周

知し、学校全体の取組につなげます。 

教育庁 

○ 人権教育プログラムの内容の充実を図り、理解を深めていきます。 教育庁 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○区市町村の担当課長会を通じて地域での広報や啓発活動の推進を依頼 

○区市町村に対する講演会やシンポジウム開催時の助言 

○都作成の啓発資料の区市町村への配布・活用促進 

【これまでの主な取組】 

○人権教育研究協議会の開催 

○人権教育プログラムの作成・配布（教員向け） 
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④ 若年層向け啓発事業の推進 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】   

内容 所管局 

○ 若年層に向けて、交際相手からの暴力に加え、若年層が遭いやすい

被害についての相談機関を周知するなど、啓発活動を行います。 

生活文化局 

○ 都が行う若年層を対象としたイベント等において資料配布などの

啓発活動を行います。 

青少年・治安

対策本部 

○ 若年層がよく利用するインターネットやＳＮＳ等の様々な媒体を

活用して、交際相手からの暴力等に関する啓発を行います。   

生活文化局 

○ 大学等の学生相談室等への資料配布や情報提供をはじめ、大学等と

連携した教育・啓発活動を行います。 

生活文化局 

○ 教職員に対し、交際相手からの暴力等についての内容を取り入れた

研修の充実を図ります。 

生活文化局 

○ 少年及びその家族等関係者からの相談窓口として、電話相談窓口で

ある「ヤング・テレホン・コーナー」等の充実、効果的な運用に努め

ます。☆ 

警視庁 

○ 相談受理に当たり、適切な対応がとれるようにするための研修等を

充実させます。☆ 

警視庁 

【これまでの主な取組】 

○若年層向け相談先周知カード「デートＤＶって、なんだろう？」の作成、都内

大学・短大・専修学校等への配布 

○教職員に向けた職務関係者研修の実施 

○大学等への研修・講演会の情報提供 

○若年層対象のイベント等の開催時における資料配布 

○東京ウィメンズプラザホームページ「配偶者暴力・交際相手暴力対策被害者ネ

ット支援室」を活用した啓発の実施 

○「若年層における交際相手からの暴力に関する意識調査」の実施 
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 ■ 現状・課題 

○ 配偶者等暴力の被害者の中には、加害者への恐怖感などから支援を求められない

人や、自分が被害者であると気付かないまま暴力を受け続ける人がいます。内閣府

調査では、配偶者から受けた被害をどこにも相談しなかった女性の２人に１人、男

性の３人に２人が「相談するほどのことではないと思った」と考えています。一方、

交際相手からの暴力については、前述のとおり、「デートＤＶだとは認識していな

かった」女性の割合が 26.5％に上るなど、自分の受けている行為が暴力であると

の認識がない人も多いのが現状です。 

○ 都では、周囲の人々による被害の早期発見や適切な情報提供が有効であると考

え、様々な関係者に対する啓発資料の作成・提供や対象者別の研修を実施してきま

した。 

○ 暴力の被害によるけが等の治療や心のケアを行う医療機関、子供を通じて関わり

を持つ学校、幼稚園や保育所、学校、地域を見守る民生委員・児童委員などが、配

偶者等暴力に関する知識を深め、発見時の通報や早期発見の体制を強化していくこ

とが重要です。 

○ 特に、医師や保健師、看護師等の医療関係者は、日常の業務を行う中で配偶者等

暴力の被害者を発見しやすい立場にいることから、被害者の早期発見や通報、被害

者に対する情報提供など積極的な役割が期待されています。そのため都は、平成

25 年度に、「医療関係者のための配偶者暴力被害者対応マニュアル」を作成し、都

内各医療機関に配布しています。 

○ しかし、平成 27 年３月の都の「配偶者暴力の実態と関係機関の現状に関する調

査」(以下「都実態調査」という。)において、同マニュアルに関するアンケートを

行ったところ、約３割が、マニュアルが届いていないと回答しています。配偶者等

暴力の被害者と接する可能性のある全ての医療関係者への普及が必要です。 

○ 医療関係等の学部・学科で学ぶ学生に対しても、将来配偶者等暴力の被害者と接

する可能性があるため、配偶者等暴力に関する理解を深めるための取組が必要で

す。 

○ また、幼稚園や保育所などにおいては、在籍する子供の様子から、配偶者暴力が

発見されることがあります。都実態調査によれば、過去に保護者から配偶者暴力に

ついて相談を受けた、あるいは、発見をしたことがあるところが３割を超えていま

す。 

○ しかしながら、被害者に対応するためのマニュアルがあると答えたところは、３

割を切っており、幼稚園や保育所においても、「配偶者暴力被害者支援基本プログ

ラム」などの活用により、配偶者等暴力に関する知識を深めて、早期発見やその後

施策目標 （２） 早期発見体制の充実
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の支援につなげていくことが必要です。 

○ さらに、配偶者暴力の通報を受けた警察は、被害者の意思を尊重し、置かれてい

る状況に配慮をしつつ、関係機関と連携しながら、迅速で適切な対応を行うことが

求められます。 

 

 

■ 取組の方向性 

○ 医療機関や保健所・保健センターの職員、学校・幼稚園・保育所等の教職員、民

生委員・児童委員等地域で被害者を取り巻く関係者に対する研修や情報提供など、

被害者の早期発見体制の強化と適切な対応に向けた取組の充実を図ります。 

○ 特に医療関係者に対しては、研修等を通じて「医療関係者のための配偶者暴力被

害者対応マニュアル」の周知を図り、活用を促します。 

○ 幼稚園や保育所等において、配偶者暴力に関する知識を深めるために、「配偶者

暴力被害者支援基本プログラム」等の活用を促します。 

○ 警察においては、研修の充実を図り、早期発見から、迅速・適切な対応につなが

るよう、関係機関との連携強化を図ります。 

 

 

■ 具体的施策 

① 医療機関における適切な対応 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○医療関係者(医師・看護師・ＭＳＷ
※ 

 等)に向けた職務関係者研修の実施 

○都立病院における医療関係者向けの研修の実施 

○「医療関係者のための配偶者暴力被害者対応マニュアル」の作成、医療機関へ

の配布 

(※ＭＳＷ＝メディカルソーシャルワーカー：病気やけがに伴って発生する生活上の問題や悩み、医

療費や福祉制度、退院後の社会復帰に関する相談の専門員) 
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 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 各都立病院において、児童・高齢者虐待、配偶者等暴力の内容を盛

り込んだ虐待等対策検討に関する要綱及び手順書を活用し、統一的に

対応していきます。  

病院経営 

本部 

○ 医療関係者に対し、配偶者等暴力の早期発見と適切な対応について

の研修等を実施します。 

生活文化局

病院経営 

本部 

○ 「医療関係者のための配偶者暴力被害者対応マニュアル」について、

医療機関に向けさらなる周知を図ります。 

生活文化局 

○ 医療機関、医師会等の協力のもとに、被害通報先や支援のための関

係機関情報の周知徹底を図ります。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 特に、配偶者等暴力被害者と接する機会を持つ職業を選択する可能

性が高い学部・学科の学生に対し、配偶者等暴力に関する講演会や研

修等への参加を促すなどの啓発活動を行います。  

生活文化局 

 

 

② 保健所や保健センターにおける適切な支援 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 子供の健診や母子保健相談、精神保健福祉相談等の日常業務を通

じ、配偶者暴力の早期発見と適切な対応に努めます。 

福祉保健局 

○ 保健所や保健センターの職務関係者に対し、配偶者等暴力に関する

研修等を実施します。 

生活文化局

福祉保健局 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○保健師等に向けた職務関係者研修の実施 

○配偶者暴力被害者支援基本プログラムの活用 
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③ 学校、幼稚園、保育所等職員に対する意識啓発等 

  

 

 

 

 

  

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 配偶者暴力がある家庭では子供への直接的な暴力とともに、暴力を

目撃することによる影響も重大であることから、児童虐待を取り扱う

関係機関との連携体制を強化します。 

生活文化局

福祉保健局

教育庁 

○ 各学校、幼稚園、保育所等に対して、配偶者等暴力に関するパンフ

レットの配布や、「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」や「配偶

者暴力から子供を守る連携プログラム」を活用して情報提供を行いま

す。また、必要に応じて、児童館や学童クラブなど子供が通う施設に

対しても情報提供を行います。 

生活文化局

福祉保健局

教育庁 

○ 各学校、幼稚園、保育所等の関係者に対して、早期発見や適切な対

応についての研修を行います。 

生活文化局

福祉保健局

教育庁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○関係者向け啓発資料「配偶者暴力被害者支援ハンドブック」の幼稚園・保育所

への配布 

○小・中学校、児童館への都作成資料・パンフレット等の配布 

○学校の教職員向け、幼稚園・保育所職員向けなど対象者別の研修の実施 
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④ 民生委員・児童委員への研修の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 配偶者等暴力についての社会的関心を高めるため、地域において見

守りの中心となる民生委員・児童委員に対し、様々な機会を活用して

配偶者暴力に関する情報を提供します。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 身近な地域での早期発見や支援を促すため、民生委員・児童委員等

が暴力を発見した際に適切な対応が取れるよう、民生委員・児童委員

等を対象とした研修を実施します。 

生活文化局 

 

 

⑤ 警察における通報への対応 

  

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 警察への通報等により、配偶者暴力が行われていると認められると

きは、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者暴力による被害の発

生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めていきます。  

警視庁 

○ 警察は、被害者の意思を尊重し、置かれている状況に配慮しつつ、

関係機関と連携した速やかで適切な対応に努めます。 

警視庁 

○ 通報時に迅速かつ適切な対応ができるようにするため、各警察署員

に対しての研修の充実・強化を図ります。  

警視庁 

【これまでの主な取組】 

○関係者向け啓発資料「被害者支援ハンドブック」・パンフレットの配布 

○配偶者暴力に関する内容を盛り込んだ「民生委員・児童委員の手引」の配布 

○民生委員・児童委員等を対象とした職務関係者研修の実施 

○民生委員の行う講座等への講師派遣 

【これまでの主な取組】 

○配偶者暴力(主に通報・被害者対応)について取り入れた各警察署の相談責任者

向け実務研修など各種研修の実施 

○配偶者暴力被害への通報時の速やかな対応・関係機関との連携の徹底 
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○ 民生委員・児童委員は、厚生労働大臣より委嘱され、全国に約 23 万人、都

内には約 1 万人が日々活動しています。 

○ 住民の一員として地域で生活しながら、担当地域の住民から日々の暮らしの

中の相談を受けています。妊産婦から子供の問題、高齢者、低所得の問題等、

すべての相談に乗り、相談者とその家族の生きづらさを解決するため、必要に

応じて関係機関につなぐお手伝いをしています。 

 

【配偶者暴力家庭を支援した活動事例】 

ある民生委員・児童委員は、顔見知りのＡさんから、「夫から配偶者暴力を受

けており、精神的にも身体的にも限界で助けてほしい。夫は子供にも暴力を振る

っている」と相談を受け、話を聴くと、Ａさん自身、親から虐待を受けて育った

ため実家に帰ることもできず、何年も悩んでいたことが分かりました。民生委

員・児童委員は親身に話を聴き、そして勇気をもって話をしてくれてありがとう

と伝えると、Ａさんは少しほっとした表情をされました。その後、一緒に女性セ

ンターに相談に行き、また生活保護受給家庭だったため行政の担当者にも連絡

し、すぐにＡさんと子供は家を出る計画が立ち、別居することができました。そ

の後、民生委員・児童委員は地域で話の聞き役となり、また警察や学校とも連携

しながら新しい生活を支え、Ａさん母子は治療を受けながらも、暴力におびえる

ことなく前を向いて暮らせるようになりました。 

 

○ 平成２９年に民生委員制度 100 周 

年・児童委員制度創設７０年を迎えま 

した。これからも民生・児童委員は、 

地域住民の相談にのり、寄り添い、暮 

らしを支えていきます。 

 
 

コラム① 

民生委員・児童委員の取組 

～地域住民の相談にのり、寄り添い、暮らしを支える～ 
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■ 現状・課題 

○ 都の配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者暴力に関する相談件数は、平成

22 年度の 9,442 件から５年間ほぼ横ばいでしたが、平成 27 年度には 9,917 件と増

加しています。 

○ 電話相談については、年末年始を除く毎日午前９時から午後９時まで対応してい

るほか、女性だけではなく男性からの相談にも対応しています。また、夜間などの

緊急時にも電話対応を行っており、24 時間 365 日体制で相談を受け付けています。 

○ さらに、面接相談、精神科医や弁護士による専門相談等により、きめ細かい対応

にも取り組んでいます。 

○ このほか、電話や来所による相談が困難な被害者が知りたい情報を容易に入手で

きるよう、ウェブサイト上での情報提供を実施しています。 

○ 今後も、様々な被害者に対する相談機能や情報提供機能など、配偶者暴力相談支

援センターとしての機能を充実させていく必要があります。 

○ 複雑・多様化する相談に適切に対応するために、被害者対応に当たって統一的な

支援ができるよう、関係機関共通のマニュアルとして作成した「配偶者暴力被害者

支援基本プログラム」の活用や、外部の専門家によるスーパーバイズ※等の実施に

より、都内相談員の相談対応の質の向上に努めてきました。 

○ 現在都内では、12 の区でも配偶者暴力相談支援センター機能が整備されていま

す。 

○ 都は、都内の配偶者暴力相談支援センターの中核となる施設として、区市町村の

配偶者暴力相談支援センターに対し、人材育成や情報提供等の技術的支援を行うと

ともに、センター間の連携の中心的役割を担っていく必要があります。 

（※相談員のための研修。外部の専門家を招き、対応事例の検証を行ったり、複雑で困難な

相談事例への対応について指導や助言を受けるなど、相談員の資質を向上させるもの） 

 

 

■ 取組の方向性 

○ 支援を必要とする被害者が、より相談しやすくなるように、相談機能の充実を図

ります。また、電話や来所による相談が困難な場合でも必要な情報が入手できるよ

うに、ウェブサイト等による情報提供を一層充実させます。 

○ 「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」の内容を充実させるとともに、外部専

基本目標 ２   多様な相談体制の整備 

施策目標（１） 都の配偶者暴力相談支援センター機能の充実 
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門家によるスーパーバイズや、関係機関の調整を行う職員・専門員の育成のための

研修を充実させるなど、都内各相談機関の相談機能の強化を図ります。 

○ 都内の配偶者暴力相談支援センターの中核として、区市町村配偶者暴力相談支援

センターとの連携や情報共有を図ることにより、都内全域で対応能力の向上を目指

します。 

 

■ 具体的施策 

① 配偶者暴力相談支援センターの相談機能の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 東京ウィメンズプラザや女性相談センターにおいて、電話や面接によっ

て相談に応じるほか、女性相談センターにおいて、一時保護等の相談に

応じます。 

生活文化局 
福祉保健局 

○ 一般相談のほか、弁護士、医師、心理職員等による専門相談等、体

制の充実を図り、それぞれの被害者に応じた適切な情報を提供しま

す。  

生活文化局

福祉保健局 

○ 男性被害者に対して電話相談だけでなく、面接相談を実施します。 

  ☆ 

生活文化局 

○ 被害者への切れ目ない支援を行うため、関係機関との連携を強化し

ます。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、区市町村も含めた相

談員に対する外部専門家によるスーパーバイズを充実させます。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、支援関係機関の調整

を行うことのできる職員・専門員を育成します。 

生活文化局 

○ 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向け

研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓口に

つなぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。 

生活文化局 

○ 交際相手からの暴力の被害者に対し、若年層がより相談しやすい方

策について検討します。 

生活文化局 

【これまでの主な取組】 

○年末年始を除く毎日９時から 21 時まで電話相談の実施 

○面接相談や弁護士・精神科医による専門相談の実施 

○外部講師による相談員へのスーパーバイズの実施 

○区市相談員等関係者への専門研修の実施 
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② インターネットによる情報の提供 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 東京ウィメンズプラザホームページ「配偶者暴力・交際相手暴力対

策被害者ネット支援室」など、インターネットによる情報提供の充実

を図ります。 

生活文化局 

 

 

③ 被害者支援基本プログラムの活用 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 都内の各支援機関が統一的な支援を行うことができるよう、「配偶

者暴力被害者支援基本プログラム」について、支援の実情や新たな制

度、関係機関などの社会資源等を反映した改定を行います。 

生活文化局

福祉保健局 

  

 

④ 都の配偶者暴力相談支援センターの中核としての機能の充実（新） 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向け

研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓口に

つなぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。（再掲） 

生活文化局 

○ 東京都配偶者暴力相談支援センター連携会議等を通じて、都内の支

援センター同士の連携を図ります。☆ 

生活文化局 

【これまでの主な取組】 

○東京ウィメンズプラザホームページ「配偶者暴力・交際相手暴力被害者ネット

支援室」における情報提供 

【これまでの主な取組】 

○「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」の関係機関への配布 
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■ 現状・課題 

○ 平成 27 年度の都内における配偶者暴力に関する相談件数は、東京都配偶者暴力

相談支援センター、区市町村、警察の合計で約 50,000 件であり、平成 15 年度から

一貫して増加傾向を示しています。とりわけ、区市町村における相談件数は、平成

15年度の 11,164件から、平成 27年度には 34,652 件と３倍以上に増加しています。

これは区の配偶者暴力相談支援センター整備をはじめとする身近な地域における

相談体制の充実や、相談窓口の周知によるものと考えられます。 

○ 都世論調査で、暴力を受けた際に相談できる機関で知っているところを聞いたと

ころ、区市町村の窓口は 56.8％で、警察に次いで２番目に多くなっています。 

○ また、内閣府調査によれば、男女間の暴力を防止するために必要だと考えること

として一番多かったのが「被害者が早期に相談できるよう、身近な相談窓口を増や

す」という回答で約７割となり、身近な地域での相談対応に期待していることがわ

かります。 

○ 一方、同調査では、配偶者から何らかの暴力被害を受けた人の相談先として、配

偶者暴力相談支援センターや男女平等参画センターに相談した人、法務局・地方法

務局、人権擁護委員等に相談した人はいずれも１％未満で、地域に相談先との接点

がない潜在的な被害者が多いものと考えられます。 

○ 平成 19 年度の配偶者暴力防止法の改正において、区市町村における配偶者暴力

対策基本計画の策定と配偶者暴力相談支援センターの機能整備が努力義務とされ

ました。都では、区市町村に対する支援策として、配偶者暴力相談支援センターの

機能整備のための手引きの作成や「区市町村配偶者相談支援センター機能整備推進

窓口」の設置、被害者支援の中核となる人材や相談員を養成するための研修等を実

施してきました。 

○ 平成 28 年７月現在において、配偶者暴力対策基本計画を策定した区市町村は 47

団体、配偶者暴力相談支援センターを整備した区市町村は 12 団体となりました。

今後さらに、区市町村の体制が整備されることが期待されます。 

○ 配偶者等暴力対策においては、被害を潜在化させないよう、被害者が身近な地域

で適切に相談を受けられるとともに、切れ目なく自立に向けた支援に結びついてい

くことができるよう、支援体制を充実させることが重要です。 

○ 区市町村それぞれの状況を踏まえ、体制強化に向けた技術的支援を行うことが必

要です。  

 

 

 

施策目標 (２) 身近な地域での相談窓口の充実
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■ 取組の方向性 

○ 区市町村の男女平等参画センターや福祉事務所、警察など各相談窓口で被害者に

接する職員への研修を充実させるなど、身近な地域において被害者からの相談に適

切に対応できるように、相談体制強化のための取組を進めます。 

○ 区市町村における相談体制の整備に向けては、各区市町村の状況を踏まえた技術

的支援を行います。 

 

 

■ 具体的施策 

① 警察における対応 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 警察が被害者から相談を受けた場合は、関係機関の情報や、警察署

長等の援助の制度、保護命令制度、被害届についての助言等、必要な

情報提供を適切に行い、被害者の意思決定を支援します。  

警視庁 

○ 更なる相談体制の強化を図るとともに、適切な対応がとれるように

するための研修等を充実させます。 

警視庁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○相談責任者実務研修等各種講習を活用した相談対応等の充実 

○被害者支援に係る配偶者暴力相談支援センターとの連携 
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② 区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能整備等への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 区市町村の相談員等の資質向上を図るため、相談員養成研修を充実

させます。 

生活文化局 

○ 区市町村における配偶者等暴力被害者の支援体制の中核となる人

材を養成するため、関係機関の調整を行う職員等を対象とした、支援

のための総合的な知識や技術に関する研修を充実させます。 

生活文化局 

○ 「区市町村配偶者暴力相談支援センター機能整備推進窓口」におい

て、支援センター運営に必要な情報等を提供し、機能整備を進める区

市町村に技術的支援を行います。 

生活文化局 

○ 区市町村を訪問し、機能整備に向けた助言を行うことにより、支援

センター機能整備を促します。☆ 

生活文化局 

○ 相談・支援体制が不十分な区市町村に対して、出前講座等を行い、

体制強化を支援します。☆ 

生活文化局 

【これまでの主な取組】 

○相談員養成講座、相談員スーパーバイズの実施 

○関係機関の調整を行う職員等を対象としたコーディネート研修の実施 

○「配偶者暴力相談支援センター機能整備の手引」の作成・配布 

○区市町村に向けた配偶者暴力相談支援センター整備に関する説明会の開催 

○区市町村配偶者暴力相談支援センター機能整備推進窓口における技術的支援
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■ 現状・課題 

○ 配偶者暴力防止法が対象としている被害者には、日本在住の外国人や心身に障害

のある人も含まれます。また、女性と比較すると数は少ないものの、最近は男性の

被害者からの相談も増えています。対応に当たっては、被害者の状況に配慮し、適

切な支援につなげていくことが重要です。 

○ 都の配偶者暴力相談支援センターには、日本語を十分に話せない人も含め、外国

人被害者からの相談も寄せられています。外国人被害者への対応に当たっては、相

談や自立に向けた情報提供のための通訳や翻訳などの支援が必要であり、支援策の

充実が求められています。都では、外国人被害者支援のため、平成 22 年度に 12

言語に及ぶ通訳人材を養成し、区市町村からの依頼に基づき派遣する取組を実施し

ているほか、平成 24 年度には、窓口職員が指さしで案内できるよう、６か国語対

応の相談シートを作成しました。 

○ 心身に障害のある被害者や高齢の被害者に対しては、配偶者等暴力の相談窓口に

加え、日常的に接する機会の多い職員等への研修の充実や、各相談窓口との連携強

化などにより、その障害と被害の状況に応じた適切な支援を行う必要があります。 

○ また、平成 28 年４月に障害者差別解消法が施行され、障害者に対する不当な差

別的取扱いの禁止と合理的配慮の提供が求められるようになりました。これまで以

上に、相談窓口の周知や相談対応に当たっての配慮が必要です。 

○ 男性被害者については、電話相談に加え、平成 27 年度から面接相談を開始して

います。今後相談件数の推移や相談内容の分析等の実態把握に努めることが必要で

す。 

○ 複雑化、多様化する相談に対しては、被害者の置かれた立場を十分に理解し、本

人の希望や加害者からの危害が及ぶリスクなど、被害者一人一人の状況に応じた対

応が求められます。的確な判断を行い、被害者に寄り添った支援につなげることが

できるよう、対応能力の向上を図る必要があります。 

○ さらに、職場や学校などといった組織に属さず、社会とのつながりが希薄である

ために、相談方法がわからずに悩んでいる潜在的被害者の存在についても、考慮す

る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

施策目標 (３) 被害者の状況に応じた相談機能の充実 
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■ 取組の方向性 

○ 外国人被害者に対しては、外国人被害者支援のための通訳人材や相談シートの活

用により、相談対応の充実を図ります。 

○ 障害がある被害者や高齢の被害者に対しては、障害者や高齢者虐待の相談窓口職

員等日常的に接する機会の多い職員への研修の充実と、各相談窓口との連携強化な

どにより、被害者の状況に応じた適切な支援が行えるよう相談しやすい体制の充実

を図ります。 

○ 外国人や障害者などを支援する団体の職員に対し、被害者を発見した場合に対応

ができるように、研修等を行います。 

○ 男性被害者に関しては、男性相談の実施状況を分析するなど、実態の把握に努め

ます。 

○ 複雑化、多様化する相談に対して、被害者一人一人の状況に応じた対応ができる

よう、相談員の対応能力の向上や、被害者が活用できる制度について適切に情報提

供を行うための研修の充実を図ります。 

○ 相談したくても相談する方法がわからない等で悩んでいる潜在的被害者につい

ては、相談につながるよう、より多くの人への相談窓口の周知方法について検討し

ます。 
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■ 具体的施策 

① 外国人被害者への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 日本語が十分に話せない外国人被害者に対し、必要に応じて委託に

よる通訳での対応を行います。 

福祉保健局 

○ 外国人被害者の相談及び自立支援に必要な人材養成を、民間団体と

連携して進めます。 

生活文化局 

○ 養成した外国人被害者支援のための通訳人材を、区市町村からの依

頼に基づき派遣します。 

生活文化局 

○ 外国人被害者の相談に対応する際に窓口職員が活用できるよう、区

市町村向けに作成した相談シートの活用を促します。 

生活文化局 

○ 東京ウィメンズプラザのホームページに外国人相談窓口の情報を

掲載し、窓口の周知を図ります。☆ 

生活文化局 

 

 

② 障害のある被害者や高齢の被害者等への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○外国人被害者支援のための通訳者研修の実施、修了者の登録 

○東京都女性相談センターにおける通訳委託、来日外国人女性緊急保護事業の 

実施 

○６か国語対応の相談シートの作成・配布 

【これまでの主な取組】 

○相談員、職務関係者に対する研修の実施 

○被害者支援基本プログラムの改定、活用 

○障害者、高齢者等の各相談窓口等との連携による対応 
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 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 障害のある被害者や高齢の被害者に対し適切な支援が行えるよう、

区市町村等職員に対する研修等を実施します。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 被害者が障害者である場合は、障害の種類や程度など被害者の状況

に応じて、障害者相談支援機能との連携を図り、適切な支援につなげ

ます。  

生活文化局

福祉保健局 

○ 被害者が高齢者である場合は、高齢者虐待相談窓口と連携を図り、

適切な支援につなげます。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支

援のため、障害者虐待防止法に基づく都道府県障害者権利擁護センタ

ーとしての機能を適切に果たすとともに、区市町村障害者虐待防止セ

ンター担当職員や障害者福祉施設従事者等の支援体制の強化等を図

ることを目的として、障害者虐待防止・権利擁護に関する研修等の事

業を実施します。☆ 

福祉保健局 

○ 障害者差別解消法施行に基づき、東京都障害者差別解消支援地域協

議会の運営や専門相談などの体制整備や普及啓発を行うとともに、ヘ

ルプマーク・ヘルプカードの普及を図り、障害の有無により分け隔て

られることのない共生社会の実現を目指します。☆ 

福祉保健局 

 

 

 

③ 人権擁護機関と関係機関の連携強化 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 法務省の人権擁護機関及び都の人権相談窓口において配偶者暴力

被害者から相談があった場合に適切な対応・支援が行えるよう、連携

の強化を図ります。 

総務局 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○人権相談機関連絡協議会開催（年４回程度） 

○配偶者暴力対策ネットワーク会議への人権擁護機関の参加 
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④ 男性被害者への対応（新） 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 男性被害者に対して電話相談だけでなく、面接相談も実施するとと

もに、都に寄せられた男性被害者からの相談内容について分析を行い

ます。☆ 

生活文化局 

 

 

⑤ 多様化する相談等への対応（新） 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 区市町村の相談員の資質向上を図るため、相談員養成研修を充実さ

せます。（再掲） 

生活文化局 

○ 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、区市町村も含めた相

談員に対する外部専門家によるスーパーバイズを充実させます。（再

掲） 

生活文化局 

○ 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、支援関係機関の調整

を行うことのできる職員・専門員を育成します。（再掲） 

生活文化局 

○ 潜在的被害者が相談につながるよう、相談窓口の更なる周知方法に

ついて検討します。 

生活文化局 

 

 

【これまでの主な取組】 

○ 男性のための悩み相談の実施 

【これまでの主な取組】 

○相談員養成講座、相談員スーパーバイズの実施 

○関係機関の調整を行う職員等を対象としたコーディネート研修の実施 
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○ 人権擁護委員は、地域の皆さんから人権相談を受け、問題解決のお手伝いをしたり、

法務局職員と協力して人権侵害による被害者の救済をしたり、地域の皆さんに人権に

ついて関心を持ってもらえるような啓発活動を行っています。 

人権相談は各地域の法務局や市区役所にて平日昼間三人体制で行なわれておりま

す。特に人権擁護委員会東京都連合の男女共同参画社会推進委員会は、１１月の女性

の人権ホットライン強化週間において、法務局に常駐して相談を受けています。 

 

○ 人権相談のための知識や教養を深めることを目的とした研修を毎回の定例委員会に

おいて実施しています。 

平成 28 年度は、委員の中で男女平等参画専門家による講義と、ダイバーシティに

見識の深い専門家により、広く深く性的少数者に関する講演を実施しました。 

 

○ 引き続き、啓発活動や人権相談を実施するほか、一般の方を対象とした男女共同参

画社会推進に関する講演会の開催により、地域の皆さんに人権について関心を持って

もらえるよう取り組みます。 

コラム② 

多様化する人権問題のためのスキルアップをめざして 

（東京都人権擁護委員連合会） 

－ 55 －



第

３

章

具
体
的
施
策

第２部 事業計画

   

 

 

 

 

 

 

■ 現状・課題 

○ 都実態調査では、配偶者暴力相談支援センターで面接相談を行った被害者の４割

弱が、配偶者から週１回以上暴力を受けており、６割弱が医療機関で治療を受けた

経験があると答えています。 

○ このように配偶者暴力は、身体や生命に危険が及ぶ可能性があり、被害者が保護

を求めた場合には、速やかに安全な場所で保護する体制が必要です。 

○ 東京都女性相談センターで実施している一時保護の件数は、平成 14 年度以降、

概ね年間 500 件～600 件という状況にあり、そのうち、６割程度は子供を同伴して

います。一時保護中の同伴児童に関しては、保育室の設置や、保育士の配置により

保育を行うほか、学習指導員による学習支援を行うなどの対応を行っていますが、

同伴児童への対応の充実が必要です。 

○ 配偶者暴力の被害者には、被害状況等から精神的に不安定な被害者や、貧困や児

童虐待などの複合的な問題を抱えた被害者なども多く見られることから、同伴児童

も含めた心理的ケアの充実も必要です。 

○ このほか、障害者、高齢者、妊産婦、外国人など特別な配慮を必要とする場合も

あり、被害者の状況に応じた対応の一層の充実が必要となっています。 

○ 東京都女性相談センターで一時保護を受けた被害者全体のうち、およそ半数は委

託施設（民間施設）に保護されています。被害者の安全と安心を確保しながら、状

況と必要性に応じた一時保護が行えるよう、民間団体との連携も含め、更なる対応

が求められます。 

 

 

■ 取組の方向性 

○ 一時保護を必要とする被害者の多様な特性を理解して尊重し、被害者の状況に応

じた適切な保護を実施できるように、民間団体への一時保護委託や、必要に応じて

民間シェルターの利用など民間団体との連携も含め、一時保護の体制の一層の充実

を図ります。 

○ また、一時保護時の児童に対する心理的ケアや就学児童に対する適切な学習機会

の提供など、同伴児童への対応の更なる充実を図ります。 

 

 

基本目標 ３    安全な保護のための体制の整備 

施策目標 (１) 保護体制の整備 
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■ 具体的施策 

① 一時保護体制の拡充 

 

 

 

 

 

  

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 被害者の状況や必要性に合わせて柔軟に対応できるよう、委託施設

とも連携し、一時保護を実施します。 

福祉保健局 

○ 緊急に保護を求める外国人女性に対する保護体制の充実を図るた

め、外国人女性の緊急保護を実施する法人に対し、その運営に要する

経費の一部を補助します。 

福祉保健局 

○ 日本語が十分に話せない外国人被害者に対し、必要に応じて委託に

よる通訳での対応を行います。（再掲） 

福祉保健局 

○ 外国人被害者の一時保護については、習慣、価値観等に十分配慮し

て対応します。 

福祉保健局 

○ 民間団体と連携し、外国人被害者に対して引き続き適切な対応がで

きるようにします。  

福祉保健局 

○ 障害のある被害者に対し適切な対応ができるよう努めるとともに、

必要に応じて他の福祉施設等との連携を図り、活用できるよう検討し

ます。 

福祉保健局 

○ 男性被害者の一時保護について、都の男性相談の状況を踏まえた上

で、適切な対応がとれる体制について検討します。 

福祉保健局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○東京都女性相談センターにおける一時保護の実施 

○ケース内容に対応した委託施設での一時保護の実施 

○一時保護を必要とする外国人に対する通訳委託対応 

－ 57 －



第

３

章

具
体
的
施
策

第２部 事業計画

   

② 同伴児童への対応の充実 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】  

内容 所管局 

○ 保育士の配置を引き続き行い、一時保護における保育体制の充実を

図ります。 

福祉保健局 

○ 一時保護において、就学児童に対する学習の機会を保障し、各児童

の状況に応じたきめ細かな学習支援を行います。 

福祉保健局 

○ 一時保護中の同伴児童に対する心理的ケアの充実を図るとともに、

切れ目のない支援のために、地域の関係機関に対し情報提供を行いま

す。 

福祉保健局 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○未就学児に対する保育の提供 

○就学児童に対する学習機会の提供  

○児童に対する心理的ケアの実施 
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■ 現状・課題 

○ 被害者の安全は緊急時の一時保護だけではなく、被害者が加害者の追跡から逃れ

るなどして、通常の社会生活を送る中でも確保されるべきものです。都実態調査で

は、被害者の約半数が加害者の追跡について不安を感じていると答えています。ま

た、被害者の約４分の１が実際に加害者の追跡を受けています。 

○ 被害者の安全を確保するためには、保護命令制度の利用が有効です。最高裁判所

の司法統計によると、裁判所への保護命令の申立件数は毎年 3,000 件前後となって

います。また、発令件数で見ると、全国の保護命令発令件数は 2,300 件～2,400 件

程度で推移しており、このうち、警視庁に通知された保護命令件数は、毎年 80 件

～100 件程度となっています。 

○ 保護命令の対象は、被害者と同居する未成年の子だけでなく、危害を被るおそれ

のある親族・知人にまで広がっています。 

○ 保護命令が出ていない場合でも、被害者及びその子供や親族・知人に危険が及ば

ないよう、保護命令だけではなく、ストーカー規制法などについても周知するなど、

適切な対応が必要です。 

○ 危険性の高い事案に関しては、警察による一時的な避難先の提供や、区市町村に

おいて緊急避難先を確保しているところもあります。 

○ 警察等関係機関との連携を強化し、被害者及び関係者の安全の確保に努める必要

があります。 

○ また、国の「第４次男女共同参画基本計画」においては、「保護命令制度の実態

とそれを取り巻く状況を分析し、その結果を踏まえて必要な検討を行う。」とされ

ています。都としては、国の動向を踏まえつつ、被害者及び関係者の安全確保がよ

り図られるよう、必要に応じて国への働きかけを行うことも必要です。 

○ さらに、都実態調査においては、被害者支援を行う民間機関の 20％、医療機関

の 12％、児童相談所・子供家庭支援センターの 44％、幼稚園・保育所の 6.2％が

加害者からの問い合わせや威圧的行為を受けています。被害者とその関係者だけで

なく、支援者の安全確保も重要です。 

○ 被害者に直接対応する可能性がある人が加害者に対応する場合に、留意すべき事

項等について検討した上で、周知を図ることが必要です。 

 

 

 

 

 

施策目標 (２) 安全の確保と加害者対応
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■ 取組の方向性 

○ 警察等関係機関との連携を強化し、被害者及び関係者の安全の確保を図ります。 

○ 保護命令制度だけではなく、ストーカー規制法などについても周知する等、適切

な対応を行います。 

○ 被害者及び関係者の安全の確保がより図られるよう、保護命令制度の拡充等につ

いて、国の動向を踏まえつつ、必要に応じて国への働きかけを行います。 

○ 同伴児童の安全を図るため、学校、幼稚園や保育所等各関係機関との連携強化を

図ります。 

○ 被害者に直接対応する可能性がある支援者等の安全のため、関係機関共通のマニ

ュアルとして作成した「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」及び「配偶者暴力

から子供を守る連携プログラム」に、加害者対応の項目を加えるなど改定を行い、

関係機関への普及を図ります。 

○ 加害者（未成年者を含む）からの被害者や支援者に対する更なる暴力を防止する

ために、被害者支援の一環として、加害者に対する相談窓口等の充実に努めます。 

 

 

■ 具体的施策 

① 警察における対応 

 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 法令に基づき、被害者から被害を自ら防止するための援助を受けた

い旨の申出を受けた場合、申出が相当であると認めるときは、被害者

から援助申出書の提出を求め、被害者自らが行う安全確保策等を教示

するとともに、被害者周辺の安全確保に必要な援助を行います。 

警視庁 

○ 保護命令発令後の保護対象者及び被害を受けるおそれのある親族

等の安全確保を行います。 

警視庁 

○ 必要に応じて各種法令、配偶者暴力防止法による保護命令、ストー

カー規制法などの適用を検討し、検挙等厳正な対応により、被害者や

その親族等の安全を確保します。 

警視庁 

【これまでの主な取組】 

○緊急に一時的な保護を求める被害者に対する対応と、関係機関への連絡及び必

要に応じた援助の実施 

○保護命令違反の取締りや被害者等の安全確保 
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○ 保護命令が出ていない場合でも、ストーカー規制法等を適用して安

全の確保ができる場合があることを広く周知し、適切に対応します。 

警視庁 

 

 

② 学校・幼稚園・保育所等との連携の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 教員・保育士等を対象とした配偶者暴力対策の研修の充実を図りま

す。  

生活文化局

福祉保健局

教育庁 

○ 学校・幼稚園・保育所等と連携し、保護命令の対象となる子供の安

全の確保と情報管理の徹底を図ります。  

生活文化局

福祉保健局

教育庁 

○ 保護命令の対象となる子供に対しては、相談窓口と学校、児童相談

所等の各関係機関が連携しながら、状況に応じて様々な子供のケアと

安全確保を図ります。 

生活文化局

福祉保健局

教育庁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○教員・保育士等に対する職務関係者研修の実施 

○保育所等との連携 

○児童相談担当部署と配偶者暴力相談支援センターの連携体制整備 
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 ③ 加害者対応（新） 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 職務関係者研修など、各種研修の中で、加害者対応についても、取

り上げます。 

生活文化局 

○ 被害者に直接対応する可能性のある支援者が加害者に対応する場

合に留意すべき事項等について検討を行い、「配偶者暴力被害者支援

基本プログラム」や「配偶者暴力から子供を守る連携プログラム」に、

加害者対応の項目を加えるなど改定を行い、両プログラムの周知を図

ります。 

生活文化局 

○ 男性の悩み相談の中で男性加害者からの相談を受け付けるととも

に、適切な対応が取れるよう加害者からの相談内容の分析を行いま

す。 

生活文化局 

 

【これまでの主な取組】 

○男性のための悩み相談の内容分析 
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■ 現状・課題 

○ 被害者がその生活を再建し、自立できるようになるまでには、就労や住宅の確保、

子供の教育等様々な課題があります。加えて、長期間の暴力により、加害者から逃

れた後も心理的な影響に悩み、回復に時間がかかる被害者も多いため、心理的サポ

ートも必要です。 

○ 都の配偶者暴力相談支援センターでは、被害者が自立のために必要とする心理的

サポートや就労、法律等の自立支援情報の提供を行う講座等を実施しています。 

○ また、子供を連れて避難している被害者に対しては、被害者の状況に応じて、職

業訓練や自立支援給付金事業など、ひとり親家庭への各種支援制度を活用すること

もできます。 

○ 今後も被害者のニーズに合わせた各種情報の提供や、講座などの自立支援機能を

充実させることが必要です。 

○ これらの問題解決に向けて、民間支援団体を含めた多岐にわたる各関係機関が連

携を図り、被害者を相談から自立まで総合的に支援することが必要です。被害者は

ときに、長期間にわたる支援を必要とすることもあります。被害者が都内のどこに

いても同様に、切れ目のない支援を受けることができるようにすることが求められ

ます。 

○ 都では、「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」を活用して都内の各関係機関

が統一的な支援を行えるように努めています。 

○ また、被害者が自立支援のための各種手続を行うに当たり、複数の窓口に個別に

出向いて繰り返し自身の置かれた状況を説明することは、被害者にとって心理的に

大きな負担になる上、加害者に遭遇する危険性もあります。 

○ このため、専門的知識を持った支援者による、生活保護の受給手続や離婚調停時

の法的手続、子供の面会交流などの際の同行支援や、各関係機関の連携による被害

者の負担軽減が必要となります。 

○ 特に、被害者が身近な地域において一元的に支援を受けられるようになるために

は、区市町村の各関係機関が連携強化を図る必要があります。そのためには、区市

町村における配偶者暴力相談支援センター機能整備を更に進めることが重要とな

ります。 

○ 一方で、被害者の自立支援については、その置かれている状況や精神状態によっ

て異なり、支援方法は決して一つではありません。 

基本目標 ４   自立生活再建のための総合的な支援体制の整備 

施策目標 (１) 総合的な自立支援の展開 
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○ 様々な選択肢について情報提供を行い、最善の方法を被害者本人とともに考えて

いくことが重要です。 

○ そのためには、相談員をはじめとする支援者へ向け、研修等による技術的支援や、

被害者が活用できる様々な制度等に関する情報提供を充実させ、対応能力を向上さ

せることが必要です。 

 

 ■ 取組の方向性 

○ 都の配偶者暴力相談支援センターにおいては、被害者が自立のために必要とする

心理的サポートやニーズを踏まえた各種情報提供や講座等の支援の充実など、自立

支援機能の充実を図ります。 

○ 被害者が相談から自立まで切れ目のない支援を受けられるよう、支援策の充実や

関係機関との連携の強化を図ります。 

○ 被害者の負担軽減のため、区市町村が身近な地域の連携の中心としての役割を果

たせるよう、区市町村の配偶者暴力相談支援センター機能整備に向けた技術的支援

の一層の充実を図ります。 

○ また、被害者に接する支援者の対応能力の向上や、被害者が活用できる制度につ

いて適切に情報提供を行うための研修を充実させていきます。 

 

 

 ■ 具体的施策 

① 総合的な被害者支援のための質の充実 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 都内の各支援機関が統一的な支援を行うことができるよう、「配偶

者暴力被害者支援基本プログラム」について、支援の実情や新たな社

会資源等を反映した改定を行います。（再掲） 

生活文化局

福祉保健局 

○ 被害者が身近な地域で、一元的に支援を受けることができるよう、

区市町村の配偶者暴力相談支援センター機能整備促進のための技術

的支援を行います。 

生活文化局 

 

 

【これまでの主な取組】 

○「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」の関係機関への配布 

○「配偶者暴力被害者支援ハンドブック」の改定、関係機関への配布 
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② 配偶者暴力相談支援センターの自立支援機能の拡充 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 被害者の意思を尊重しながら、状況に応じてニーズを的確に把握

し、必要な情報提供を行うとともに、区市町村・各機関が行う支援に

適切につなげていきます。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 被害者が自立のために必要とする心理的サポートやニーズを踏ま

えて、自立支援講座等を充実させます。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 孤立しがちな被害者の心の立ち直りに効果がある、自助グループや

サポートグループ※に活動場所を提供し、連携しながら被害者への支

援を行っていきます。 （※カウンセラー等の専門的な知識を持つ人や配

偶者暴力の被害経験を持つ人たちが、被害者の支援を行うためのグルー

プ） 

生活文化局 

○ 被害者の心理的サポートのために行うグループ活動等について、複

数の民間団体が連携して行う取組を支援します。 

生活文化局 

○ 区市町村に対して、民間団体の支援情報等を提供するなどにより、

被害者に対する支援の充実のための民間団体との連携を促します。 

生活文化局 

○ 区市町村が配偶者暴力相談支援センター機能を整備する場合に、併

せて地域における自立支援機能の拡充を働きかけます。 

生活文化局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○被害者の自立のための多様な支援とその関係団体等についての情報収集及び

提供の充実 

○自立支援講座等の実施 

○自助グループへの活動場所の提供等の支援 

○自助グループ、サポートグループの情報提供等の実施 
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③ 福祉事務所等との連携強化 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 地域において被害者の自立支援に重要な役割を担う福祉事務所と

の連携を強化するとともに、区市町村の子供家庭支援センターや児童

相談所等関係機関同士の協力体制づくりを進めていきます。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 被害者から生活保護の相談があった際の対応及び申請を受けた際

の調査等において、被害者の安全確保に配慮するとともに、適切に保

護を実施するよう福祉事務所等保護の実施機関に対して働きかけま

す。  

福祉保健局 

 

 

 

④ ひとり親家庭の支援の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 被害者の状況に応じて、東京都ひとり親家庭支援センターにおける

相談・就業支援や自立支援給付金事業など、都のひとり親家庭に係る

各種支援制度を活用し、自立を支援します。 

福祉保健局 

○ 配偶者暴力相談支援センター等の相談機関は、東京都ひとり親家庭

支援センター等と連携し、被害者に必要な情報提供を行います。 

生活文化局 

福祉保健局 

 

【これまでの主な取組】 

○配偶者暴力対策ネットワーク会議等の活用 

○婦人相談員研修、各種連携会議等を通じた連携・協力体制強化 

【これまでの主な取組】 

○相談支援員研修会 

○就業支援講習会 

○東京都ひとり親家庭支援センターの相談員による就業相談 

○自立支援給付金事業 
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■ 現状・課題 

○ 被害者の自立を支援していく上で重要なことは、被害者や関係者の安全を確保し

安心して生活できるよう支援することです。 

○ そのためには、加害者の追跡が及ばないように被害者の個人情報の管理に細心の

注意を払うとともに、生活のために必要となる各種手続について各所管部署が共通

した理解を持ち対応することが求められます。 

○ また、子供がいる被害者が安心して子供と生活できるよう、学校や保育所などの

関係機関との連携を強化し、協力体制を築くことが必要です。 

○ 被害者や関係者の安全を確保して安心して生活できるようにするためには、保護

命令や離婚調停などの法的手続が大きな効力を発揮します。しかし、心身ともにダ

メージを抱えた被害者自身が独力で全ての手続きを行うことは困難です。 

○ 都の配偶者暴力相談支援センターでは、相談業務の中で法的手続に関する情報提

供を行うとともに、弁護士による法律相談を実施しています。法テラス（日本司法

支援センター）や弁護士会等との連携強化を図るなど、被害者に対する法的支援の

充実が求められます。 

○ また、被害者が精神的なダメージから回復し、心身ともに自立した生活を送るた

めには、同じ被害を受けた体験者同士が悩みを共有し支えあう民間の自助グループ

による活動が大きな役割を果たしています。都実態調査によると、被害者の多くが

こうした支援や協力を必要であると回答しています。閉じこもりがちになる被害者

の居場所づくりの視点からも、自助グループへの参加支援等が重要です。 

 

 

■ 取組の方向性 

○ 被害者や関係者が安全に生活できるように、住民票の取扱いなどについて、関係

機関への周知を徹底するなど、被害者の個人情報の管理の徹底を図るとともに、情

報が漏えいすることのないよう、関係機関との連携の強化を図ります。 

○ 子供の安全な就学の確保に向け、転校先等の情報の適切な管理など、学校等関係

機関との連携の強化を図ります。 

○ 被害者や関係者が安心して生活できるよう、法テラス（日本司法支援センター）

や弁護士会等との連携による法的支援の充実を図ります。 

○ また、引き続き、民間の自助グループへの参加を希望する被害者への情報提供や、

自助グループ等への活動場所の提供等の支援を行います。 

  

 

施策目標 (２) 安全で安心できる生活支援 
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■ 具体的施策 

① 住民票の取扱い等適切な運用 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 住民基本台帳法の一部改正により、被害者からの申出に基づき、加

害者等からの閲覧や住民票・戸籍の附票の写しの交付に応じないな

ど、区市町村の窓口において、住民票の写しの交付制限等が適切に運

用されるよう、指導を徹底します。 

総務局 

○ 配偶者暴力相談支援センター等各支援機関においては、被害者に対

し、住民基本台帳の閲覧等の制限についての正しい情報提供を行い、

被害者の安全確保のための情報の保護を徹底します。 

生活文化局

福祉保健局 

 

 

② 医療保険に関する適切な情報提供 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 被扶養者であった被害者が、避難したことにより、扶養者との生計

維持関係がなくなった場合の医療保険手続については、適切な支援を

行うことができるよう、区市町村等支援機関に対して制度等の周知を

徹底します。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 配偶者暴力相談支援センター等各関係機関においては、被害者に対

し医療保険に関する適切な情報提供を行います。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 被害者の安全確保の観点から、健康保険組合等の保険者に対して

も、変更等に伴う各種手続について適切な対応が取られるよう、協力

を依頼していきます。  

生活文化局

福祉保健局 

【これまでの主な取組】 

○住民基本台帳の取扱指導の徹底 

○個別相談における適切な情報提供と情報保護の徹底 

【これまでの主な取組】 

○区市町村に対する制度の周知徹底 

○個別相談における適切な情報提供、保険者への協力依頼 
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○ 配偶者からの暴力によるけが等第三者行為による傷病についても、

保険診療できるなどの情報について周知し、適切な対応を求めていき

ます。 

生活文化局

病院経営 

本部 

 

 

③ 年金等各種制度に関する適切な情報管理及び情報提供 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 国民年金、介護保険、税務、選挙管理等住民基本台帳からの情報に

基づいて事務処理を行うものについて、被害者の情報の保護及びその

管理について区市町村に適切な対応を促します。 

生活文化局 

○ 配偶者暴力相談支援センター等各関係機関においては、被害者に対

し、年金に関する必要な手続や、住所等の秘密の保持に配慮した取扱

い等、各種制度に関する適切な情報提供を行います。  

生活文化局

福祉保健局 

○ 配偶者暴力相談支援センターは、住民票の記載がなされていない被

害者であっても、居住地において介護保険法及び障害者自立支援法に

基づく各種サービス等を受けることが可能であることなど、事案に応

じて可能なサービス等の情報提供を行います。  

生活文化局

福祉保健局 

 

 

④ 就学の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○区市町村に対する制度の周知徹底 

○個別相談における適切な情報提供 

【これまでの主な取組】 

○区市町村に対する情報提供の徹底 

○区市町村の関係機関との連携による安全確保 

○都立高等学校の転学における柔軟な対応 
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 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 都の配偶者暴力相談支援センター及び区市町村の関係機関との連

携を図ります。  

生活文化局 

○ 都立高等学校の転学については、引き続き柔軟に対応していきま

す。 

教育庁 

 

 

⑤ 学校、幼稚園、保育所等職員に対する意識啓発等（再掲） 

   

 

 

 

 

 

  

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 配偶者暴力がある家庭では子供への直接的な暴力とともに、暴力を

目撃することによる影響も重大であることから、児童虐待を取り扱う

関係機関との連携体制を強化します。（再掲） 

生活文化局

福祉保健局

教育庁 

○ 各学校、幼稚園、保育所等に対して、配偶者等暴力に関するパンフ

レットを配布したり、「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」や「配

偶者暴力から子供を守る連携プログラム」を活用して情報提供を行い

ます。また、必要に応じて、児童館や学童クラブなど子供が通う施設

に対しても情報提供を行います。（再掲） 

生活文化局

福祉保健局

教育庁 

○ 各学校、幼稚園、保育所等の関係者に対して、早期発見や適切な対

応についての研修を行います。（再掲） 

生活文化局

福祉保健局

教育庁 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○関係者向け啓発資料「配偶者暴力被害者支援ハンドブック」の幼稚園・保育所

への配布 

○小・中学校、児童館への都作成資料・パンフレット等の配布 

○学校の教職員向け、幼稚園・保育所職員向けなど対象者別の研修の実施 
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⑥ 自助グループへの参加支援 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 被害者相互の支援を目的とした自助グループの活動に対し、会場の

提供等の必要な支援を行っていきます。 

生活文化局 

○ 参加を希望する被害者に対しては、安全確保に配慮しつつ、自助グ

ループの紹介や情報提供を行っていきます。  

生活文化局 

○ 閉じこもりがちになる被害者に対しても「居場所づくり」の視点で

自助グループやサポートグループを紹介するなど、参加を促します。 

生活文化局 

 

 

⑦ 配偶者暴力相談支援センターにおける法的支援 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 配偶者暴力相談支援センターにおいて、保護命令、離婚調停などの

法的手続に関する情報提供を行うとともに、専門家による法律相談等

を実施します。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 法的手続に関する更なる支援を希望する被害者に対して、法テラス

（日本司法支援センター）等の機関の紹介や、東京の三弁護士会と連

携した情報提供等を行います。 

生活文化局

福祉保健局 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○自助グループへの活動場所の提供 

○安全に配慮した情報提供の実施 

【これまでの主な取組】 

○弁護士による法律相談の実施 

○相談業務の中での保護命令等法的手続、支援機関等の情報提供 
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○ 支援ネットワーク会議の開催 

 東京弁護士会性の平等に関する委員会では、配偶者等暴力被害者に対して、行政と民

間団体と弁護士が連携してワンストップな支援を図るために、都内の相談員が立場を超

えて知識・経験の共有を行う、女性支援ネットワーク会議を定期的に（年度に３回程度）

開催しています。 

 各回ごとにテーマを設定し、前半は勉強会で知識を習得・確認し、後半は事案を用い

たグループディスカッションを行うと共に、実務上の問題点や悩みについて共有し、理

解を深めています。例えば、平成２８年度は、７月に国際離婚、１１月に面会交流、２

月にリベンジポルノとネット問題について取り上げました。 

 

○ 女性のための法律相談(面接相談) 

 離婚、配偶者暴力、セクシュアル・ハラスメントなど、女性のための法律相談につい

て詳しい弁護士が相談に応じます。困った時にすぐにアクセスができるように、定期的

に開催し、支援体制の充実を図っています。 

 

○ 女性のための１１０番電話相談（臨時電話相談） 

 東京弁護士会、第一東京弁護士会および第二東京弁護士会が共催し、一年に一度、無

料電話相談を実施しています。女性に対する暴力（配偶者暴力、ストーカー）や離婚に

関する諸問題等、女性のお悩みに関する相談を受け付けています。女性の問題に詳しい

弁護士のほか、経験豊富な女性相談員も待機しているため、相談内容に応じて、適宜、

適切な担当者が対応することができます。 

コラム③ 

ワンストップ支援体制構築とアクセス充実に向けて 

（東京弁護士会） 
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法テラスでは、配偶者等暴力やストーカー、性暴力などの犯罪被害にあわれた方への支

援として、以下のような業務を行っています。 

【情報提供業務】 

 本所（西新宿）に犯罪被害者支援に関する法制度及び関係機関・団体の情報提供を行

う犯罪被害者支援窓口対応専門職員を週 3 日（月・水・金の 13 時～16 時）配置し、

犯罪被害にあわれた方やその家族に対し、電話や受付窓口における情報提供業務を行っ

ています。 

 また、法テラスサポートダイヤルでは、犯罪被害者専門ダイヤル（0570-079714）

が設けられており、被害者等からの問合せに対して上記情報提供業務を行うほか、弁護

士との相談を希望する場合は、必要に応じて地方事務所に取次ぐ業務を行っています。

【精通弁護士紹介】 

 被害者等に対し、弁護士会から提供された名簿の中から犯罪被害者支援の経験や理解

のある弁護士を紹介し、法律相談を受けられるようコーディネートする業務を行ってい

ます。民事法律扶助・日弁連委託援助（犯罪被害者法律援助）の資力基準を満たす被害

者等については、これらの制度を利用して無料の法律相談を受けられるよう弁護士への

取次ぎを行っています。 

【被害者のための国選弁護制度】 

 被害者参加制度では、一定の重大犯罪の被害者等が、裁判所の決定により公判期日に

出席し、被告人に対する質問を行うなど、刑事裁判に直接参加することができます。こ

の制度の利用に当たり、刑事裁判への参加を認められた犯罪被害者等（＝被害者参加人）

が経済的に余裕のない場合、裁判所が国選被害者参加弁護士を選定し、国がその費用を

負担することで弁護士による援助を受けられるようにするのが「国選被害者参加弁護制

度」で、法テラスは、被害者参加人からの請求により、被害者参加弁護士候補の指名及

び裁判所への通知を行い、弁護士に対する報酬及び費用の支払いを行っています。 

 

コラム④ 

法テラスにおける犯罪被害者支援業務 

（日本司法支援センター東京地方事務所） 

 

日本司法支援センター 

犯罪被害者支援ダイヤル 

０５７０－０７９７１４ 

平日９：００～２１：００ 土曜９：００～１７：００ 
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 ■ 現状・課題 

○ 都実態調査によると、都の配偶者暴力相談支援センターで面接相談を受けた被害

者の半数近くが無職（主婦）であり、被害者の約８割は子供がいると回答していま

す。被害から立ち直り、子育てをしながら自立した生活を送るためには、安定した

職業に就き、経済的な基盤を確保する必要があります。 

○ 都では、就労のためのカウンセリングや情報提供、就業に必要な知識や技能を身

につけるための職業訓練等を行っています。 

○ 配偶者暴力相談支援センターでは、子供のいる被害者が安心して受講できるよ

う、託児サービスを設けて、就労支援をテーマにした自立支援講座やパソコン講座

等を実施しています。 

○ 今後も、被害者のニーズに沿った、よりきめ細かい支援策の提供に取り組む必要

があります。 

 

 

 ■ 取組の方向性 

○ 被害者の安定した就労の実現のため、関係機関が連携して被害者のニーズに合っ

た支援策の提供に努めます。 

○ 一時保護施設等の退所者に対する就職時の身元保証制度についての情報提供な

ど、被害者に対し、就労に必要な情報を適切に提供します。 

 

 

 ■ 具体的施策 

① 職業訓練の充実 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 都立職業能力開発センター等において、就職に必要な知識・技能を

習得するための訓練を実施し、希望者に対して業務を通じて支援しま

す。 

産業労働局 

施策目標 (３) 就労支援の充実 

【これまでの主な取組】 

○都立職業能力開発センター、東京障害者職業能力開発校（国立・都営）の通常

業務の中で対応 
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○ 母子家庭の母等の職業的自立を支援するため、民間教育訓練機関等

を活用した委託訓練を実施し、職業訓練の受講機会の確保を図ってい

きます。 

産業労働局 

 

 

② 東京しごとセンター等における就労支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 東京しごとセンターにおいて、一人一人の適性と状況を踏まえたき

め細かなキャリアカウンセリングや再就職支援セミナーを実施する

ほか、能力開発、職業紹介など、希望者に対して就職活動を支援しま

す。  

産業労働局 

○ 東京しごとセンターにおいて、被害者に対して適切な対応ができる

よう、相談員や受付窓口担当者等に対する研修等を実施します。  

産業労働局 

○ 東京ウィメンズプラザにおいて、マザーズハローワーク等との連携

などにより、就労支援の取組を進めます。 

生活文化局 

○ 配偶者暴力相談支援センターでは、一時保護施設等の退所者に対す

る就職時の身元保証制度についての情報提供など、被害者に対し、就

労に必要な情報を適切に提供します。 

生活文化局

福祉保健局 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○東京しごとセンターにおけるキャリアカウンセリング、就業相談、求職活動支

援セミナー、能力開発、職業紹介等の実施 

○東京しごとセンターにおける被害者への対応に係る研修等の実施 

○東京ウィメンズプラザにおけるマザーズハローワークとの連携による講座の

実施 

－ 75 －



第

３

章

具
体
的
施
策

第２部 事業計画

   

③東京ウィメンズプラザにおける就労支援 

 

 

 

 

 

  

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 被害者の就労に役立つパソコン技術の習得を支援するため、パソコ

ン講座を実施します。 

生活文化局 

○ 自立支援講座における就労支援内容の充実や、マザーズハローワー

ク等との連携などにより、就労支援の取組を進めます。 

生活文化局 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【これまでの主な取組】 

○被害者に向けたパソコン講座の実施 

○就労支援をテーマにした講座やマザーズハローワークとの連携による講座の実

 施 
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 ■ 現状・課題 

○ 被害者の多くは無職であったり、就業していてもパートやアルバイトなど収入が

安定しない雇用形態である場合が多いことから、被害者が住んでいた家や一時保護

施設を出て自立しようとする場合、住宅の確保は大きな課題です。 

○ 一時保護施設等を退所した後の被害者の当面の住まいとして、都では社会福祉施

設等がその役割を果たしています。 

○ また、都では、単身被害者への都営住宅の入居や、被害者世帯への当選倍率の優

遇など、都営住宅を活用した住宅確保支援を行っています。 

○ 区市町村の中には公営住宅における入居優遇措置や、引っ越しや敷金等にかかる

初期費用の貸付を行っているところもあります。 

○ さらに、一時保護施設や、民間シェルターの退所後すぐに自立生活ができない人

のための、ステップハウスを運営する民間団体もあります。様々な施設がある中、

被害者に適切な情報提供を行う必要があります。 

○ 被害者が民間の賃貸住宅への入居を希望する場合、一時保護施設や婦人保護施設

等の退所者に対しては、連帯保証制度等についての情報提供を行っていますが、保

証人がいないため、住宅を借りることができない被害者に対しては、民間賃貸住宅

へ円滑に入居できるようにするための公的保証などの制度が必要と考えられます。 

 

 

 ■ 取組の方向性 

○ 一時保護施設等を退所した後の各施設の利用について、各関係機関と情報共有す

るなど連携して、被害者に対する適切な情報提供を行います。 

○ 被害者の住宅確保のため、引き続き都営住宅を活用した支援に取り組みます。 

○ 民間賃貸住宅に入居する際の保証制度について、一時保護施設等の退所者への連

帯保証制度等適切な情報提供を行うとともに、全国共通の公的保証制度の創設につ

いて、既存の保証制度を活用して対象を配偶者暴力被害者に広げることも含めて、

国への働きかけを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

施策目標 (４) 住宅確保のための支援の充実 
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■ 具体的施策 

① 都営住宅を活用した被害者の住宅の確保 

 

 

 

 

 

  

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 単身の配偶者暴力被害者に対して、都営住宅への入居を実施しま

す。  

都市整備局 

○ 20 歳未満の子供のいる被害者をひとり親世帯と見なし、当選倍率

の優遇及びポイント方式による募集を行います。 

都市整備局 

○ ひとり親世帯に該当しない被害者世帯に対しても当選倍率の優遇

を行います。  

都市整備局 

○ ひとり親等の支援施設の退所者に対して、都営住宅の特別割当を行

います。 

都市整備局 

 

 

② 一時保護施設等退所後の支援 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 一時保護施設等を退所した後の各施設の利用について、被害者に対

する適切な情報提供を行います。  

福祉保健局 

○ 被害者が一時保護施設を退所した後の住宅確保として、区市町村を

含めて関係機関等による支援ネットワークを築いていきます。 

福祉保健局 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○単身の被害者への都営住宅入居の実施 

○世帯向け募集における当選倍率の優遇 

○ポイント方式による募集 

○母子生活支援施設等退所者向け特別割当の実施 

【これまでの主な取組】 

○区市町村等と連携した利用可能な既存施設の検討、活用 
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③ 家賃債務保証制度に関する国への要望 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 民間賃貸住宅への入居を希望する被害者に対して、一時保護施設等

の退所者の場合、連帯保証制度が利用できることなど、適切な情報提

供を行います。   

生活文化局

福祉保健局 

○ 民間賃貸住宅への入居を希望する被害者で、連帯保証人を見つける

ことが困難な場合に支援できるよう、全国共通な公的保証制度の創設

について国等へ要望を行います。  

生活文化局 

【これまでの主な取組】 

○一時保護施設等退所者に対する自立援助促進事業の情報提供 

○国に対する公的保証の制度について要望 
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 ■ 現状・課題 

○ 都実態調査によると、配偶者暴力のある家庭では、同居する子供に加害者から直

接暴力が及ぶケースや直接暴力を受けていなくても家庭内で配偶者暴力を目撃し

たことにより著しい心理的外傷を受けたケースなど、半数近くの家庭で児童虐待に

当たる行為が行われています。このうち約１割は被害者からも直接暴力が及んでい

ます。 

○ 同調査によれば、加害者から暴力を受けた子供への影響として、「加害者への憎

悪・恐れ」「性格・情緒のゆがみ」のほか、「被害者への憎悪・恐れ」なども見られ

ます。また、子供を持つ被害者の約３割が子供の心についての不安を抱えており、

被害者と子供がともに安心して生活できるように見守る体制が求められています。 

○ 子供に与える影響の大きさを考慮し、配偶者暴力相談と児童相談の機関が密接に

連携するとともに、身近な地域で幼稚園や保育所、学校と子供家庭支援センター等

との連携による子供のケア体制の確立が重要です。 

○ 都では、子供の支援に当たる各機関が共通の認識を持って対応するため、「配偶

者暴力から子供を守る連携プログラム」を作成し、関係機関において活用してきま

したが、この内容の充実を図り、より幅広く普及させると共に、関係機関の連携を

一層強化する必要があります。 

○ また、子供の心の安定には、その親の心の安定が必要となります。前述のとおり、

被害者から子供への虐待も見受けられることから、子供と合せて、被害者である親

に対して、心の安定を取り戻すケアが必要となります。 

○ 都では、配偶者暴力のある家庭の子供とその母親を対象に、心の傷の回復を側面

から支援するため、遊びなども採り入れて友達とのコミュニケーションの取り方な

どを継続的に学習する講座を実施しています。 

○ 一般的には、離婚後も親子の交流を維持することは望ましいとされていますが、

配偶者暴力により離婚した後の加害者と子供との面会交流には、子供の安全安心が

脅かされることのないよう、慎重な対応が必要です。また、面会交流によって、子

供自身及び同居する親の影響で子供が精神的に不安定になることもあるため、特に

配慮が必要となります。 

 

 

 ■ 取組の方向性 

○ 配偶者暴力被害者の支援機関と児童相談所や子供家庭支援センターなど子供支

援の中核的機関との連携を強化し、配偶者暴力の被害者と同様に、同伴する子供に

対しても、切れ目のない継続的なケアを提供します。 

施策目標 (５) 子供のケア体制の充実 
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○ 児童相談所や学校との連携・協力により、児童心理司、スクールカウンセラー等

を活用し、子供の心のケアの充実を図ります。 

○ 児童相談所や子供家庭支援センターなど子供の支援に当たる各機関の関係者へ

の研修や情報提供の充実を図ります。 

○ 併せて、「配偶者暴力から子供を守る連携プログラム」の内容の充実を図り、幼

稚園や保育所、学校等へより幅広く普及させることにより、配偶者暴力に対する理

解を深めていきます。 

○ また、子供のケアのためには、親の心の回復が重要であるため、配偶者暴力のあ

る家庭の親子ともに参加する講座の充実により、心の傷の回復を側面から支援しま

す。 

○ 配偶者暴力により離婚した被害者の支援に当たって、面会交流が問題となる時

は、子供の状態や意思に十分配慮することが求められます。配偶者暴力により離婚

した後の加害者と子供との面会交流については、特に慎重な対応が必要です。その

ため、民間団体も含めた関係機関の職員を対象に、面会交流が子供に与える影響を

踏まえ、適切に対応するための具体的な知識や技術の付与を行います。 

 

 

 ■ 具体的施策 

① 子供のケア体制の徹底 

 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 配偶者暴力相談支援センター、児童相談所及び区市町村の関係機関

との連携を強化して、子供へのケア体制を充実させていきます。 

生活文化局

福祉保健局 

○ 関係機関が共通の認識を持って対応するため、「配偶者暴力から子

供を守る連携プログラム」を活用するとともに、内容の充実を図りま

す。 

生活文化局 

○ 児童相談所や子供家庭支援センターなど子供の支援関係者に対し、

配偶者暴力に関する研修や情報提供を充実させます。 

生活文化局 

【これまでの主な取組】 

○「配偶者暴力から子供を守る連携プログラム」の活用 

○配偶者暴力対策ネットワーク会議等を活用した関係機関との連携強化 

○一時保護中の同伴児童のケア体制の充実 
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○ 職務関係者に向けた研修の中で、面会交流が子供に与える影響等に

ついて情報提供を行います。 

生活文化局 

○ 保育士の配置を引き続き行い、一時保護における保育体制の充実を

図ります。（再掲） 

福祉保健局 

○ 一時保護において就学児童に対する学習の機会を保障し、各児童の

状況に応じたきめ細かな学習支援を行います。（再掲） 

福祉保健局 

○ 一時保護中の同伴児童に対する心理的ケアの充実を図るとともに、

切れ目のない支援のために、地域の関係機関に対し情報提供を行いま

す。（再掲） 

福祉保健局 

 

 

② 子供家庭支援センターの拡充 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 市町村において、児童虐待の未然防止・早期発見をはじめ、子供と

家庭のあらゆる相談に積極的に取り組んでいけるよう、子供家庭支援

センターの機能を充実させるため、設置する市町村への補助を行いま

す。 

福祉保健局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○子供家庭支援センターを設置する市町村※に対し一定の補助を実施 

 (※区に対しては平成 19 年度から補助ではなく都区財政調整に算入) 
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③ 子供の心のケアの充実 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 児童相談所や学校において、児童心理司、スクールカウンセラー等

を活用した子供の心のケアを行います。 

福祉保健局

教育庁 

 

 

④ 保護者とその子供に対する講座の実施 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 配偶者暴力のある家庭で育った子供とその母親を対象に、心の傷の

回復を側面から支援するため、遊びなども採り入れて親子や友達との

コミュニケーションの取り方などを継続的に学習してもらう講座を

実施します。 

生活文化局 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○東京ウィメンズプラザにおける子供に対する講座「子供広場」の実施 

【これまでの主な取組】 

○児童心理司、スクールカウンセラー等を活用した子供の心のケアの実施 

 

－ 83 －



第

３

章

具
体
的
施
策

第２部 事業計画

   

 

 

 

 

 

 

 ■ 現状・課題 

○ 被害者支援のためには、関係機関が共通認識を持ち、日々の相談、一時保護、自

立支援等様々な段階において、緊密に連携して取り組むことが必要です。 

○ 都では、平成 19 年度に都の関係機関、区市町村の各機関代表、支援に携わる各

種民間団体を構成メンバーとする「東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議」を設

置し、連携強化を図りながら、対策の推進と新たな課題への対応を検討しています。 

○ また、47 の区市で、配偶者暴力対策の関係機関の連絡会議等が設置され、地域

の関係機関同士のネットワーク化が進められています。 

○ 都と区市町村の連携は、これらの広域及び地域での連携ネットワークの核となる

ものです。平成 19 年度の配偶者暴力対策防止法改正を踏まえて、都は区市町村の

配偶者暴力相談支援センターの機能整備のための技術的支援を行ってきました。 

○ 平成 28 年８月現在、12 区が配偶者暴力相談支援センターを整備しています。こ

れら配偶者暴力相談支援センター同士の連携を図り、共通する課題を検討していく

ことは、支援者の対応能力強化のために重要です。 

○ 都においては、区市町村の配偶者暴力相談支援センター整備に向けた働きかけを

強化していくとともに、配偶者暴力対策基本計画が未策定で、相談・支援体制の整

っていない町村に対しても、各町村の実情を踏まえたきめ細かい支援を行うなど、

広域的・専門的な取組の一層の充実と、調整機能の強化を図っていく必要がありま

す。 

 

 

■ 取組の方向性 

○ 都と区市町村の役割分担に基づき、それぞれの関係機関間の連携・ネットワーク

化を進めるとともに、配偶者暴力相談支援センター連携会議等を通じて、都と区市

町村のセンター同士の連携強化を図ります。 

○ 被害者が身近な地域で充実した支援を受けることのできる体制づくりのため、配

偶者暴力相談支援センター未整備の区市町村に対し、整備に向けた働きかけを行う

とともに、相談・支援体制の不十分な区市町村に対しては、出前講座や基本計画策

定支援等を通じて体制強化を支援します。 

 

 

基本目標 ５   関係機関・団体等の連携の推進 

施策目標 (１) 広域連携と地域連携ネットワークの強化 
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■ 具体的施策 

① 都と区市町村の役割分担に基づく連携の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 区市町村が、被害者やその家族にとって身近な相談窓口として、相

談体制の整備・充実、緊急時の安全確保や、地域における継続的な自

立支援等を行えるよう、配偶者暴力相談支援センターの機能整備に向

けた働きかけを行います。 

生活文化局 

○ 区市町村に対し、被害者支援に関する助言や情報提供、相談員や職

員の研修、被害者支援の調整を行う人材育成、関係機関との総合調整

等を行います。 

生活文化局 

○ 広域自治体として、都の配偶者暴力相談支援センターを中核に、専

門的な相談も含めた相談対応の充実、一時保護の実施、職務関係者へ

の研修等を行います。  

生活文化局

福祉保健局 

○ 都と区市町村は、それぞれの役割に基づき、関係機関によるネット

ワークを形成し、相互に有機的な連携がとれる体制を強化していきま

す。 

生活文化局 

○ 東京都配偶者暴力相談支援センター連携会議等を通じて、区市町村の

支援センターとの連携を図ります。（再掲） 

生活文化局 

 

 

② 区市町村における配偶者暴力対策基本計画の策定・改定支援 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○区市町村配偶者暴力相談支援センター機能整備推進窓口の設置、技術的支援 

○区市町村に対する相談員養成講座、関係機関の調整を行う職員等を対象とした

コーディネート研修等の実施 

○広域自治体として専門相談、一時保護、職務関係者研修の実施 

【これまでの主な取組】 

○基本計画策定予定の区市町村に対する事前の意見交換、助言 

○区市町村に対する基本計画策定のための説明会の開催 
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【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 町村が配偶者暴力対策基本計画の策定に取り組むことができるよ

う、積極的に情報提供と助言などの支援を行います。 

生活文化局 

○ 区市町村に対し、配偶者暴力対策基本計画の改定に当たっての情報

提供や助言などの支援を行います。 

生活文化局 

 

 

③ 区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能整備への支援（再掲）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 区市町村の相談員等の資質向上を図るため、相談員養成研修を充実

させます。（再掲） 

生活文化局 

○ 区市町村における配偶者暴力等被害者の支援体制の中核となる人

材を養成するため、関係機関の調整を行う職員等を対象とした、支援

のための総合的な知識や技術に関する研修を充実させます。（再掲） 

生活文化局 

○ 「区市町村配偶者暴力相談支援センター機能整備推進窓口」におい

て、支援センター運営に必要な情報等を提供し、機能整備を進める区

市町村に技術的支援を行います。（再掲） 

生活文化局 

○ 区市町村を訪問し、機能整備に向けた助言を行うことにより、支援

センター機能整備を促します。（再掲） 

生活文化局 

○ 相談・支援体制が不十分な区市町村に対して、出前講座等を行い、

体制強化を支援します。（再掲） 

生活文化局 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○相談員養成講座、相談員スーパーバイズの実施 

○関係機関の調整を行う職員等を対象としたコーディネート研修の実施 

○「配偶者暴力相談支援センター機能整備の手引」の作成・配布 

○区市町村に向けた配偶者暴力相談支援センター整備に関する説明会の開催 

○区市町村配偶者暴力相談支援センター機能整備推進窓口における技術的支援 
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④ 配偶者暴力対策のためのネットワーク会議の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 配偶者暴力対策ネットワーク会議を通じて、都及び区市町村の関係

各機関、医療、司法、人権擁護団体、民間支援団体等の連携を強化し、

広域的な被害者支援についての検討、地域によって差が生じない被害

者支援ができる体制の強化を図ります。 

生活文化局 

○ 推進部会を通じて、本計画の進捗状況を把握し、都における配偶者

暴力対策の促進を図ります。 

生活文化局 

○ 連携部会を通じて、相談や自立支援の実務における課題を検討する

など、効果的な連携を進めます。 

生活文化局 

 

 

⑤ 被害者支援基本プログラムの活用（再掲） 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 都内の各支援機関が統一的な支援を行うことができるよう、「配偶

者暴力被害者支援基本プログラム」について、支援の実情や新たな社

会資源等を反映した改定を行います。（再掲） 

生活文化局

福祉保健局 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○配偶者暴力対策ネットワーク会議の設置・運営 

○ネットワーク会議への法曹三者等の参加による関係機関の連携強化 

○事業推進検討を行う「推進部会」、相談等実務担当者で事例検討その他の検討

を行う「連携部会」の設置・運営 

【これまでの主な取組】 

○「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」の関係機関への配布 
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 日本に在留する外国人の方は、原則として日本で在留しようとする目的に応じた在留

資格をもって在留することとなっており、また、在留資格毎に「１年」や「３年」など

の在留期間が定められています。したがって、東京都に居住する外国人の方が在留期間

を超えて引き続き日本に在留しようとする場合には、東京入国管理局において在留期間

更新許可を受ける必要があります。 

 

 東京入国管理局では、このような手続をする中で配偶者暴力の被害者がいることを把

握した場合には、配偶者暴力相談支援センター、婦人相談所や警察等の関係機関と連携

して被害者の安全確保に努めています。 

 また、例えば、 

 ○ 「日本人の配偶者等」の在留資格で在留する外国人の方が配偶者暴力により別居

を余儀なくされて、在留期間更新許可申請等に必要な資料を用意することが困難な

場合 

 ○ 配偶者暴力が原因で在留期間を超えて不法残留してしまった場合 

について、その置かれていた事情を勘案の上で在留を認めるなどの人道的な配慮をして

います。 

コラム⑤ 

東京入国管理局の取組 

～配偶者暴力の外国人被害者が引き続き日本に在留できるような配慮～ 
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 ■ 現状・課題 

○ 被害者にきめ細かい支援を行うために、民間の支援団体が大きな役割を担ってい

ます。シェルター運営や同行支援、自立支援のためのプログラムの実施などに加え、

最近では、子供の面会交流の付添いといった支援も増えてきており、支援内容は多

岐にわたっています。 

○ 民間の支援団体の中には、配偶者暴力防止法の整備以前から取組を行ってきた団

体や、専門の分野に関して高い能力を有する団体も多くあります。こうした、支援

団体の中には、資金面での課題を抱える団体もあります。 

○ 都では、同行支援や面会交流の付添など被害者及び子供への各種支援事業やシェ

ルター等被害者支援施設の安全対策の強化、さらに、複数の団体が連携した取組の

コーディネートを行う業務など、民間団体等が実施する配偶者暴力対策に関する自

主事業に対して、経費の一部を助成しています。 

○ 今後もより一層、民間団体の取組を行政として支援していく必要があります。 

○ また、都と民間団体との連携会議の開催や、配偶者暴力対策ネットワーク会議に

各種民間団体の参加を得るなど、民間団体との連携の促進に取り組んでいます。 

○ 被害者に対するきめ細かい支援のため、民間団体が活動しやすい環境整備を行い、

相互の意思疎通を図りながら連携を強化していく必要があります。 

  

 

 ■ 取組の方向性 

○ 被害者に対し、相談から安全確保、自立に至るまで、きめ細かく切れ目のない支

援体制を確立することを目指し、今後も民間団体の有する専門的能力を活用するな

ど、民間団体との連携強化を図ります。 

○ あわせて、民間団体の自主的な取組に対し、一層の支援を図るなど、これまで以

上に民間団体が活動しやすい環境整備に取り組みます。 

 

 

 ■ 具体的施策 

① 民間団体との連携の促進 

 

 

 

 

 

施策目標 (２) 民間団体との連携・協力の促進

【これまでの主な取組】 

○ＤＶ防止等民間活動助成事業の実施 

○配偶者暴力対策ネットワーク会議への民間団体の参加 

○講座・研修等の情報提供、関係団体との情報交換 
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 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 民間団体等が自主的に行う配偶者暴力対策に関する事業に助成し、

その活動を支援します。 

生活文化局 

○ 民間団体等が複数団体で連携して行う配偶者暴力被害者支援事業

に助成し、その活動を支援します。☆ 

生活文化局 

○ 被害者支援において幅広い活動を行っている民間支援団体との情

報交換を積極的に行います。 

生活文化局 

○ 配偶者暴力相談支援センターが行う各種研修・講座の開催情報や、

配偶者暴力対策に関する制度についての情報提供を細やかに行いま

す。 

生活文化局 

○ 民間団体研修に、行政職員・相談員も参加することで、民間団体と

行政の連携促進を目指します。☆ 

生活文化局 

 

 

② 配偶者暴力被害者支援民間人材の養成 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 外国人被害者の相談及び自立支援に必要な人材養成を、民間団体と

連携して進めます。（再掲） 

生活文化局 

○ 民間団体との協力により養成した人材が積極的に活動できるよう、

関係機関、民間団体と調整を行います。  

生活文化局 

○ 民間団体研修を開催し、民間団体のメンバーのスキルアップを図り

ます。☆ 

生活文化局 

 

【これまでの主な取組】 

○外国人被害者のための通訳者研修の実施、修了者の登録 
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平成 12 年 6 月の設立以来、被害当事者女性と子供たちの安全な生活と心の回復をする

各種相談をはじめ、その方のプロセスに添った心理ケアや自立・就業に向けたプログラ

ム、地域とのつながりをつくる支援をしています。Saya-Saya が実施している様々な

活動の中で、地域の関連機関と連携して実施している支援事業について御紹介します。

 
【てらこやミモザ】 

 被害を受けた家庭や地域の子供たちを対象に、学習 

支援・居場所づくり、食事提供をしています。 

毎週火曜日の 16:30～20:00、小学生３～５名、中学生 

２名、高校生３名 （平均６～８名）が参加しています。 

学習支援や食事つくりには、20 代～70 代のボランティア 

が８～10 名（元公務員、元学校教師、塾講師、学生、保育士、言語聴覚士、社会福祉

士、精神保健福祉士、臨床心理士、主婦、調理師など）が関わっています。 

マンツーマンでボランティアが学習支援し、子供たちは苦手な科目にも少しずつ興味

を持てるようになりました。発達障害の子供には、丁寧に段階を踏みながら、教材も購

入して支援します。最初は、落ち着きのなかった子供が、仲間に出会い、兄弟姉妹、家

族のような関わりをもち落ち着いてきます。大学受験を目指せるようになった子やこれ

まで中学不登校だった男子が工業高校に入り、とても元気に通学を始め、昨年３月で卒

業後、有名企業に勤めることができました。 

子供たちは、それぞれ親との関係、友達との関係

などに傷ついているので、それぞれ担当者をつけ、

カウンセリングや進路の相談などにものっていま

す。普段、いい子でおとなしく目立たなかった中学

生女子が、「てらこやがなかったら、自殺していたか

もしれない。いつも死にたいと思っていた」と語っ

てくれ、この居場所の存在、関わりの重要性・必要

性を教えてくれました。 

 

【継続支援の必要性について】 

てらこやミモザ事業はまだ始まったばかりの活動ですが、成果は目に見えて大きいもの

があります。配偶者暴力被害の未然防止や被害に遭ってひとり親家庭になった子供たちの

支援は、今後も継続させていく必要性のある大事な事業であることを再認識させられてい

ます。今後の世界を担う子供たちの心と体を健康に育むためにも、子供たちが自分の生き

方を見つけるためにも、ずっと継続させていきたいと思います。 

コラム⑥ 

地域と連携した配偶者暴力を受けた女性と子供の支援と予防

（ＮＰＯ法人女性ネット Saya-Saya） 

▲箱庭セラピーの様子 
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東京都内で活動する複数の民間支援団体が協力し、配偶者暴力被害者のため連携同行

支援事業を実施しています。 

 

【同行支援とは】 

 

 

 

 

 

【同行先】 

 

 

 

 

 

【ニーズ】 

 

 

 

 

 

【連携事業のメリット】 

 

 

 

 

 

 

【課 題】 

 

コラム⑦ 

連携同行支援事業を中心とした当事者支援と支援員育成、 

民間団体強化活動（一般社団法人ウェルク） 

配偶者暴力による PTSD（心的外傷後ストレス障害）、不安からのパニック障害やうつ、

恐怖感、複合的な障害があることで、被害者が一人で行政窓口や病院、法律相談などに

行くことが困難な場合に、支援員が一緒に現地へ同行し、本人をサポートするという支

援です。平成 25 年度の同行実績は、都内 23 区で、約 60 名の支援員、延べ約 300 件

の同行支援を行いました。また、外国の方への同行数は年間延べ 250 件で、計約 550

件になります。 

配偶者暴力・生活相談や諸手続きのために行政窓口や警察、法テラスや法律事務所、

調停や裁判のために家庭裁判所、外科や内科、産婦人科、精神科など医療機関、学校、

保育園、入国管理局など、多様な場所に同行しています。一時保護施設や中期滞在施設

に入所中など、地理に不慣れな場合や、未就学の子供を同伴しているケースも多く、支

援員は複数でかかわっています。午前午後にわたる長時間の同行になることも多く、土

日の対応もできる限り対応しています。

同行支援は、依頼する相談員、同行先にもメリットがあるため、ニーズは年々増加し

ています。また、複合的な支援を必要とするケースも多くなっています。行政の支援が

届きにくい配偶者暴力被害者に寄り添った支援を行うなど、民間団体だからこその活動

に力を入れています。これにより、被害者が安心して生活を立て直し、自助グループや

サポートグループとつながり仲間をつくり、継続的に回復自立への道筋を示すことが可

能となっています。 

連携団体間の交流が図られることで、団体の特徴を生かした、より当事者ニーズに沿

った支援が行われるようになりました。また、被害者支援の長年の経験、スキルがある

支援員と若い支援員がインターンとして 2 名体制で現場体験をシェアすることで支援技

術の伝承を図っています。 

このように、当事者や周りのニーズに柔軟に応えることができるため、団体が持つ特

性を量的にも質的にも有効に活用し、当事者の安全・安心の確保と支援団体の活動強化

を図ることができています。 

現在、支援員の慢性的不足などにより、実際のニーズのすべてには応じられていない

状況です。また、資金の多くを助成金でまかなっていますが、単年度ごとの申請のため

資金調達が不安定なこと、支援員の高齢化に伴う若年層支援員の育成などが課題となっ

ています。 
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 ■ 現状・課題 

○ 被害者の支援を行う関係者には、暴力により被害者が受けた精神的ダメージにつ

いての理解と配慮が必要です。 

○ これまでに都では、相談員や医療関係者、教職員、民生委員・児童委員等の職務

別に、早期発見や相談、自立支援など適切な支援に必要な研修を行ってきました。 

○ また、被害者支援を行っている民間支援団体の関係者に向けて、人材養成のため

の研修を実施しています。 

○ 被害者の安全を確保して本人の意思を尊重した支援を行うため、民間支援団体と

の連携によって研修内容の充実を図るとともに、官民関わりなく、幅広く人材を育

成することが必要です。 

○ 配偶者暴力相談支援センターや区市町村の相談窓口等で被害者の自立支援を行

う相談員等には、福祉に関する手続や地方裁判所への保護命令の申立てなどの法的

な手続に関する専門的知識の習得や、関係機関との連絡調整を円滑に行う能力の向

上に向けた取組が必要です。 

○ 育成した人材を効果的に活用し、被害者支援の質の向上を図るためには、相談員

等の専門的能力を適正に評価し、それに見合った処遇の検討も求められます。 

○ 相談員や福祉事務所及び一時保護施設の職員等、被害者の支援に直接携わる職員

が代理受傷によるバーンアウト※に陥らないよう、スーパーバイズなど心理的負担

の軽減に向けた対策の充実が必要です。 

（※相談を聞き続けることで内容等により相談員自身が傷つき、相談を受けることに対して

疲れ、燃え尽きたようになってしまうこと。燃え尽き症候群） 

 
 

 ■ 取組の方向性 

○ 被害者が安心して満足度の高い支援を受けることができるよう、研修内容の充実

や研修対象者の拡大などにより、民間団体を含め被害者の支援に当たる人材を育成

するとともに、支援者の負荷の軽減に向けた対策の充実を図ります。 

○ 相談員の資格認定制度の創設について国に働きかけるなど、支援者の専門的能力

の適正な評価に向けた取組を行います。 

 

 

基本目標 ６   人材育成の推進と適切な苦情対応 

施策目標 (１) 人材の育成 
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 ■ 具体的施策 

① 職務関係者研修の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 職務関係者の質的向上に資する研修について、被害者のニーズに応

じたテーマや対象を拡大して、一層充実させていきます。 

生活文化局 

○ 区市町村における配偶者暴力被害者の支援体制の中核となる人材

を養成するため、関係機関の調整を行う職員等を対象とした、支援の

ための総合的な知識や技術に関する研修を充実させます。 

生活文化局 

○ 相談員等が代理受傷等によるバーンアウトに陥らないよう、相談員

に対する研修の充実やピアカウンセリング※等を行います。 

（※相談員同士など同じ立場の人同士が話を聞き合うこと） 

生活文化局 

○ 相談員の資格の認定など支援者の専門的能力の適正な評価に向け

て、機会を捉えて国に働きかけます。 

生活文化局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主な取組】 

○相談担当者、医療関係者、教員、民生委員・児童委員等、年 7回の対象別職務

関係者研修の実施 

○職務関係者研修（基礎研修２回）における参加対象者の拡大 

○関係機関の調整を行う職員等を対象としたコーディネート研修の実施 

○相談員に対するスーパーバイズ、ケースカンファレンスの実施 
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② 配偶者暴力被害者支援民間人材の養成（再掲） 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 外国人被害者の相談及び自立支援に必要な人材養成を、民間団体と

連携して進めます。（再掲） 

生活文化局 

○ 民間団体との協力により養成した人材が積極的に活動できるよう、

関係機関、民間団体と調整を行います。（再掲）  

生活文化局 

○ 民間団体研修を開催し、民間団体のメンバーのスキルアップを図り

ます。（再掲） 

生活文化局 

【これまでの主な取組】 

○外国人被害者のための通訳者研修の実施、修了者の登録 
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■ 現状・課題 

○ 被害者の支援を行う関係者の不適切な対応による、「二次被害※」で被害者が、

支援機関に対する不信感を抱き、暴力被害の解決が阻害される事例が依然として起

きています。 

○ 都では職務関係者に加え、区市町村の住民票や国民年金担当課の職員など、広く

窓口で対応に当たる職員を対象に行う研修の中で、こうした被害を防止するための

取組を行っています。 

○ 行政機関の関係者のみならず警察や司法関係者、民間支援団体等も含めた様々な

支援機関と連携し、研修の実施等を通じて、配偶者等暴力への理解を深め、適切な

対応が取られるよう働きかけていく必要があります。 

○ また、配偶者暴力相談支援センターをはじめとした支援機関では、相談や支援に

対する被害者からの苦情の申し出に対して、誠実に受け止め対応し、必要に応じて

対処方法の改善を図るなど、ルールに沿った速やかで適切な対応に取り組んでいま

す。 

○ 今後も、被害者に対する説明責任と支援機関の対応能力向上に向けた取組の推進

が必要です。 

（※被害者が被害の後に、加害者からではなく、公的機関や被害者を取り巻く周囲の人々の

言動によって更に傷つけられること） 

 

 

 ■ 取組の方向性 

○ 配偶者等暴力の深刻さを十分に認識しないまま不適切な対応を行わないよう、二

次被害防止のための研修の充実を図ります。 

○ 苦情の申し出に適切な対応をするため、支援機関における苦情処理手順の明確化

を図ります。 

 

 

 ■ 具体的施策 

① 二次被害防止のための研修の充実 

 

 

 

 

 

施策目標（２）二次被害防止と苦情への適切かつ迅速な対応

【これまでの主な取組】 

○職務関係者研修に二次被害防止に係る事項を盛り込み実施 

○警察、司法関係者、民間団体等への職務関係者研修参加の働きかけ 
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 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 配偶者等暴力の深刻さを十分に認識しないまま、不適切な対応を行

わないよう、職務関係者はもちろん、区市町村における全ての窓口対

応に当たる職員を対象として、二次被害防止のための研修を実施しま

す。 

生活文化局 

○ 警察や司法関係者なども含めた支援関係機関、民間団体に対しても

研修への参加を促すほか、各団体での研修等への取組を働きかけま

す。 

生活文化局 

 

 

② 相談機関における苦情処理担当の設置と手順の明確化 

 

 

 

 

 

  

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 被害者の苦情に対して適切な対応がとれるよう、苦情処理担当への

研修等を実施します。 

生活文化局 

○ 「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」の周知を図る中で、苦

情処理についても周知を図ります。  

生活文化局 

 

【これまでの主な取組】 

○職務関係者研修における実施 

○配偶者暴力被害者支援基本プログラムによる苦情処理対応の周知 
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■ 現状・課題 

○ 配偶者等暴力の防止のためには、暴力を生み出す背景・原因や都民の意識等を調

査分析し、暴力の解決や被害者支援に関する施策を検討することが必要です。 

○ 都では配偶者暴力の被害者及び被害者の支援を行う関係機関に対し、実態調査を

行い、配偶暴力対策基本計画の施策に反映してきました。 

○ 引き続き、適切な時期に実態等の調査を行い、その傾向と状況の分析を行うこと

が必要です。 

○ また、加害者への対応は、被害者の保護のみならず暴力を防止する観点からも、

社会にとって重要です。 

○ 国の「第４次男女共同参画基本計画」においては、加害者更生に関する取組とし

て、「地域社会内での加害者更生プログラムを実施する場合の連携体制の構築も含

め、その在り方を検討する」とされています。 

○ 平成 28 年３月に内閣府が発表した「配偶者等に対する暴力の加害者更生に係る

実態調査研究事業」報告では、「加害者プログラムを被害者支援の一環で進めてい

くためには、国において一定基準（実施形態、回数、プログラムの終了基準、被害

者の安全確保に関する方針、スーパービジョン、プログラム実施者・ファシリテー

ターの資格等）やマニュアルが策定されることが望ましい」とあり、今後の検討が

待たれます。 

○ 一方、法的強制力がない段階での実施については、かえって逆効果であるとの意

見もあります。 

○ 加害者更生については、専門的知識を持つ人材の育成、加害者の参加についての

刑事司法制度での位置づけなど、国による取組が不可欠であることから、国の動向

を注視するとともに、引き続き、国に対し必要な法制度の整備等を働きかけること

が必要です。 

○ 都においては、配偶者暴力相談支援センターが実施している相談に寄せられた加

害者からの相談事例を分析するとともに、民間団体が行う加害者更生の取組の情報

を収集するなど、実態の把握等に努めることが必要です。 

 

 

■ 取組の方向性 

○ 都内における配偶者等暴力と被害者を取り巻く状況を把握・分析し、被害者が真

に必要とする施策を検討していきます。 

○ 加害者対応に関しては、相談事例の分析を通じて実態把握などに努めます。 

基本目標 ７    調査研究の推進 
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○ さらに、暴力の防止と被害者の保護のため、加害者対応の充実に向けて、国の動

向や民間団体等が実施する加害者更生のための取組に関する情報収集を行うとと

もに、国への働きかけを行います。 

 

 

■ 具体的施策 

① 配偶者暴力被害に関する調査研究 

 

 

 

 

 

 【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 都における相談事例の分析など、定期的に配偶者等暴力の被害や自

立支援に関する実態の把握を行います。 

生活文化局 

○ 基本計画の次期改定に向けて、被害者や関係機関に対する実態調査

を行います。 

生活文化局 

 

 

②加害者対策のあり方検討 

 

 

 

 

  

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 国における加害者対策等に関する情報及び研究成果や民間団体が

実施する加害者更生のための取組に関する情報の収集を行うととも

に、都の相談等に寄せられた加害者からの相談内容の分析を行いま

す。 

生活文化局 

○ 国の加害者更生及び加害者対策等の動向を見据え、加害者更生プロ

グラムの司法制度における位置付けを明確にすることなど、必要な法

制度を整えるよう、国に要望していきます。 

生活文化局 

 

【これまでの主な取組】 

○被害者や関係機関を対象とした、都実態調査の実施（26 年度） 

○男女平等参画状況年次報告における配偶者暴力の状況調査 

【これまでの主な取組】 

○配偶者暴力に係る相談の内容分析 

○実効性ある加害者更生プログラムに係る国への要望 
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領域Ⅴ 
 

 

男女平等参画を阻害する様々な暴力への対策 

 

 

 

 

 

 

  

男女間の暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。 

 

 性暴力被害については、その被害に遭ったことによる著しい身体的・精神的ダメ

ージに加え、周りに相談できずに一人で抱え込む傾向があります。 

また、精神的ダメージにより、ＰＴＳＤなどの症状が発生する確率が高い傾向に

あります。被害を受けてから少しでも早く、相談機関につなげ、精神的負担を軽減

し、適切な措置が行われる必要があります。 

ストーカー行為による被害についても、事態が急展開して重大事件に発展する恐

れがあるため、的確に危険性や切迫性を判断し、検挙と被害者保護の双方を迅速に

行うことが重要です。 

また最近では、ＳＮＳの普及等を背景に、女性の性的画像をネット上で拡散させ

る犯罪行為も増えており、若年層を中心に啓発を進めることが課題となっています。
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１ 性暴力被害者に対する支援 
  

 

 

 

■ 現状・課題 

 ○ 性犯罪・性暴力は、人権に深く関わる社会的な問題であり、配偶者等からの暴力

とともに男女平等参画社会の実現に向けた大きな妨げになっています。被害者は

身体的・精神的に大きな被害を受けるとともに、ときには安全な生活や職業をも

奪われてしまう場合も見られます。 

○ 被害者の多くは女性ですが、男性や子供が被害を受ける場合もあります。 

○ 都が設置した犯罪被害者の総合相談窓口における性犯罪被害に関する相談件数

は、平成 23 年度以降 2,000 件を超えており、全体のおよそ４割を占めています。

しかし、法務省の「第４回犯罪被害実態（暗数）調査」では、強姦や強制わいせつ

などの被害者がその被害を申告したのは２割弱にすぎません。 

 

性的事件の被害申告率の推移（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：法務省「犯罪被害実態（暗数）調査」より作成 

 

○ 内閣府調査では、男性から無理やり性交された被害者の６割強は「恥ずかしくて

だれにも言えなかったから」、「自分さえがまんすれば、なんとかこのままやって

いけると思ったから」、「そのことについて思い出したくなかったから」などの理

由で被害を誰にも相談していません。また、加害者との関係を聞いたところ、「交

際相手・元交際相手」が 28.2％と最も多く、次いで「配偶者・元配偶者」が 19.7％

となっており、親密な間柄での被害が多くなっています。 
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○ 都が実施した「性犯罪・性暴力被害者に対する調査」では、被害後の他人の言動・

態度により傷ついたこととして、「周囲の人々による無神経な言動」が６割を超え

ています。 

○ このように、性暴力については、被害を知られることに羞恥心を覚えたり、関係

機関や第三者の不用意な発言によって精神的に傷を負う二次被害を恐れることな

どにより、被害を打ち明けることを躊躇する例が少なくありません。また、被害そ

のものを明らかにできずに警察への届出をためらう傾向にあります。支援の際には、

相談しやすい環境整備や二次被害防止に向けた取組が求められます。 

○ また、被害に遭った女性はできる限り早く、医療的・心理的・法的支援を受ける

ことが必要です。しかし、複数の機関を訪問することは被害者にとって苦痛です。 

○ このため、都では平成 27 年７月から「性犯罪・性暴力ワンストップ支援事業」

を開始し、24 時間 365 日の相談対応と、被害直後から相談・医療、精神的ケア、

捜査関連支援等の支援をワンストップで行う体制を構築しています。 

○ 今後は、関係機関との連携を更に強化するなどにより、被害者を広く社会全体で

支える体制を構築していく必要があります。そのために、関係者に対する研修にお

いては、被害者支援の重要性や被害者への対応のあり方等、内容の充実を図ること

が重要です。 

○ さらに、被害者が身近な窓口で相談できるように、都をはじめ区市町村の相談窓

口等での更なる相談対応能力の強化を図る必要があります。 

 

 

■ 取組の方向性 

○ 社会全体で性犯罪・性暴力の防止が重要な課題であるという認識を深めるととも

に、支援を必要とする人に情報が届くよう、性犯罪・性暴力による被害の相談窓口

を周知します。 

○ 民間支援団体、協力医療機関、警察等の連携で実施している性犯罪・性暴力被害

者のワンストップ支援策について、関係機関との連携の強化や、関係者に向けた実

践的研修の実施等により充実を図ります。 

○ さらに、身近な窓口でも被害者からの相談に適切に対応できるように、研修等に

より相談窓口の職員の更なる対応能力の強化を図ります。 

○ 相談に対する被害者の心理的な抵抗感を取り除き、被害者にとって相談しやすい

環境を整備するとともに、被害者のプライバシー保護や二次被害防止に向けて適切

に対応します。 
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■ 具体的施策 

 

① 被害者等への支援 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 民間支援団体、協力医療機関、警察等と連携して、24 時間 365 日、

性犯罪・性暴力被害に遭われた方からの相談を受け付け、必要な支

援につなげる「性犯罪・性暴力ワンストップ支援事業」を実施しま

す。☆ 

総務局 

○ 東京ウィメンズプラザや女性相談センターにおいて、電話や面接に

よって相談に応じるほか、女性相談センターにおいて、一時保護等の

相談に応じます。（再掲） 

生活文化局 

福祉保健局 

○ 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向

け研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓

口につなぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。（再

掲） 

生活文化局 

○ 区市町村の相談員等に向けた研修に、性暴力に関する相談を受ける

に当たっての留意点等を加え、被害者支援の一層の充実を図ります。 

生活文化局 

○ 鉄道警察隊分駐所に痴漢被害相談所を設置し、また、女性警察官が

配置されている交番に女性の安全相談所を開設し、女性警察官が女性

の被害や相談等の受理に当たり、性犯罪等の防止と相談しやすい体制

の充実を図ります。 

警視庁 

○ 「犯罪被害者ホットライン」により、被害者からの相談に応じるほ

か、各警察署における被害者相談受理体制の整備、充実を図ります。 

警視庁 

○ 「被害者の手引き」の交付により、各種情報提供を行います。 警視庁 

○ 要請に応じて「被害者カウンセラー」を派遣し、被害者のカウンセ

リングや捜査員に対する助言等を行います。☆ 

警視庁 

○ 性犯罪被害者の診察等に係る経済的負担の軽減を図るため、緊急避

妊薬、性感染症検査及び人工妊娠中絶に係る費用の一部を公費により

支出します。 

警視庁 

【これまでの主な取組】 

○「性犯罪・性暴力ワンストップ支援事業」開始 

○性暴力被害者支援のための研修実施 
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○ 被害を受けて自宅に居住することが困難となった被害者等に対し、

一時的に利用する宿泊施設を公費負担により提供します。☆ 

警視庁 

○ 被害者の自宅が被害現場となった場合において、清掃業者によるハ

ウスクリーニングに要する費用を公費で支出します。☆ 

警視庁 

○ 被害直後から弁護士に相談して適切な支援を受けられるよう弁護

士会等と連携して支援を行います。☆ 

警視庁 

○ 女性警察官のうち、適任者を「性犯罪捜査員」に指定し、事件の潜

在化防止と被害者の精神的負担の軽減を図ります。 

警視庁 

○ 性犯罪捜査員に対し、性犯罪被害者からの事情聴取、供述調書の作

成、その他専門的知識及び技能習得に重きを置いた訓練を推進し、捜

査能力の向上に努めるとともに、組織的な体制強化をしていきます。 

警視庁 

○ 捜査を迅速かつ的確に推進するため、主管課の専務員が早期現場臨

場するとともに、性犯罪捜査員の育成増強を図ります。 

警視庁 

○ 児童ポルノ・児童買春等の根絶に向けて、取締の強化及び少年相談

専門職員等による相談・保護の充実を図ります。 

警視庁 

 

 

② 都における普及・啓発 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 都内各大学等の学生等を対象に性犯罪被害に関する知識や性犯罪

被害者への適切な接し方を学ぶ、「性犯罪被害に関する研修」を開催

し、性犯罪被害者に対する正しい理解の増進を図ります。☆ 

警視庁 

○ 「犯罪被害者支援推進期間」を実施し、性犯罪被害者に対する理解

を深め、社会全体で被害者を思いやり支える気運を醸成します。 

警視庁 

○ スマートフォン等の普及を踏まえた児童の犯罪被害等を防止する

ための啓発活動を推進します。☆ 

青少年・治安

対策本部 

警視庁 

○ 若年層に向けて、交際相手からの暴力に加え、若年層が遭いやすい

被害についての相談機関を周知するなど、啓発活動を行います。（再

掲） 

生活文化局 
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■ 現状・課題 

 ○ ストーカー行為は重大な人権侵害であり、社会的にも許されない行為です。平成

25 年にストーカー規制法が改正され、被害者から拒まれたにもかかわらず、連続

して電子メールを送信する行為が規制対象に追加されました。 

○ 警視庁に寄せられたストーカー行為等に係る相談件数は、平成26年に前年の 1.5

倍に急増し（2,204 件）、平成 27 年は 1,957 件と若干減少しましたが、法改正以

前と比べると増えています。 

○ ストーカー規制法による検挙者数も同様の傾向にあります。被害相談者の約85％

が女性であり、被害者との関係は約 54％が元交際相手で、全体の約 80％は面識の

ある者による行為です。 

○ 内閣府調査では、特定の異性からの執拗なつきまとい等の被害について、誰かに

相談した女性は約８割と、配偶者や交際相手からの暴力の被害者に比べて高くなっ

ていますが、相談先の多くが友人・知人や家族・親戚であり、警察に相談した女性

の割合は１割未満となっています。 

○ 一方、その被害によって命の危険を感じた女性の割合は28.9％となっています。 

○ ストーカー行為は、被害者の平穏生活を害する行為であるとともに、事態が急展

開して重大事件に発展するおそれもあります。そのため、ストーカー被害の相談が

あった場合には、危険性や切迫性を的確に判断し、被害者の安全確保と、ストーカ

ー行為者に対する検挙等の措置を迅速に行う必要があります。 

○ また、前記内閣府調査によれば、ストーカー行為において、電子メールやインタ

ーネットなどの通信手段が使われていたと回答した人が 40％近くに上り、10 代の

女性では４分の３に上りました。 

○ 最近では、コミュニティサイト（同じ趣味や興味を持つ人が集まるウェブサイト。

掲示板やチャットルーム等が設けられており、情報交換や交流が行われる。）やオ

ンラインゲームなどで知り合い、ストーカー行為につながる例も見られます。 

○ 若年層に対して、ストーカー行為に遭った時の対応方法とともに、例えば、ＳＮ

Ｓに掲載した情報や写真から個人情報が漏れることがあるため安易に掲載しては

いけないなど、電子メールやインターネット、ＳＮＳ等の利用に関する正しい理解

を促す必要があります。 

○ また、被害者が身近な窓口で相談できるように、都をはじめ区市町村の相談窓口

等での相談対応能力の強化を図る必要があります。 

 

 

２ ストーカー被害者に対する支援 
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

993

1,437 1,466

2,204
1,957

（件）

男性

289
15%

女性

1,668
85%

元交際相手

1,050
54%

知人関係等

230
12%

職場関係

218
11%

面識なし

100
5%

配偶者

（元を含む）

76
4%

その他

245
12%

不明

38
2%

ストーカー行為等相談受理状況（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：警視庁「ストーカー事案の概況」より作成 

 

 

 

 

ストーカー相談者の性別（都：平成 27 年）   相談者と行為者の関係（都：平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：警視庁「ストーカー事案の概況」より作成 

 

■ 取組の方向性 

○ 社会全体でストーカー行為の防止が重要な課題であるという認識を深めるとと

もに、ストーカー行為に関する被害の相談窓口を周知します。 

○ また、被害者からの相談を適切に対応できるように、研修等により相談窓口の職

員の対応能力の強化を図ります。 

○ ストーカー行為は、事態が急展開して重大事件に発展するおそれがあるため、危

険性や切迫性を的確に判断し、被害者の安全確保と、ストーカー行為者に対する検

挙等の措置を迅速に行う体制を整備します。 
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○ また、ストーカー行為の危険性や、インターネット利用等に関する正しい理解を

促すための啓発を行います。 

 

 

■ 具体的施策 

 ① 被害者等への支援 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ ストーカー行為は、事態が急展開して重大な結果に発展するおそれ

が高いなど、警察への早期の相談が重要であることから、相談窓口を

広く周知し、適切に対応します。☆ 

警視庁 

○ 相談時に適切な対応ができるようにするため、各警察署員に対する

研修の充実、強化を図ります。☆ 

警視庁 

○ ストーカー事案については、認知の段階から生活安全部門、刑事部

門等が一体となってその対処にあたるとともに、警視庁人身安全関連

事案総合対策本部と連携した検挙活動、保護対策等を実施するなど、

被害者等の安全確保のために最も効果的な対策を実施していきます。 

☆ 

警視庁 

○ 東京ウィメンズプラザや女性相談センターにおいて、電話や面接に

よって相談に応じるほか、女性相談センターにおいて、一時保護等の

相談に応じます。（再掲） 

生活文化局 

福祉保健局 

○ 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向け

研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓口に

つなぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。（再掲） 

生活文化局 

 

 

 ② 都における普及・啓発 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 若年層に向けて、交際相手からの暴力に加え、若年層が遭いやすい

被害についての相談機関を周知するなど、啓発活動を行います。（再

掲） 

生活文化局 

【これまでの主な取組】 

○ 警察における早期相談対応 

○ 警察署員に対する研修 
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○ ストーカーの被害者にならないための内容のほか、本人が気が付か

ないうちにストーカー行為をすることがないように、加害者にならな

いための内容を盛り込むなど、被害者・加害者の両側面からなるリー

フレットを作成し、被害者・加害者を生まない社会の構築を目指しま

す。☆ 

青少年・治安

対策本部 

○ ストーカー、リベンジポルノ、痴漢・盗撮をはじめとした性犯罪な

ど、主に女性を狙った犯罪被害を防止するための具体的対処要領等に

ついて専門講師による講習会を実施し、大学生、専門学校生などの狙

われやすい年齢層を中心に被害防止能力の向上を目指します。☆ 

青少年・治安

対策本部 

 

 

 

〇 第一東京弁護士会では、人権擁護委員会の両性の平等部会を中心に、両性の実質的 

平等の実現を目指し、様々な課題の調査研究活動を行っています。 

  調査研究活動の成果として、主として女性を対象にした離婚相談に関する書籍と、 

働く女性に向けた法律に関する書籍を出版しました。 

これらの書籍では、配偶者暴力対策（被害者の安全確保、自立生活再建等）、スト 

ーカー対策、セクシュアル・ハラスメント問題の解説にも力を入れています。女性に

対する暴力の背景には、性別による固定的な役割分担意識や男女間の経済格差などが

あり、家庭や職場において、男女間の実質的平等をできる限り確保するにはどのよう

なことが可能かという視点で解説しています。 

〇 また、第一東京弁護士会は、日本弁護士連合会からの要請を受け、東京弁護士会及 

び第二東京弁護士会と共同で、毎年６月に、「女性のための無料ホットライン」と題す

る無料電話相談を実施し、家庭や職場で女性が抱える様々な悩みの相談を受けていま

す。 

コラム⑧ 

第一東京弁護士会の取組 
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■ 現状・課題 

○ セクシュアル・ハラスメント※は、被害者の人権を著しく侵害し社会的にも許さ

れない行為であり、雇用の場だけでなく、教育や福祉などの現場や地域社会におい

ても発生する可能性があるため、性別・性的指向・性自認を問わず被害者となるお

それがある一方、誰でも加害者となる可能性があります。 

○ 都は、東京都男女平等参画基本条例第 14 条において、あらゆる場におけるセク

シュアル・ハラスメントを禁止しています。 

○ 雇用の場においては、男女雇用機会均等法により、セクシュアル・ハラスメント

に対する防止措置が事業主の責務とされており、女性だけでなく男性に対するセク

シュアル・ハラスメントも防止対策の対象となっています。 

○ 教育現場においても、セクシュアル・ハラスメントへの対応が求められています。

都内の教育機関では、これまでも教職員の研修や相談窓口の設置などの取組が行わ

れていますが、今後も、教育の場における人権侵害の防止と被害者の保護を徹底す

る必要があります。 

○ セクシュアル・ハラスメントを受けると、被害者は精神的な苦痛を被り、心身の

不調に陥ったり、職場で起こった場合には退職に追い込まれるなど、被害者の生活

に重大な影響が及ぶことも少なくありません。 

○ また、周囲の人たちの無理解や、不用意な言動などにより被害者が更に心の傷を

深くしてしまうこともあり、今後も広く普及啓発に取り組むことが重要です。 

○ 被害に遭った人が身近な相談窓口で相談できるよう、都のみならず、区市町村の

相談窓口等での相談対応能力の強化を図る必要があります。 

（※性的な言動により当該言動を受けた個人の生活の環境を害すること又は性的な言動を受

けた個人の対応により当該個人に不利益を与えることをいう。） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

３ セクシュアル・ハラスメントの防止 
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26.8%

27.0%

23.7%

18.3%

18.0%

38.5%

42.2%

28.2%

22.0%

42.7%

14.3%

16.8%

10.8%

7.1%

12.7%

27.2%

23.7%

41.2%

54.3%

41.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

(N=2,418)

平成24年度

(N=1,707)

平成25年度

(N=1,397)

平成26年度

(N=1,162)

平成27年度

（N=1,198)

対価型、地位利用型ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの相談

環境型ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの相談

ｾｸｼｭｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄに関する人事労務管理上の相談

その他・不明

セクシュアル・ハラスメントに関する相談の内容（都） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都産業労働局「労働相談及びあっせんの概要」より作成 

 

 

■ 取組の方向性 

○ セクシュアル・ハラスメントは社会的に許されない行為であることを広く周知徹

底するため、普及啓発や相談体制の充実など必要な対策を進めます。 

○ 雇用の場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止に向けては、使用者への啓

発を含め、具体的な取組方法や行政による支援策等を周知し、主体的な取組を促し

ます。 

○ 教育現場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止に向けて、積極的に取り組

んでいきます。 

○ 被害に遭った人からの相談に適切に対応できるように、研修等により相談窓口の

対応能力の強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

－ 111 －



領

域

Ⅴ

男
女
平
等
参
画
を
阻
害
す
る
様
々
な
暴
力
へ
の
対
策

第２部 事業計画

   

■ 具体的施策 

 ① 相談・普及啓発 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 労働者・使用者双方に対して、セクシュアル･ハラスメント防止に

関する普及啓発活動を行います。また、職場におけるセクシュアル・

ハラスメントに関する相談、あっせんを行います。 

産業労働局 

○ 東京ウィメンズプラザや女性相談センターにおいて、相談に応じま

す。（再掲） 

生活文化局 

福祉保健局 

○ 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向け

研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓口に

つなぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。（再掲） 

生活文化局 

 

 

 

 

② 都庁内におけるセクシュアル・ハラスメントの防止対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 各任命権者の代表、関係局の代表及び関係者等からなる連絡会議を

設置して、都におけるセクシュアル･ハラスメントの防止を図ります。 

総務局 

○ 各局にセクシュアル・ハラスメント相談員を設置して、職員からの

相談・苦情を受け、また職員に対して適切な指導及び助言を行います。 

各局 

【これまでの主な取組】 

○ セクシュアル・ハラスメントに関する労働相談 

○ セクシュアル・ハラスメント防止に関する普及啓発活動 

【これまでの主な取組】 

○セクシュアル・ハラスメント防止会議の実施 

○セクシュアル・ハラスメント相談員の設置 

○セクシュアル・ハラスメント防止に関する研修の実施 
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○ 講師養成研修「人権・同和問題科」 

都政に携わる全ての職員の人権意識の高揚を図り、同和問題をはじ

め女性、子供などの様々な人権問題に対する正しい理解と認識を深

めます。また、セクシュアル・ハラスメントに関する研修も行いま

す。 

総務局 

○ 職員を対象に男女平等参画についての研修を実施します。 各局 

○ 公立学校の初任者研修や 10 年経験者研修、管理職研修（候補者を

含みます。）において、セクシュアル・ハラスメント防止に関する研

修を実施します。 

教育庁 
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■ 現状・課題 

 ○ 平成 24 年 10 月の内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」によると、テレ

ビや新聞、インターネットなどのメディアにおける性・暴力表現について問題があ

ると考えている人は、７割強に上っていますが、年齢別にみると、問題があると考

えている人の割合は、50 代が一番多く８割強、20 代が一番少なく６割と、親世代

と子世代で２割の開きがあります。 

○ 表現の自由を十分に尊重しつつ、表現される側の人権や性・暴力表現に接しない

自由、マスメディアや公共空間において不快な表現に接しない自由にも十分な配慮

を払う必要があります。 

○ グローバル化に伴い、ビジネスや観光で来日する外国人が増えている中、性・暴

力表現について国際的な視点を持つことも大切です。 

○ 都では、平成 22 年 12 月に「東京都青少年の健全な育成に関する条例」を改正し、

青少年の健全な育成を図るため、インターネットの利用環境の整備等に関する規定

や、児童ポルノ根絶等に係る都の責務等に関する規定を設けました。また、平成

26 年には、「児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保

護等に関する法律」が改正され、平成 27 年７月から児童ポルノを所有するなどの

行為について、罰則が適用されるようになりました。 

○ スマートフォンの普及により、ＳＮＳやアプリ等を活用して、インターネット上

で、より手軽に様々な情報を手に入れたり、交友関係を広げたりすることができる

ようになりましたが、その反面、トラブルに巻き込まれるケースも増えています。 

○ 最近では、オンラインゲームなどで知り合ったことがきっかけとなり、犯罪に巻

き込まれるケースも出てきています。 

○ さらに、交際相手に性的画像等を提供してしまい、のちにインターネットに掲

載・拡散する、いわゆるリベンジポルノの被害が社会的な問題となり、平成 26 年

11 月に「私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律」が制定され

ました。 

○ こうした被害に巻き込まれないように、インターネット利用等に関する正しい理

解を促すことが大切です。インターネット上の情報は、必ずしも正しいものばかり

とは限りません。一人一人が情報を主体的に読み解き、その情報を見極めて取捨選

択する能力や自ら発信する能力（メディア・リテラシー）を身に付ける必要があり

ます。 

○ また、被害に遭ってしまった場合には、身近な窓口で相談できるように、都をは

じめ区市町村の相談窓口等での相談対応能力の強化を図る必要があります。 

４ 性・暴力表現等への対応 
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メディアにおける性・暴力表現について問題があると考えている人の割合（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」より作成 

 

■ 取組の方向性 

○ メディア事業者自身による暴力や性表現の自粛等、自主的な取組を促します。 

○ インターネット等の利用環境の整備や適正な利用に関する普及啓発等を行いま

す。 

○ 情報を発信する責任や情報リテラシーなどメディアへの対応能力を育成します。 

○ また、インターネット利用等に関する正しい理解を促すための啓発を行います。 

○ リベンジポルノをはじめ性・暴力表現に関わるトラブルの被害に遭った人からの

相談に対応できるように、研修等により相談窓口の対応能力の強化を図ります。 
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■ 具体的施策 

 ① メディアへの対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 「東京都青少年の健全な育成に関する条例」に基づき、著しく性的

感情を刺激するなど、青少年の健全な育成を阻害する図書類の区分陳

列を徹底します。 

青少年・治安

対策本部 

○ 「東京都青少年の健全な育成に関する条例」に基づき、青少年の健

全な育成を阻害するおそれのある情報を取り除くためのフィルタリ

ングの普及を推進します。 

青少年・治安

対策本部 

○ インターネットやゲームをする上での、家庭内におけるルールづく

りを支援することで、親子のコミュニケーションをより一層、緊密に

すると同時に有害情報から子供を守ります。 

青少年・治安

対策本部 

○ 情報活用能力向上推進事業や教職員研修センター等における教員

研修を通して、性や暴力表現を扱ったメディアから児童・生徒を守る

ことを含め、情報を発信する責任や情報モラル、リテラシーに関する

教育の充実を図ります。 

教育庁 

 

 

 ② 被害者への支援等 

 

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 東京ウィメンズプラザや女性相談センターにおいて、電話や面接に

よって相談に応じます。 

生活文化局 

福祉保健局 

○ 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向け

研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓口に

つなぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。（再掲） 

生活文化局 

○ サイバーパトロールのほか、各種相談事案を通じて違法情報を収集

し、対策と取締りを推進します。 

警視庁 

 

【これまでの主な取組】 

○不健全図書の区分陳列の徹底 

○青少年の健全な育成を阻害するおそれのある情報を取り除くフィルタリングの普

及 

○情報モラル教育の実施 
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 ③ 普及・啓発 

  

【今後の取組】 

内容 所管局 

○ 地域の有志や保護者、児童・生徒等を対象に、児童ポルノの概要や

児童ポルノ被害事案、被害に遭わないための防犯対策に関する啓発講

演会等を実施します。 

青少年・治安

対策本部 

○ ストーカー、リベンジポルノ、痴漢・盗撮をはじめとした性犯罪な

ど、主に女性を狙った犯罪被害を防止するための具体的対処要領等に

ついて専門講師による講習会を実施し、大学生、専門学校生などの狙

われやすい年齢層を中心に被害防止能力の向上を目指します。（再掲） 

青少年・治安

対策本部 

○ ネット環境浄化のために、サイバー犯罪対策協議会等と連携した広

報啓発活動を推進します。 

警視庁 

○ スマートフォン等の普及を踏まえた児童の犯罪等を防止するため

の啓発活動を推進します。（再掲） 

青少年・治安

対策本部 

警視庁 

○ 若年層に向けて、交際相手からの暴力に加え、若年層が遭いやすい

被害についての相談機関を周知するなど、啓発活動を行います。（再

掲） 

生活文化局 
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事業名 所管局

領域Ⅳ　配偶者暴力対策

基本目標１　暴力を許さない社会形成のための啓発と早期発見

施策目標（１）暴力を許さない社会形成のための教育と啓発の推進

①都における普及啓発の実施 生活文化局・教育庁

②区市町村における普及啓発の支援 生活文化局

③学校での人権教育の推進 教育庁

④若年層向け啓発事業の推進 青少年・治安対策本部／生活文化局／警視庁

施策目標（２）早期発見体制の充実

①医療機関における適切な対応 生活文化局・福祉保健局・病院経営本部

②保健所や保健センターにおける適切な支援 生活文化局・福祉保健局

③学校、幼稚園、保育所等職員に対する意識啓発等 生活文化局・福祉保健局・教育庁

④民生委員・児童委員への研修の実施 生活文化局・福祉保健局

⑤警察における通報への対応 警視庁

基本目標２　多様な相談体制の整備

施策目標（１）都の配偶者暴力相談支援センター機能の充実

①配偶者暴力相談支援センターの相談機能の充実 生活文化局・福祉保健局

②インターネットによる情報の提供 生活文化局

③被害者支援基本プログラムの活用 生活文化局・福祉保健局

④都の配偶者暴力相談支援センターの中核としての機能の充実 生活文化局

施策目標（２）身近な地域での相談窓口の充実

①警察における対応 警視庁

②区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能整備への支援 生活文化局

施策目標（３）被害者の状況に応じた相談機能の充実

①外国人被害者への対応 生活文化局・福祉保健局

②障害のある被害者や高齢の被害者等への対応 生活文化局・福祉保健局

③人権擁護機関と関係機関の連携強化 総務局

④男性被害者への対応 生活文化局

⑤多様化する相談等への対応 生活文化局

基本目標３　安全な保護のための体制の整備

施策目標（１）保護体制の整備

①一時保護体制の拡充 福祉保健局

②同伴児童への対応の充実 福祉保健局

施策目標（２）安全の確保と加害者対応

①警察における対応 警視庁

②学校・幼稚園・保育所等との連携の強化 生活文化局・福祉保健局・教育庁

③加害者対応 生活文化局

基本目標４　自立生活再建のための総合的な支援体制の整備

施策目標（１）総合的な自立支援の展開

①総合的な被害者支援のための質の充実 生活文化局・福祉保健局

②配偶者暴力相談支援センターの自立支援機能の拡充 生活文化局・福祉保健局

③福祉事務所等との連携強化 生活文化局・福祉保健局

④ひとり親家庭の支援の充実 生活文化局・福祉保健局
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事業名 所管局

基本目標４　自立生活再建のための総合的な支援体制の整備

施策目標（２）安全で安心できる生活支援

①住民票の取扱い等適切な運用 総務局・生活文化局・福祉保健局

②医療保険に関する適切な情報提供 生活文化局・福祉保健局・病院経営本部

③年金等各種制度に関する適切な情報管理及び情報提供 生活文化局・福祉保健局

④就学の支援 生活文化局・教育庁

⑤学校、幼稚園、保育所等職員に対する意識啓発等（再掲） 生活文化局・福祉保健局・教育庁

⑥自助グループへの参加支援 生活文化局

⑦配偶者暴力相談支援センターにおける法的支援 生活文化局・福祉保健局

施策目標（３）就労支援の充実

①職業訓練の充実 産業労働局

②東京しごとセンター等における就労支援 生活文化局・福祉保健局・産業労働局

③東京ウィメンズプラザにおける就労支援 生活文化局

施策目標（４）住宅確保のための支援の充実

①都営住宅を活用した被害者の住宅の確保 都市整備局

②一時保護施設等退所後の支援 生活文化局・福祉保健局

③家賃債務保証制度に関する国への要望 生活文化局・福祉保健局

施策目標（５）子供のケア体制の充実

①子供のケア体制の徹底 生活文化局・福祉保健局

②子供家庭支援センターの拡充 福祉保健局

③子供の心のケアの充実 福祉保健局・教育庁

④保護者とその子供に対する講座の実施 生活文化局

基本目標５　関係機関・団体等の連携の推進

施策目標（１）広域連携と地域連携ネットワークの強化

①都と区市町村の役割分担に基づく連携の促進 生活文化局・福祉保健局

②区市町村における配偶者暴力対策基本計画の策定・改定支援 生活文化局

③区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能整備への支援（再掲） 生活文化局

④配偶者暴力対策のためのネットワーク会議の充実 生活文化局

⑤被害者支援基本プログラムの活用（再掲） 生活文化局・福祉保健局

施策目標（２）民間団体との連携・協力の促進

①民間団体との連携の促進 生活文化局

②配偶者暴力被害者支援民間人材の養成 生活文化局

基本目標６　人材育成の推進と適切な苦情対応

施策目標（１）人材の育成

①職務関係者研修の充実 生活文化局

施策目標（２）二次被害防止と苦情への適切かつ迅速な対応

①二次被害防止のための研修の充実 生活文化局

②相談機関における苦情処理担当の設置と手順の明確化 生活文化局

基本目標７　調査研究の推進

①配偶者暴力被害に関する調査研究 生活文化局

②加害者対策のあり方検討 生活文化局

－ 119 －



東京都配偶者暴力対策基本計画　事業一覧

東京都配偶者暴力対策基本計画 事業一覧

事業名 所管局

領域Ⅴ　男女平等参画を阻害する様々な暴力への対策

1　性暴力被害者に対する支援

①被害者等への支援 生活文化局・福祉保健局・警視庁

②都における普及・啓発 青少年・治安対策本部／生活文化局／警視庁

２　ストーカー被害者に対する支援

①被害者等への支援 生活文化局・福祉保健局・警視庁

②都における普及・啓発 青少年・治安対策本部／生活文化局

３　セクシュアル・ハラスメントの防止

①相談・普及啓発 生活文化局・福祉保健局・産業労働局

②都庁内におけるセクシュアル・ハラスメントの防止対策 総務局・各局・教育庁

４　性・暴力表現への対応

①メディアへの対応 青少年・治安対策本部／教育庁

②被害者への支援等 生活文化局・福祉保健局・警視庁

③普及・啓発 青少年・治安対策本部／生活文化局／警視庁
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項目 概要 団体名

女性に対するあらゆる暴力廃絶のための周知や啓発を推進します。 商工会連合会

加盟校における諸課題の情報共有を目的に設置した学生支援研究会議（年１回、１
泊２日形式にて教職員を対象に開催）の際に、大学で起きる多様な暴力の問題につ
いて先進的にカリキュラムに入れている事例や、学生相談室体制、学生センターの
強化、あるいは体育会の組織改革等、取組事例を調査し、意見交換や議論の機会を
作ることで加盟校に紹介するなどの体制をとり、教育の課題として取り組むことを
検討します。

私大連盟

家庭教育の中での暴力を許さない社会形成のための教育を支援する研修会を企画し
ます。

公立高等学校
ＰＴＡ連合会

配偶者暴力の現状と課題について理解するため、被害者支援をしているＮＰＯ等を
通じて学習会を行います。

連合東京

女性に対する暴力に関する学習会の開催を検討します。 生協連合会

シェルターの支援、被害者支援（助ける組織を紹介、経済的援助等）、啓発活動
（講演会等）を実施します。

ソロプチミス
ト日本東リ
ジョン

施策目標（２）早期発見体制の充実

被害者支援
暴力の被害者等の早期発見と支援
病院等勤務者による被害者の早期発見と対策等について学習会を実施します。

看護協会

提唱活動

家庭において、配偶者暴力を原因とする子供への虐待、育児放棄などの早期発見や
子供の身の安全の確保のため、配偶者暴力が懸念される事案が発見された時に、東
京都の配置として、学校と家庭を繋ぐスクールソーシャルワーカーを増やし、さら
に利用しやすくなるようにすることを要望していきます。

公立中学校Ｐ
ＴＡ協議会

施策目標（２）身近な地域での相談窓口の充実

普及啓発 研修会等での周知を検討します。
公立幼稚園・
こども園ＰＴ
Ａ連絡協議会

※東京都男女平等参画を進める会構成団体の取組です。

領域Ⅳ　配偶者暴力対策

基本目標１　暴力を許さない社会形成のための啓発と早期発見

施策目標（１）暴力を許さない社会形成のための教育と啓発の推進

基本目標２　多様な相談体制の整備

普及啓発・研
修
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項目 概要 団体名

施策目標（１）保護体制の整備

被害者支援
シェルターの支援、被害者支援（助ける組織を紹介、経済的援助等）、啓発活動
（講演会等）を実施します。（再掲）

ソロプチミス
ト日本東リ
ジョン

施策目標（２）安全の確保と加害者対応

提唱活動

家庭において、配偶者暴力を原因とする子供への虐待、育児放棄などの早期発見や
子供の身の安全の確保のため、配偶者暴力が懸念される事案が発見された時に、東
京都の配置として、学校と家庭を繋ぐスクールソーシャルワーカーを増やし、さら
に利用しやすくなるようにすることを要望していきます。（再掲）

公立中学校Ｐ
ＴＡ協議会

施策目標（１）総合的な自立支援の展開

相談対応
相談事業
電話相談、メール相談など、専門的な研修を受けた犯罪被害相談員による相談業務
を行います。

被害者支援都
民センター

被害者・ＮＰ
Ｏ支援

シェルターの支援、被害者支援（助ける組織を紹介、経済的援助等）、啓発活動
（講演会等）を実施します。（再掲）

ソロプチミス
ト日本東リ
ジョン

施策目標（２）安全で安心できる生活支援

学習会の実施 安全で安心できる生活支援についての学習会を検討します。
地域婦人団体
連盟

施策目標（３）就労支援の充実

経済的支援
シェルターの支援、被害者支援（助ける組織を紹介、経済的援助等）、啓発活動
（講演会等）を実施します。（再掲）

ソロプチミス
ト日本東リ
ジョン

施策目標（５）子供のケア体制の充実

普及啓発
東京都犯罪被害者等支援を進める会議で得た情報を、広報誌を通して都内のPTA会員
に周知します。

小学校ＰＴＡ
協議会

学習会の実施
学校の教職員、カウンセラーと協力して、生徒の心のケアについて保護者が学習す
る場面を企画します。

公立高等学校
ＰＴＡ連合会

提唱活動

家庭において、配偶者暴力を原因とする子供への虐待、育児放棄などの早期発見や
子供の身の安全の確保のため、配偶者暴力が懸念される事案が発見された時に、東
京都の配置として、学校と家庭を繋ぐスクールソーシャルワーカーを増やし、さら
に利用しやすくなるようにすることを要望していきます。（再掲）

公立中学校Ｐ
ＴＡ協議会

地域との連携
強化

定時制・通信制に通っている生徒に対して結婚や出産している生徒、同棲している
生徒もおり、地域との連携を強化していきます。

公立高等学校
定通ＰＴＡ連
合会

基本目標３　安全な保護のための体制の整備

基本目標４　自立生活再建のための総合的な支援体制の整備
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項目 概要 団体名

施策目標（１）広域連携と地域連携ネットワークの強化

地域との連携
強化

定時制・通信制に通っている生徒に対して結婚や出産している生徒、同棲している
生徒もおり、地域との連携を強化していきます。（再掲）

公立高等学校
定通ＰＴＡ連
合会

施策目標（２）民間団体との連携・協力の促進

ＮＰＯ支援
ＮＰＯサポートセンター事業の関わりにおいて、活動の支援の契機があれば、支援
していきます。また、当センターの一事業である協働ステーション中央として、団
体からの相談等に適宜応じ、適切な支援を行います。

ＮＰＯサポー
トセンター

相談対応
相談事業
電話相談、メール相談、面接相談など、専門的な研修を受けた犯罪被害相談員によ
る相談業務を行います。

被害者支援都
民センター

セクシュアル・ハラスメントや性暴力等の防止についての知識の普及啓発・資料の
配布などに努めます。

工業団体連合
会

障害のある方に対する性暴力については、特に深刻なこととして、引き続き啓発活
動に取り組んでいきます。
また、生徒手帳の通学路等、地域の協力も得る必要があるため、障害に対する啓発
活動を行っていきます。

特別支援学校
ＰＴＡ連合会

加盟校における諸課題の情報共有を目的に設置した学生支援研究会議（年１回、１
泊２日形式にて教職員を対象に開催）の際に、大学で起きる多様な暴力の問題につ
いて先進的にカリキュラムに入れている事例や、学生相談室体制、学生センターの
強化、あるいは体育会の組織改革等、取組事例を調査し、意見交換や議論の機会を
作ることで加盟校に紹介するなどの体制をとり、教育の課題として取り組むことを
検討します。（再掲）

私大連盟

啓発活動等
関係機関との連携や支援活動に関する広報啓発活動、被害者等に関する調査及び研
究等を行います。

被害者支援都
民センター

女性に対する性犯罪・売買春・人身売買防止等への取組として、児童買春・児童ポ
ルノ禁止等に関するユニセフ、ＥＣＰＡＴ等の活動に協力・情報交換を行います。

ソロプチミス
ト日本東リ
ジョン

研修
研修
性暴力被害について、より適切な対応ができるよう、相談員・支援員研修を実施し
たり、外部研修に積極的に参加します。

被害者支援都
民センター

領域Ⅴ　男女平等参画を阻害する様々な暴力への対策

1　性暴力被害者に対する支援

基本目標５　関係機関・団体等の連携の推進

普及啓発
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項目 概要 団体名

暴力の被害者等の早期発見と支援
病院等勤務者による被害者の早期発見と対策等について学習会を実施します。（再
掲）

看護協会

被害者への直接的支援事業
被害者の希望に応じて、警察署、病院、法廷等への付き添い、情報提供等を行いま
す。

被害者支援都
民センター

シェルターの支援、被害者支援（助ける組織を紹介、経済的援助等）、啓発活動
（講演会等）を実施します。（再掲）

ソロプチミス
ト日本東リ
ジョン

教育の推進
安易な性行為がもたらす重大な結果について、特に女子生徒に対する指導ととも
に、男子生徒に対する指導も、学校、保護者共に教育活動に取り組んでいきます。

特別支援学校
ＰＴＡ連合会

ＮＰＯ支援
ＮＰＯサポートセンター事業の関わりにおいて、活動の支援の契機があれば、支援
していきます。また、当センターの一事業である協働ステーション中央として、団
体からの相談等に適宜応じ、適切な支援を行います。（再掲）

ＮＰＯサポー
トセンター

被害者支援
暴力の被害者等の早期発見と支援
病院等勤務者による被害者の早期発見と対策等について学習会を実施します。（再
掲）

看護協会

相談対応
相談事業
電話相談、メール相談など、専門的な研修を受けた犯罪被害相談員による相談業務
を行います。

被害者支援都
民センター

ＮＰＯ支援
ＮＰＯサポートセンター事業の関わりにおいて、活動の支援の契機があれば、支援
していきます。また、当センターの一事業である協働ステーション中央として、団
体からの相談等に適宜応じ、適切な支援を行います。（再掲）

ＮＰＯサポー
トセンター

職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止のため、改正育児介護休業法に定め
られた事業主の義務について周知・啓発を図ります。

商工会議所

セクシュアル・ハラスメントや性暴力等の防止についての知識の普及啓発・資料の
配布などに努めます。（再掲）

工業団体連合
会

被害者支援

３　セクシュアル・ハラスメントの防止

普及啓発

２　ストーカー被害者に対する支援
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項目 概要 団体名

セクシュアル・ハラスメントの防止のための講習会等を実施します。 商工会連合会

職場におけるセクシュアル・ハラスメントを理解するために研修を実施していきま
す。

専修学校各種
学校協会

セクシュアル・ハラスメントなどに関する学習会の開催を検討します。
また、「連絡会」において情報共有をすすめ、学習会企画や講師など会員生協で研
修が企画できるよう検討、援助を行います。

生協連合会

「セクシュアル・ハラスメントとは何か?」「中小企業においてセクシュアル・ハラ
スメント防止を根付かせるための意識改革について」をテーマに勉強会を実施しま
す。

中小企業家同
友会

セクシュアル・ハラスメントの防止
女性のための労働相談ダイヤルを実施し、セクシュアル・ハラスメントをはじめ女
性のための労働相談を行います。

連合東京

会員の要望に応じ検討し、相談に対応します。 書籍出版協会

ＮＰＯ支援
セクシュアル・ハラスメントの悩みに対応する事業を行うNPOの設立支援と育成を行
います。

ＮＰＯサポー
トセンター

協会の会報等によりメディアの重要性を告知し、必要に応じて出版各団体と連携を
図り、協会の関係委員会等で検討します。

書籍出版協会

協会の会報等により男女平等参画の観点から、メディアの重要性について周知しま
す。

雑誌協会

協議会等にお
ける検討

・男女平等参画について、「出版倫理協議会」において、行政や他の機関との連携
に取り組みます。また、「東京都青少年の健全な育成に関する条例」が遵守される
よう積極的に取り組みます。

・「編集倫理委員会」において、人権の観点から男女平等参画を検討します。

雑誌協会

普及啓発

４　性・暴力表現への対応

相談対応

研修・講演
会・学習会の
実施
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配偶者暴力対策等をめぐるこれまでの取組経過 

年度 東京都の動き 法律関係等 

平成８年度 

○「女性に対する暴力に関する検討委
員会」設置 

○男女共同参画審議会「男女共同参画ビ
ジョン」答申 
○男女共同参画２０００年プラン策定（１２
月） 

平成９年度 
○「女性に対する暴力」調査報告 ○「女性に対する暴力部会」設置 

○「男女雇用機会均等法」改正（セクハラ
防止）  

平成１１年度 

 ○男女共同参画審議会「女性に対する暴
力のない社会を目指して」答申 
○「男女共同参画社会基本法」施行 
○「児童買春、児童ポルノに係る行為等の
規制及び処罰並びに児童の保護等に関
する法律」制定 

平成１２年度 

○「東京都男女平等参画基本条例」制
定 
○「家庭等における暴力問題対策連絡
会議」設置（18 年度末廃止） 

○「児童虐待防止法」、「ストーカー規制
法」、「犯罪被害者保護法」制定（５月） ○
男女共同参画計画策定（１２月） 
○男女共同参画審議会「女性に対する暴
力に関する基本的方策について」答申に
おいて（７月） 
「新たな法制度の検討を求める」と明記 

平成１３年度 ○「家庭等における暴力」調査報告 ○「配偶者暴力防止法」制定（４月） 

平成１４年度 

○東京都配偶者暴力相談支援センタ
ー整備 
（東京ウィメンズプラザ・東京都女性相
談センター） 
○男女計画の重点課題の一つに「家庭
内等における暴力の防止」を掲げ、取
組を開始 

○「配偶者暴力防止法」全部施行（４月） 

平成１５年度 
○「配偶者等暴力被害の実態と関係機
関の現状に関する調査」報告 

 

平成１６年度 

○「配偶者暴力に関する被害実態の把
握・分析及び対策について」調査審議
報告（東京都男女平等参画審議会） 
○地域における配偶者からの暴力の加
害者更正に関する調査研究 
 （内閣府からの委嘱事業として実施） 

○「児童虐待防止法」改正 面前 DV が児
童虐待に当たると明記 
○「配偶者暴力防止法」改正 都道府県
基本計画策定が義務化 
○「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護のための施策に関する基本方針」策定
○「児童買春、児童ポルノに係る行為等の
規制及び処罰並びに児童の保護等に関
する法律」改正 

平成１７年度 

○東京都配偶者暴力対策基本計画等
策定協議会設置 
○「東京都配偶者暴力対策基本計画」
策定（３月） 
○「配偶者暴力被害者支援基本プログ
ラム」発行（３月） 

○「犯罪被害者等基本法」施行 
○第 2 次男女共同参画計画策定 

平成１８年度 

○「東京都配偶者暴力対策基本計画」
進捗状況調査開始 
○「配偶者暴力被害者支援ハンドブッ
ク」作成 

○「高齢者虐待防止法」制定 
○「男女雇用機会均等法」改正（セクハラ
対策の措置義務化） 

－ 127 －



参考資料
 

  

年度 東京都の動き 法律関係等 

平成１９年度 

○「東京都配偶者暴力対策ネットワーク
会議」設置 
○「配偶者暴力から子どもを守る連携プ
ログラム」作成 

○「配偶者暴力防止法」改正 
区市町村での基本計画策定及び配偶者
暴力相談支援センター機能整備が努力
義務化 

平成２０年度 

○「配偶者等暴力被害の実態と関係機
関の現状に関する調査」報告 
○「東京都配偶者暴力対策基本計画」
改定 

○「児童虐待防止法」改正 

平成２１年度 

○「配偶者暴力相談支援センター機能
整備の手引」作成 
○港区配偶者暴力相談支援センター
整備（都内区市町村で初） 
○若年層向けカード「デートＤＶってな
んだろう？」作成 

 

平成２２年度 

○「区市町村配偶者暴力相談支援セン
ター機能整備推進窓口」設置 
○「配偶者暴力被害者支援基本プログ
ラム」改定 

○第３次男女共同参画計画策定 
 

平成２３年度 

○「東京都配偶者暴力対策基本計画」
改定 
○板橋区配偶者暴力相談支援センタ
ー整備 

○「障害者虐待防止法」制定 
○「児童買春、児童ポルノに係る行為等の
規制及び処罰並びに児童の保護等に関
する法律」改正 

平成２４年度 
○「若年層における交際相手からの暴
力に関する調査」報告 

 

平成２５年度 

○江東区、中野区、豊島区配偶者暴力
相談支援センター整備 
○「医療関係者のための配偶者暴力被
害者支援マニュアル」作成 

○ハーグ条約加盟承認（平成２６年度～） 
○「配偶者暴力防止法」改正 同基本方
針改定 
生活の本拠を共にする交際相手からの暴
力についても準用 
○「ストーカー規制法」改正  

平成２６年度 

○「配偶者等暴力被害の実態と関係機
関の現状に関する調査」報告 
〇葛飾区、練馬区配偶者暴力相談支
援センター整備 

○「配偶者暴力防止法」改正 ○基本方
針一部改定 
（「母子及び父子並びに寡婦福祉法」名称
変更による改正） 
○「私事性的画像記録の提供等による被
害の防止に関する法律」制定 
○「児童買春、児童ポルノに係る行為等の
規制及び処罰並びに児童の保護等に関
する法律」改正 

平成２７年度 

○台東区、荒川区配偶者暴力相談支
援センター整備 
○性犯罪・性暴力ワンストップ支援事業
開始 

○第４次男女共同参画計画策定 

平成２８年度 

○「東京都配偶者暴力対策基本計画」
改定 
○北区、江戸川区、杉並区配偶者暴力
相談支援センター整備 

○「障害者差別解消法」施行 
○「ストーカー規制法」改正 
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 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 
（平成 13 年４月 13 日法律第 31 号） 

最終改正：平成 26 年 4 月 23 日法律第 28 号 

目次 

前文 

 第一章 総則（第一条・第二条）  

 第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三）  

 第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条）  

 第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二）  

 第四章 保護命令（第十条―第二十二条）  

 第五章 雑則（第二十三条―第二十八条）  

 第五章の二 補則（第二十八条の二）  

 第六章 罰則（第二十九条・第三十条）  

附則 

 我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男

女平等の実現に向けた取組が行われている。 

 ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかか

わらず、被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被

害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加え

ることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

 このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴

力を防止し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に

対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取組にも沿うものである。 

 ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することに

より、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

   第一章 総則  

（定義）   

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身

体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又は

これに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第二十八条の二において「身

体に対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、

その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者

から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。  

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。  

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。  
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（国及び地方公共団体の責務）  

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支

援することを含め、その適切な保護を図る責務を有する。  

   第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等  

（基本方針）  

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び

次条第五項において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策に関する基本的な方針（以下この条並びに次条第一項及び第三項において「基

本方針」という。）を定めなければならない。  

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本計画及び同条

第三項の市町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。  

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項  

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項  

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要 

事項  

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係

行政機関の長に協議しなければならない。  

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。  

（都道府県基本計画等）  

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都

道府県基本計画」という。）を定めなければならない。  

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針  

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項  

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要 

事項  

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘

案して、当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実

施に関する基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう

努めなければならない。  

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成

のために必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。  

   第二章 配偶者暴力相談支援センター等  
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（配偶者暴力相談支援センター）  

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当

該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。  

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支

援センターとしての機能を果たすようにするよう努めるものとする。  

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次

に掲げる業務を行うものとする。  

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談 

を行う機関を紹介すること。  

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指 

導を行うこと。  

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。 

次号、第六号、第五条及び第八条の三において同じ。）の緊急時における安全の確保及び 

一時保護を行うこと。  

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に 

関する制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助 

を行うこと。  

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連 

絡その他の援助を行うこと。  

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連 

絡調整その他の援助を行うこと。  

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を

満たす者に委託して行うものとする。  

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるも

のとする。  

（婦人相談員による相談等）  

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。  

（婦人保護施設における保護）  

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。  

   第三章 被害者の保護  

（配偶者からの暴力の発見者による通報等）  

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。

以下この章において同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援

センター又は警察官に通報するよう努めなければならない。  

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷

し又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援セ
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ンター又は警察官に通報することができる。この場合において、その者の意思を尊重する

よう努めるものとする。  

３ 刑法 （明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律

の規定は、前二項の規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。  

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷

し又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談

支援センター等の利用について、その有する情報を提供するよう努めなければならない。  

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等）  

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、

必要に応じ、被害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行

う業務の内容について説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨する

ものとする。   

（警察官による被害の防止）  

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法 

（昭和二十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法 （昭和二十三年法律第百三十六号）

その他の法令の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴

力による被害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

（警察本部長等の援助）  

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除

く方面については、方面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長は、配偶者

からの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助

を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受

けている者に対し、国家公安委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止する

ための措置の教示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な援助

を行うものとする。  

（福祉事務所による自立支援）  

第八条の三 社会福祉法 （昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務所（次

条において「福祉事務所」という。）は、生活保護法 （昭和二十五年法律第百四十四号）、

児童福祉法 （昭和二十二年法律第百六十四号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法 （昭和三

十九年法律第百二十九号）その他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援する

ために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）  

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の

関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行わ

れるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。  

（苦情の適切かつ迅速な処理）  

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から
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苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。  

   第四章 保護命令  

（保護命令）  

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又

は身体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受け

た者に限る。以下この章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者で

ある場合にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴

力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該

配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号において

同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者

から受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き

続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危

害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体

に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又

は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場

合にあっては、当該配偶者であった者。以下この条、同項第三号及び第四号並びに第十八

条第一項において同じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第

二号に掲げる事項については、申立ての時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を

共にする場合に限る。  

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の 

本拠としている住居を除く。以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の 

身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をは 

いかいしてはならないこと。  

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活の本拠としている住居 

から退去すること及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。  

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発

した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止

するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力

が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるい

ずれの行為もしてはならないことを命ずるものとする。  

一 面会を要求すること。  

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置く 

こと。  

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。  

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、 

ファクシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。  
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五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話をかけ、ファ 

クシミリ装置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。  

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又 

はその知り得る状態に置くこと。  

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。  

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性 

的羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこ 

と。  

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び

次項並びに第十二条第一項第三号において単に「子」という。）と同居しているときであっ

て、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があ

ることから被害者がその同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされる

ことを防止するため必要があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する

裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられ

ることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定によ

る命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配

偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校

その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その

他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただ

し、当該子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。  

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活に

おいて密接な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除

く。以下この項及び次項並びに第十二条第一項第四号において「親族等」という。）の住居

に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があることから被

害者がその親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必

要があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判

所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、

当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日

から起算して六月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本

拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の

身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近を

はいかいしてはならないことを命ずるものとする。  

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項において同

じ。）の同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その

法定代理人の同意）がある場合に限り、することができる。  

（管轄裁判所）  

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に
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住所がないとき又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に

属する。  

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所に

もすることができる。  

一 申立人の住所又は居所の所在地  

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われ 

た地  

（保護命令の申立て）  

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申

立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。  

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況  

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受け 

た後の配偶者から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受ける 

おそれが大きいと認めるに足りる申立ての時における事情  

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居し 

ている子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令 

を発する必要があると認めるに足りる申立ての時における事情  

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等 

に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する 

必要があると認めるに足りる申立ての時における事情  

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項につい 

て相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に 

掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに掲げる事項の記載が

無い場合には、申立書には、同行第一号から第四号までに掲げる事項についての申立人の

供述を記載した書面で公証人法 （明治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項 の

認証を受けたものを添付しなければならない。  

（迅速な裁判）  

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものと

する。  

（保護命令事件の審理の方法）  

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なけれ

ば、これを発することができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立て
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の目的を達することができない事情があるときは、この限りでない。  

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判

所は、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又

は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書

面の提出を求めるものとする。この場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は

当該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとする。  

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは

所属官署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に

対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。  

（保護命令の申立てについての決定等）  

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、

口頭弁論を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。  

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋

の期日における言渡しによって、その効力を生ずる。  

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住

所又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。  

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相

談し、又は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二

条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やか

に、保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談

支援センター（当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある

場合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が

最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。  

５ 保護命令は、執行力を有しない。  

（即時抗告）  

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。  

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。  

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情が

あることにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告につい

ての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の

記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。  

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合にお

いて、同条第二項から第四項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、

当該命令の効力の停止をも命じなければならない。  

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。  

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合において、同条第二

項から第四項までの規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令を
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も取り消さなければならない。  

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項若しくは第四項の

規定によりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判

所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センタ

ーの長に通知するものとする。  

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消し

た場合について準用する。  

（保護命令の取消し）  

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場

合には、当該保護命令を取り消さなければならない。第十条第一項第一号又は第二項から

第四項までの規定による命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算

して三月を経過した後において、同条第一項第二号の規定による命令にあっては当該命令

が効力を生じた日から起算して二週間を経過した後において、これらの命令を受けた者が

申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認したとき

も、同様とする。  

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を発した裁判所が前項の規

定により当該命令を取り消す場合について準用する。  

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用する。  

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て）  

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申

立ての理由となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする

同号の規定による命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本

拠としている住居から転居しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由に

より当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する日までに当該住居

からの転居を完了することができないことその他の同号の規定による命令を再度発する必

要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命令を発するものとする。ただし、当

該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、

当該命令を発しないことができる。  

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条第一項各号列

記以外の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項

並びに第十八条第一項本文の事情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは

「第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同

項第一号から第四号までに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項

並びに第十八条第一項本文の事情」とする。  

（事件の記録の閲覧等）  

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の

閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の
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交付を請求することができる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭

弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の

送達があるまでの間は、この限りでない。  

（法務事務官による宣誓認証）  

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は

公証人がその職務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方

法務局又はその支局に勤務する法務事務官に第十二条第二項（第十八条第二項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）の認証を行わせることができる。  

（民事訴訟法 の準用）  

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、

その性質に反しない限り、民事訴訟法 （平成八年法律第百九号）の規定を準用する。  

（最高裁判所規則）  

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最

高裁判所規則で定める。  

   第五章 雑則  

（職務関係者による配慮等）  

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次

項において「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、

その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重

するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。  

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等

に関する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。  

（教育及び啓発）  

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深める

ための教育及び啓発に努めるものとする。  

（調査研究の推進等）  

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するた

め、加害者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に

関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるもの

とする。  

（民間の団体に対する援助）  

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため

の活動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。  

（都道府県及び市の支弁）  

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。  

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費 

用（次号に掲げる費用を除く。）  
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二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第四項に規定す 

る厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用  

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用  

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認め 

る者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用  

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支

弁しなければならない。  

（国の負担及び補助）  

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定により支弁し

た費用のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担する

ものとする。  

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助することが

できる。  

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及び第四号に掲 

げるもの  

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用  

   第五章の二 補則  

（この法律の準用）  

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際

（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係に

ある相手からの暴力（当該関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係に

ある相手からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあ

っては、当該関係にあった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴

力を受けた者について準用する。この場合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」

とあるのは「第二十八条の二に規定する関係にある相手からの暴力」と読み替えるほか、

次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字

句に読み替えるものとする。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二に規定す

る関係にある相手からの暴力を受

けた者をいう。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶

者であった者 

同条に規定する関係にある相手又

は同条に規定する関係にある相手

であった者 

第十条第一項から第四項まで、第十一条

第二項第二号、第十二条第一項第一号か

ら第四号まで及び第十八条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定する関係に

ある相手 
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第十条第一項 離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消

された場合 

第二十八条の二に規定する関係を

解消した場合 

 

   第六章 罰則  

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第一項から第四項までの規

定によるものを含む。次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以

下の罰金に処する。  

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

又は第二十八条の二において読み替えて準用する第十二条第一項（第二十八条の二におい

て準用する第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記

載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立てをした者は、十万

円以下の過料に処する。  

 

   附 則 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。ただし、第二

章、第六条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者

暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十

四年四月一日から施行する。  

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対す

る暴力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保

護命令の申立てに係る事件に関する第十二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三

項の規定の適用については、これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、

「婦人相談所」とする。  

（検討）  

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行

状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとす

る。  

 

   附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律（次項において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立て
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に係る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。  

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった

身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由と

するこの法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以

下「新法」という。）第十条第一項第二号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最

初にされるものに限る。）があった場合における新法第十八条第一項の規定の適用について

は、同項中「二月」とあるのは、「二週間」とする。  

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の施行状況等を

勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

 

   附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関

する事件については、なお従前の例による。  

 

   附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

 

   附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。  

一 第一条中次世代育成支援対策推進法附則第二条第一項の改正規定並びに附則第四条第 

一項及び第二項、第十四条並びに第十九条の規定 公布の日  

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条及び第十五条から第十八 

条までの規定 平成二十六年十月一日  

（政令への委任） 

第十九条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令

で定める。  
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 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する 

基本的な方針（概要） 

 

平 成 2 5 年 1 2 月 2 6 日 

内閣府、国家公安委員会、 

法務省、厚生労働省告示第１号 

 

※ 平成26年10月１日 一部改正 

 

第１ 配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する基本的な事項  

１ 基本的な考え方 

配偶者からの暴力は、犯罪となる行為を

も含む重大な人権侵害である。 

２ 我が国の現状  

平成13年４月、法が制定され、基本方針

の策定等を内容とする平成16年５月、平成

19年７月の法改正を経て、平成25年６月に

生活の本拠を共にする交際相手からの暴

力及び被害者についても配偶者からの暴

力及び被害者に準じて法の適用対象とす

る法改正が行われ、平成26年１月３日に施

行された。  

３ 基本方針並びに都道府県基本計画及

び市町村基本計画  

（１）基本方針  

基本方針は、都道府県基本計画及び市町

村基本計画の指針となるべきものである。

基本方針の内容についても、法と同様、生

活の本拠を共にする交際相手からの暴力

及び被害者について準用することとする。  

（２）都道府県基本計画及び市町村基本計

画  

基本計画は、第一線で中心となって施策

に取り組む地方公共団体が策定するもの

である。策定に当たっては、それぞれの都

道府県又は市町村の状況を踏まえた計画

とするとともに、都道府県と市町村の役割

分担についても、基本方針を基に、地域の

実情に合った適切な役割分担となるよう、

あらかじめ協議することが必要である。被

害者の立場に立った切れ目のない支援の

ため、都道府県については、被害者の支援

における中核として、一時保護等の実施、

市町村への支援、職務関係者の研修等広域

的な施策等、市町村については、身近な行

政主体の窓口として、相談窓口の設置、緊

急時における安全の確保、地域における継

続的な自立支援等が基本的な役割として

考えられる。  

 

第２ 配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の内容に関する

事項  

１ 配偶者暴力相談支援センター  

都道府県の支援センターは、都道府県に

おける対策の中核として、処遇の難しい事

案への対応や専門的・広域的な対応が求め

られる業務にも注力すること が望ましい。

市町村の支援センターは、身近な行政主体

における支援の窓口として、その性格に即

した基本的な役割について、積極的に取り

組むことが望ましい。また、民間団体と支

援センターとが必要に応じ、機動的に連携

を図りながら対応することが必要である。  

２ 婦人相談員  

婦人相談員は、被害者に関する各般の相
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談に応じるとともに、その態様に応じた適

切な援助を行うことが必要である。  

３ 配偶者からの暴力の発見者による通

報等  

（１）通報  

都道府県及び市町村は、被害者を発見し

た者は、その旨を支援センター又は警察官

に通報するよう努めることの周知を図る

ことが必要である。医師その他の医療関係

者等は、被害者を発見した場合には、守秘

義務を理由にためらうことなく、支援セン

ター又は警察官に対して通報を行うこと

が必要である。  

（２）通報等への対応  

支援センターにおいて、国民から通報を

受けた場合は、通報者に対し、被害者に支

援センターの利用に関する情報を教示し

てもらうよう協力を求めることが必要で

ある。医療関係者から通報を受けた場合は、

被害者の意思を踏まえ、当該医療機関に出

向く等により状況を把握し、被害者に対し

て説明や助言を行うことが望ましい。警察

において、配偶者からの暴力が行われてい

ると認めた場合は、暴力の制止に当たると

ともに、応急の救護を要すると認められる

被害者を保護することが必要である。  

４ 被害者からの相談等  

（１）配偶者暴力相談支援センター  

電話による相談があった場合は、その訴

えに耳を傾け、適切な助言を行うこと、ま

た、面接相談を行う場合は、その話を十分

に聴いた上で、どのような援助を求めてい

るのかを把握し、問題解決に向けて助言を

行うことが必要である。  

（２）警察  

被害者からの相談において意思決定を

支援するなど、被害者の立場に立った適切

な対応を行うとともに、相談に係る事案が

刑罰法令に抵触すると認められる場合に

は、被害者の意思を踏まえ捜査を開始する

ほか、刑事事件として立件が困難であると

認められる場合であっても、加害者に対す

る指導警告を行うなどの措置を講ずるこ

とが必要である。被害者から警察本部長等

の援助を受けたい旨の申出があり、その申

出を相当と認めるときは、国家公安委員会

規則で定めるところにより、必要な援助を

行うことが必要である。  

（３）人権擁護機関  

支援センター、警察等と連携を図りなが

ら、被害者に必要な助言、婦人相談所等一

時保護施設への紹介等の援助をし、暴力行

為に及んだ者等に対しては、これをやめる

よう、説示、啓発を行うことが必要である。  

（４）民間団体との連携  

配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護を図るための活動を行う民間団体で

は、相談業務、同行支援、自立支援など大

きな役割を担っている。  

５ 被害者に対する医学的又は心理学的

な援助等  

（１）被害者に対する援助  

婦人相談所において、医師、心理判定員

等、支援にかかわる職員が連携して被害者

に対する医学的又は心理学的な援助を行

うことが必要である。また、被害者が、地

域での生活を送りながら、身近な場所で相

談等の援助を受けられるよう、支援センタ

ーは、カウンセリングを行うことや、専門

家や民間団体等と連携し、適切な相談機関

を紹介するなどの対応を採ることが必要

である。  

（２）子どもに対する援助  

児童相談所において、医学的又は心理学

的な援助を必要とする子どもに対して、精

神科医や児童心理司等が連携を図りなが
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ら、カウンセリング等を実施することが必

要である。また、学校及び教育委員会並び

に支援センターは、学校において、スクー

ルカウンセラー等が相談に応じているこ

と等について、適切に情報提供を行うこと

が必要である。  

（３）医療機関との連携  

支援センターは、被害者本人及びその子

どもを支援するに当たって、専門医学的な

判断や治療を必要とする場合は、医療機関

への紹介、あっせんを行うことが必要であ

る。  

６ 被害者の緊急時における安全の確保

及び一時保護等  

（１）緊急時における安全の確保  

婦人相談所の一時保護所が離れている

等の場合において、緊急に保護を求めてき

た被害者を一時保護が行われるまでの間

等に適当な場所にかくまう、又は避難場所

を提供すること等の緊急時における安全

の確保は、身近な行政主体である市町村に

おいて、地域における社会資源を活用して

積極的に実施されることが望ましい。  

（２）一時保護  

一時保護は、配偶者からの暴力を避ける

ため緊急に保護すること等を目的に行わ

れるものであるから、夜間、休日を問わず、

一時保護の要否判断を速やかに行う体制

を整えることが必要である。また、それぞ

れの被害者の状況等を考慮し、被害者にと

って最も適当と考えられる一時保護の方

法及び施設を選定することが必要である。  

（３）婦人保護施設等  

婦人保護施設は、適切な職員を配置し、

心身の健康の回復や生活基盤の安定化と

自立に向けた支援を行うことが必要であ

る。母子生活支援施設は、適切な職員を配

置し、子どもの保育や教育等を含め、母子

について心身の健康の回復や生活基盤の

安定化と自立に向けた支援を行うととも

に、退所後についても相談その他の援助を

行うことが必要である。  

（４）広域的な対応  

都道府県域を越えて一時保護・施設入所

がなされる広域的な対応も増加しており、

これら地方公共団体間の広域的な連携を

円滑に実施することが必要である。  

７ 被害者の自立の支援  

（１）関係機関等との連絡調整等  

支援センターが中心となって関係機関

の協議会等を設置し、関係機関等の相互の

連携体制について協議を行うとともに、各

機関の担当者が参加して、具体的な事案に

即して協議を行う場も継続的に設けるこ

とが望ましい。また、手続の一元化や同行

支援を行うことにより、被害者の負担の軽

減と、手続の円滑化を図ることが望ましい。  

（２）被害者等に係る情報の保護  

支援センターは、住民基本台帳の閲覧等

に関し、被害者を保護する観点から、加害

者からの請求については閲覧させない等

の措置が執られていることについて、情報

提供等を行うことが必要である。また、住

民基本台帳からの情報に基づき事務の処

理を行う関係部局においては、閲覧等の制

限の対象となっている被害者について、特

に厳重に情報の管理を行うことが必要で

ある。  

（３）生活の支援  

福祉事務所及び母子・父子自立支援員に

おいては、法令に基づき被害者の自立支援

を行うことが必要である。福祉事務所にお

いては、被害者が相談・申請を行う場所や、

生活保護の申請を受けて、扶養義務者に対

して扶養の可能性を調査する際の方法や

範囲等に関し、被害者の安全確保の観点か
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ら適切に配慮することが必要である。  

（４）就業の支援  

公共職業安定所や職業訓練施設におい

ては、被害者一人一人の状況に応じたきめ

細かな就業支援に積極的に取り組むこと

が必要である。また、子どものいる被害者

については、母子家庭等就業・自立支援セ

ンターにおける就業相談等の活用につい

ても積極的に促すことが必要である。  

（５）住宅の確保  

公営住宅の事業主体において、被害者の

自立支援のため、公営住宅の優先入居や目

的外使用等の制度が一層活用されること

が必要である。また、都道府県等において

は、身元保証人が得られないことでアパー

ト等の賃借が困難となっている被害者の

ための身元保証人を確保するための事業

の速やかな普及を図ることが望ましい。  

（６）医療保険  

婦人相談所等が発行する証明書を持っ

て保険者に申し出ることにより、健康保険

における被扶養者又は国民健康保険組合

における組合員の世帯に属する者から外

れること、また、第三者行為による傷病に

ついても、保険診療による受診が可能であ

ること等の情報提供等を行うことが必要

である。  

（７）年金  

被害者が年金事務所において手続をと

ることにより、国民年金原簿等に記載され

ている住所等が知られることのないよう、

秘密の保持に配慮した取扱いが行われる

こと等について、情報提供等を行うことが

必要である。  

（８）子どもの就学･保育等  

支援センターは、被害者等の安全の確保

を図りつつ、子どもの教育を受ける権利が

保障されるよう、教育委員会、学校と連絡

をとるとともに、被害者に対し、必要な情

報提供を行うことが必要である。国におい

ては、市町村に対し、保育所への入所につ

いては、母子家庭等の子どもについて、保

育所入所の必要性が高いものとして優先

的に取り扱う特別の配慮を引き続き求め

るよう努める。また、支援センターにおい

ては、住民票の記載がなされていない場合

であっても、予防接種や健診が受けられる

ことについて、情報提供等を行うことが必

要である。  

（９）その他配偶者暴力相談支援センター

の取組  

離婚調停手続等について各種の法律相

談窓口を紹介するなど、被害者の自立を支

援するために必要な措置を講ずることが

望ましい。資力の乏しい被害者が無料法律

相談等民事法律扶助制度を利用しやすく

するため、日本司法支援センターに関する

情報の提供を行うことが望ましい。また、

住民票の記載がなされていない場合の介

護給付等の扱いについて情報提供を行う

ことが必要である。  

８ 保護命令制度の利用等  

（１）保護命令制度の利用  

被害者が保護命令の申立てを希望する

場合には、申立先の裁判所や申立書等の記

入方法等についての助言を行うとともに、

保護命令の手続の中で、申立書や添付した

証拠書類の写し等が裁判所から相手方に

送付されること、緊急に保護命令を発令し

なければ被害者の保護ができない場合に

おいて、暴力等の事実など保護命令の発令

要件の証明が可能なときは、裁判所に対し、

審尋等の期日を経ずに発令するようにそ

の事情を申し出ることができること等に

ついて、被害者に対し説明することが必要

である。  

－ 145 －



参考資料
 

 

（２）保護命令の通知を受けた場合の対応  

ア 警察 

速やかに被害者と連絡を取り、被害者の

意向を確認した上で被害者の住 所又は

居所を訪問するなどして、緊急時の迅速な

通報等について教示することが必要であ

る。また、加害者に対しても、保護命令の

趣旨及び保護命令違反が罪に当たること

を認識させ、保護命令が確実に遵守される

よう指導警告等を行うことが必要である。  

イ 配偶者暴力相談支援センター  

速やかに被害者と連絡を取り、安全の確

保や、親族等への接近禁止命令が 出され

た場合には、当該親族等へその旨連絡する

こと等、保護命令発令後の留意事項につい

て情報提供を行うことが必要である。また、

警察と連携を図って被害者の安全の確保

に努めることが必要である。  

９ 関係機関の連携協力等  

（１）連携協力の方法  

被害者の支援のためには、関係機関が共

通認識を持ち、日々の相談、一時保護、自

立支援等様々な段階において、緊密に連携

しつつ取り組むことが必要である。  

（２）関係機関による協議会等  

関係部局や機関の長により構成される

代表者会議、被害者の支援に直接携わる者

により構成される実務者会議、実際の個別

の事案に対応する個別ケース検討会議等、

重層的な構成にすることが望ましい。参加

機関としては、都道府県又は市町村の関係

機関はもとより、関係する行政機関、民間

団体等について、地域の実情に応じ、参加

を検討することが望ましい。  

（３）関連する地域ネットワークの活用  

関連の深い分野における既存のネット

ワークとの連携や統合により、関連施策と

の連携協力を効果的かつ効率的に進める

ことについても、検討することが望ましい。  

（４）広域的な連携  

市町村又は都道府県の枠を越えた関係

機関の広域的な連携が必要になる場合も

考えられることから、あらかじめ、近隣の

地方公共団体と連携について検討してお

くことが望ましい。  

10 職務関係者による配慮・研修及び啓発  

（１）職務関係者による配慮  

職務関係者は、配偶者からの暴力の特性

等を十分理解した上で、被害者の立場に配

慮して職務を行うことが必要である。特に

被害者と直接接する場合は、被害者に更な

る被害（二次的被害）が生じることのない

よう配慮することが必要である。職務を行

う際は、被害者等に係る情報の保護に十分

配慮することが必要である。また、被害者

には、外国人や障害者である者等も当然含

まれていること等に十分留意しつつ、それ

らの被害者の立場に配慮して職務を行う

ことが必要である。  

（２）職務関係者に対する研修及び啓発  

研修及び啓発の実施に当たっては、配偶

者からの暴力の特性や被害者の立場を十

分に理解した上での対応が徹底されるよ

う配慮することが必要である。特に、被害

者と直接接する立場の者に対する研修及

び啓発においては、二次的被害の防止の観

点が重要である。  

11 苦情の適切かつ迅速な処理  

関係機関においては、申し出られた苦情

について、誠実に受け止め、適切かつ迅速

に処理し、必要に応じ、職務の執行の改善

に反映するとともに、可能な限り処理結果

について申立人に対する説明責任を果た

すことが望ましい。  

12 教育啓発  

（１）啓発の実施方法と留意事項  
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啓発の実施に際しては、関係機関が連携

協力して取り組むことが効果的だと考え

られる。啓発を通じて、地域住民に対して、

配偶者からの暴力に関する的確な理解と

協力が得られるよう努めることが必要で

ある。  

（２）若年層への教育啓発  

配偶者からの暴力の防止に資するよう、

学校・家庭・地域において、人権尊重の意

識を高める教育啓発や男女平等の理念に

基づく教育等を促進することが必要であ

る。  

13 調査研究の推進等  

（１）調査研究の推進  

国においては、加害者の更生のための指

導の方法に関する調査研究について、いか

に被害者の安全を高めるか等をその目的

とするよう留意して、配偶者からの暴力に

関する加害者に対する指導等の実施に向

けた調査研究の推進に努める。また、被害

者の心身の健康を回復させるための方法

等について、配偶者からの暴力の被害の実

態把握や被害者の自立支援に寄与するた

め、調査研究の推進に努める。  

（２）人材の育成等 

関係機関は、被害者の支援に係る人材の

育成及び資質の向上について、職務関係者

に対する研修等を通じ、十分配慮すること

が必要である。  

14 民間の団体に対する援助等  

配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護を図るためには、国、都道府県及び市

町村と、民間団体等とが緊密に連携を図り

ながら、より効果的な施策の実施を図って

いくことが必要である。どのような連携を

行うかは、それぞれの地域の実情と民間団

体等の実態等を踏まえ、それぞれの都道府

県又は市町村において判断することが望

ましい。  

 

第３ その他配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための施策の実施に

関する重要事項  

１ 基本方針に基づく施策の実施状況に

係る評価  

国及び地方公共団体における施策の実

施状況等を把握するとともに、基本方針に

基づく施策の実施状況に係る評価を適宜

行い、必要があると認めるときは、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。  

２ 基本計画の策定・見直しに係る指針  

（１）基本計画の策定  

基本計画の策定に際しては、その地域に

おける配偶者からの暴力をめぐる状況や

施策の実施状況を把握することが必要で

ある。策定に当たっては、基本方針に掲げ

た各項目の関係部局が連携して取り組む

ことが望ましい。また、被害者の支援に取

り組む民間団体等広く関係者の意見を聴

取することが望ましい。  

（２）基本計画の見直し等  

基本計画については、基本方針の見直し

に合わせて見直すことが必要である。なお、

計画期間内であっても、新たに基本計画に

盛り込むべき事項が生じるなどの場合は、

必要に応じ、基本計画を見直すことが望ま

しい。  
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東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議設置要綱 

 

平成 19 年 4 月 3日 18 生都男女第 191 号決定 

平成 21 年 4 月 1日 21 生都男女第１号一部改正 

      平成 22 年 4 月 1日 22 生都男女第１号一部改正 

平成 22 年 7 月 9日 22 生文総総第 825 号一部改正 

平成 25 年 10 月 28 日 25 生都平第 120 号一部改正 

平成 28 年 8 月１日 28 生都平第 43 号一部改正 

平成 29 年 3 月 1 日 28 生都平第 254 号一部改正 

 

（設置） 

第１ 配偶者・パートナー等親密な男女間で起

こる暴力（以下「配偶者暴力」という。）問

題に関係する総合的な取組に向けて、配偶者

暴力対策事業の着実な推進を図り、機関相互

の連携を促進するとともに、中長期的な課題

について検討するため、東京都配偶者暴力対

策ネットワーク会議（以下「ネットワーク会

議」という。）を設置する。 

 

（検討事項） 

第２ ネットワーク会議の検討事項は次に掲

げるものとする。 

（１） 配偶者暴力対策の促進に関すること。 

（２） 配偶者暴力対策基本計画の推進に関

すること。 

（３） 配偶者暴力対策関係機関の連携の促

進に関すること。 

（４） その他、総合的な配偶者暴力対策の

推進に関し、ネットワーク会議で協

議を必要とする事項 

 

（構成） 

第３ ネットワーク会議は次に掲げる者を委

員として構成する。 

（１） 別表１に掲げる職にある者 

（２） 学識経験又は配偶者からの暴力の被

害者支援に関する実践経験を有する 

者で、東京都生活文化局長が委嘱する 

    者 

２ ネットワーク会議には会長を置く。 

３ 会長は、東京都生活文化局男女平等参画担

当部長の職にある者をもって充てる。 

４ 会長に事故あるときは、あらかじめ会長が

指名する委員がその職務を代行する。 

 

（任期） 

第４ 委員の任期は、１年以内とし、補欠委員

の任期は前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。 

 

（会議） 

第５ 会長は、必要に応じてネットワーク会議

を招集する。 

２ 会長は、専門家等から意見を聴取する必要

がある場合等は、委員以外の者に対して、ネ

ットワーク会議への出席を求めることがで

きる。 

 

（部会） 

第６ ネットワーク会議には配偶者暴力対策

推進部会及び配偶者暴力対策連携部会を設

置する。 

２ 部会は、次に掲げる者を委員として構成す

る。 

（１） 配偶者暴力対策推進部会の委員は別

表２に掲げる職にある者 

（２） 配偶者暴力対策連携部会の委員は別
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表３に掲げる職にある者 

（３） 学識経験又は配偶者からの暴力の被

害者支援に関する実践経験を有する

者で、東京都生活文化局長が委嘱する

者 

３ 配偶者暴力対策推進部会の部会長は、東京

都生活文化局都民生活部男女平等参画課長

の職にある者を、配偶者暴力対策連携部会の

部会長は、東京ウィメンズプラザ所長の職に

ある者をもって充てる。 

４ 部会長は必要に応じて部会を招集する。 

５ 部会長は必要に応じて部会の下にワーキ

ンググループを置くことができる。 

６ 部会長は専門家等から意見を聴取する必

要がある場合等は委員以外のものに対して

部会への出席を求めることができる。 

 

（会議の公開） 

第７ 会議は、原則として非公開とする。ただ 

し、会長が認めるときは、公開とすることが

できる。 

２ 会議録等は、原則として公開するものとす

る。ただし、会長が公開しないことを適当と

認める事項については、非公開とすることが

できる。 

 

（庶務） 

第８ ネットワーク会議の庶務は、東京都生活

文化局都民生活部男女平等参画課において

処理する。 

２ 配偶者暴力対策推進部会の庶務は東京都

生活文化局都民生活部男女平等参画課にお

いて処理する。 

３ 配偶者暴力対策連携部会の庶務は東京ウ

ィメンズプラザにおいて処理する。 

 

（その他） 

第９ この要綱に定めるもののほか、ネットワ

ーク会議の運営に必要な事項は、会長が定め

る。 

 

附則 

１ この要綱は、平成１９年４月３日から施行

する。 

２ 家庭等における暴力問題対策連絡会議設

置要綱は廃止する。 

 

附則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成２２年７月１６日から施行す

る。 

附則 

この要綱は、平成２５年１０月２８日から施行

する。 

 

附則 

この要綱は、平成２８年８月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成２９年３月１日から施行する。
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別表１ 

配偶者暴力対策ネットワーク会議委員  

総務局人権部被害者支援連携担当課長 

福祉保健局保健政策部保健政策課長 

福祉保健局生活福祉部計画課長 

福祉保健局高齢社会対策部認知症対策担当課長 

福祉保健局少子社会対策部計画課長 

東京都児童相談センター事業課長 

福祉保健局少子社会対策部育成支援課長 

東京都女性相談センター所長 

東京都女性相談センター多摩支所長 

福祉保健局障害者施策推進部精神保健医療課長 

産業労働局雇用就業部計画調整担当課長 

都市整備局都営住宅経営部管理企画担当課長 

教育庁総務部人権教育調整担当課長 

警視庁生活安全部生活安全総務課ストーカー対策室長 

特別区女性政策主管課長会代表 

市町村男女平等参画施策担当主管課長会代表 

特別区福祉事務所課長会代表 

市生活保護担当課長会代表 

特別区児童主管課長会代表 

市子育て関連主管課長会代表 

特別区保健所保健予防担当課長会代表 

東京都保健所保健対策課長会代表 

特別区教育委員会指導室課長会代表 

市教育委員会指導室課長会代表 

東京地方裁判所代表 

東京地方検察庁代表 

東京入国管理局代表 

東京弁護士会代表 

第一東京弁護士会代表 

第二東京弁護士会代表 

東京都医師会代表 

日本司法支援センター代表 

東京都人権擁護委員連合会代表 

東京都民生児童委員連合会代表 

東京ウィメンズプラザ所長 

生活文化局男女平等参画担当部長 

生活文化局都民生活部男女平等参画課長 
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別表２ 

配偶者暴力対策推進部会委員 

 

生活文化局都民生活部男女平等参画課長 

総務局人権部人権施策推進課課長代理（被害者支援連携担当） 

福祉保健局保健政策部保健政策課課長代理（地域保健担当） 

福祉保健局生活福祉部保護課課長代理（保護担当） 

福祉保健局高齢社会対策部在宅支援課課長代理（認知症支援担当） 

福祉保健局少子社会対策部家庭支援課課長代理（児童相談所運営担当） 

福祉保健局少子社会対策部家庭支援課課長代理（母子保健担当） 

福祉保健局少子社会対策部育成支援課課長代理（女性福祉担当） 

東京都女性相談センター課長代理（相談担当） 

東京都女性相談センター課長代理（事業担当） 

東京都女性相談センター多摩支所課長代理（相談担当） 

東京都児童相談センター事業課課長代理（事業担当） 

福祉保健局障害者施策推進部精神保健医療課課長代理（精神保健担当） 

東京都立中部総合精神保健福祉センター広報援助課課長代理（相談担当） 

東京都立小児総合医療センター心理・福祉科主任 

産業労働局雇用就業部調整課課長代理（計画担当） 

都市整備局都営住宅経営部経営企画課課長代理（管理企画担当） 

教育庁総務部教育政策課課長代理（人権教育調整担当） 

警視庁生活安全部生活安全総務課ストーカー対策室規制係長 

東京都保健所地域保健課長代理会代表 

東京ウィメンズプラザ課長代理（相談担当） 
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別表３ 

 

配偶者暴力対策連携部会委員 

 

東京ウィメンズプラザ所長 

総務局人権部人権施策推進課課長代理（被害者支援連携担当） 

東京都児童相談センター課長代理（事業担当） 

東京都女性相談センター課長代理（相談担当） 

東京都女性相談センター多摩支所課長代理（相談担当） 

東京都立中部総合精神保健福祉センター広報援助課課長代理（相談担当） 

病院経営本部都立病院医療相談担当者会代表 

教育庁総務部教育政策課課長代理（人権教育調整担当） 

特別区女性政策主管課長会代表主管相談担当係長 

市町村男女平等参画施策担当主管課長会代表主管相談担当係長 

特別区福祉事務所課長会代表所管母子･婦人相談員 

市生活保護担当課長会代表所管母子・婦人相談員 

特別区児童主管課長会代表担当係長 

市子育て関連主管課長会代表担当係長 

特別区保健所保健予防担当課長会代表区保健所担当係長 

東京都保健所地域保健課長代理会代表 

警視庁生活安全部生活安全総務課ストーカー対策室規制係長 

生活文化局男女平等参画課課長代理（企画調整担当） 
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平成２９年３月現在

所　　属　　

1 総務局人権部被害者支援連携担当課長

2 福祉保健局保健政策部保健政策課長

3 福祉保健局生活福祉部計画課長

4 福祉保健局高齢社会対策部認知症対策担当課長

5 福祉保健局少子社会対策部計画課長

6 東京都児童相談センター事業課長

7 福祉保健局少子社会対策部育成支援課長

8 東京都女性相談センター所長

9 東京都女性相談センター多摩支所長

10 福祉保健局障害者施策推進部精神保健・医療課長

11 産業労働局雇用就業部計画調整担当課長

12 都市整備局都営住宅経営部管理制度担当課長

13 教育庁総務部人権教育調整担当課長

14 警視庁生活安全部生活安全総務課ストーカー対策室長

15 特別区女性政策主管課長会代表　（中央区総務部総務課長）

16 市町村男女平等参画施策担当課長会代表　（西東京市生活文化スポーツ部協働コミュニティ課長）

17 特別区福祉事務所長会代表　（北区 健康福祉部　生活福祉課長）

18 東京都市生活保護担当課長会代表　（東村山市健康福祉部生活福祉課長）

19 特別区児童主管課長会代表　（品川区子ども育成課長）

20 東京都市子育て関連担当主管課長会代表（町田市子ども生活部子ども家庭支援センター長）

21 特別区保健予防課長会代表　（足立区竹の塚保健センター長）　

22 東京都保健所保健対策課長会代表　（多摩府中保健所保健対策課長）

23 特別区教育委員会指導室課長会代表　（練馬区教育委員会事務局教育振興部教育指導課長）

24 東京都市管理指導室課長会代表　（稲城市教育委員会教育指導担当部長）

25 東京地方裁判所代表　（東京地方裁判所判事）

26 東京地方検察庁代表　（東京地方検察庁検察官検事）

27 東京入国管理局代表　（東京入国管理局総務課長）

28 東京弁護士会代表　（東京弁護士会両性の平等に関する委員会委員）

29 第一東京弁護士会代表（第一東京弁護士会人権擁護委員会両性の平等部会部会長）

30 第二東京弁護士会代表　(第二東京弁護士会両性の平等に関する委員会幹事)

31 公益社団法人東京都医師会代表　（公益社団法人東京都医師会理事）

32 日本司法支援センター代表　（日本司法支援センター東京地方事務所副所長）

33 東京都人権擁護委員連合会代表　（東京都人権擁護委員連合会兼男女共同参画社会推進委員会委員長）

34 東京都民生児童委員連合会代表　（東京都民生児童委員連合会本会常務委員）

35 一般社団法人　ウェルク(WERC)　理事

36 ＮＰＯ法人 女性ネットSaya－Saya理事

37 東京ウィメンズプラザ所長

38 生活文化局男女平等参画担当部長

39 生活文化局都民生活部男女平等参画課長

東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議委員名簿
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団体名

1 東京都商工会議所連合会

2 東京都商工会連合会

3 一般社団法人東京経営者協会

4 東京都中小企業団体中央会

5 一般社団法人東京工業団体連合会

6 東京中小企業家同友会

7 公益社団法人東京都医師会

8 公益社団法人東京都看護協会

9 東京都私立幼稚園連合会

10 東京都私立幼稚園PTA連合会

11 東京私立初等学校協会

12 東京私立初等学校父母の会連合会

13 一般社団法人日本私立大学連盟

14 公益社団法人東京都専修学校各種学校協会

15 東京都公立幼稚園・こども園ＰＴＡ連絡協議会

16 一般社団法人東京都小学校PTA協議会

17 東京都公立中学校PTA協議会

18 東京都公立高等学校PTA連合会

19 東京都公立高等学校定通PTA連合会

20 東京都特別支援学校PTA連合会

21 公益社団法人東京青年会議所

22 東京都商店街振興組合連合会

23 JA東京女性組織協議会

24 一般社団法人日本書籍出版協会

25 一般社団法人日本雑誌協会

26 日本労働組合総連合会東京都連合会

27 特定非営利活動法人東京都地域婦人団体連盟

28 東京都生活協同組合連合会

29 公益社団法人被害者支援都民センター

30 国際ソロプチミストアメリカ日本東リジョン

31 特定非営利活動法人NPOサポートセンター

32 東京ボランティア・市民活動センター

学識経験者

一般財団法人女性労働協会　会長　　鹿嶋　敬

立教大学　名誉教授　　庄司　洋子

東京都男女平等参画を進める会の構成団体及び学識経験者
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